
資 料5

産 業 別 情 報 ニ ー ズ 調 査 報 告 書

(コ ン ピ ュ ー タ)

昭 和54年3月

鵬

U冊E£

財団法人 日本情報処理開発協会



この報告書 は、 日本 自転車振 興会 か ら競輪収益 の一部 であ

る機械工業振 興資金 の補助 を受 けて昭和53年 度 に実施 した

「産業別情報拠点の育成 に関す る調査研 究 」の成果 を とりま

とめた もので あります。
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1.は じ め に

本書は昭和53年 度 事業 として、当協会の委託に よb(社)日 本電 子工業振興協会が調査 し、取b

ま とめた 「コンピュータ産業情報ニ ーズ調査 」の成果報告書 である。

1

1.1報 告 書 作 成 の 目的

コンピュータは、現代社会における各種情報処理システムの中枢的役割を果たし、産業、科学技

術、国民生活、行政等の各分野で幅広 く利用され、それぞれの高度化に大きく寄与 している。

産業界においては、流動的な経済環境に対応するため情報活用による的確 な状況判断が必須な状

態となっており、(財)日 本情報処理開発協会では、わが国の産業別情報資源の円滑な流通と有効

活用のため、産業情報の中核的機能 としての業界団体を中心に情報拠点の育成を目的とした調査研

究を推進 している。

その一環として、今回 「産業別情報ニーズ調査」の対象業種としてコンピュータ業界が選定され、

(社)日 本電子工業振興協会に調査委託があったものである。

も
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2.コ ン ピ ュー タ産 業 の 現 状 と特 徴

2.1コ ン ピ ュ ー タ 産 業 の 現 状

2.1.1コ ン ピ ュー タ の 分 類 と構 成

コ ン ピュ ー タ 産 業 を 大 き く分 類 す る と 汎 用 コ ン ピ ュ ー タ(メ ー ン フ レー ム)メ ー カ、 専 用 コ ン

ピュ ー タ(オ フ ィ ス コ ン ピ ュ ー タ、 ミニ コ ン ピュ ー タ、 工業 用 コ ン ピュ ー タ、 マ イ ク ロ コ ン ピ ュ

ー タ、 マ イ ク ロ プ ロ セ ッ サ)メ ー カ、 お よび マ ン ・マ シ ン ・シ ス テ ム と して 独 自 の 産 業 を 形 成 し

つ つ あ る 周 辺 端 末 装 置 メ ー カの3分 野 に 分 け る こ とが で き る。

ま た 、 コ ン ピ ュ ー タ 産 業 を 支 え る諸 産 業 と して 、 コ ン ピ ュ ー タ販 売 業 、 ソ フ トウ ェ ア業 、 情 報

処 理 サ ー ビス 業 を あ げ る こ とが で き る(図2-1)。

最 近 の コ ン ピ ュ ー タ ・シス テ ム は 、 汎 用 機 の ほ か 、 業 種 別 あ る い は 用 途 別 に 専 用 的 な シス テ ム

が 開 発 され て お り、 多 様 なニ ー ズ に そ れ ぞ れ 応 じ られ る よ う底 辺 の広 い 産 業 体 制 が 構 成 さ れ つ つ

あ る。

オ フ ィ ス コ ン ピ ュ ー タ

ミ ニ コ ン ピ ュ ー タ

工 業 用 コ ン ピ ュ ー タ

マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ

周辺端末装置 メーカ

L運 一三一一素「
1-一 一 ー ー 一 一

1*____ ___

L4ソ フ トウ。ア業{
lL _______」
l

Lゴ繭遍二=棄1
L_______1

(レ ン タ ル、 リー ス、 輸 出 入 商 社)

(ソ フ ト ウ ェ ア ハ ウス)

(計 算 セ ン タ ー、 デ ー タ セ ン タ ー)

(注)*コ ン ピュータ産業を支 える諸産業

図2-1コ ン ピュ ー タ産 業 の 分 類

コ ン ピ ュ ー タ 構 成 を分 類 す る とつ ぎの とk・り で あ る。(図2-2)

(1)汎 用 コ ン ピ ュ ー タ(超 大 型 、 大 型 、 中 型 、 小 型)

② 専 用 コ ン ピ ュ ー タ(① オ フ ィス コ ン ピュ ー タ、 ② ミニ コ ン ピ ュ ー タ 、 ③ 工 業 用 コ ン ピ ュ

ー タ、 ④ マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ)

(3)周 辺 端 末 装 置
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超大 型 コ ン ピ ュータ

ー 一一 ー 一 ・

大 型 コン ピ ュータ

_一 一 一一 ー 一

中型 コン ピ ュー タ

_一 一 一 一 一 一 一 一

小 型 コン ‥ 一 タ1

一

./
メガ(ス ーパ ー)ミ ニ コ ン ピ ュータ

オ フ,ス コ ン ピ.二

周辺端末装置ミ ニ コ ン ピ ュ ー タ

/一 一 一・ /

一 マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ

マ イ ク ロ プ ロ セ ッ サ

図2-2コ ン ピ ュ ー タの 構 成

2.1.2汎 用 コンピュータ

(1)汎 用 コンピュータの納入、実動状況

コンピュータ産業に対す る振興施策 として昭和32年 に制定 された電子工業振興 臨時措置法

(後 に 「機電法 」、 「機構法 」)に 基づ き、ハー ドウェアの試作、開発、企業化に対す る資金

確保、利用の高度化等種 々の措置 が とられ、 このため コンピュータ産業 は、わずか20年 余 の

歴史 に もかか わ らず急速に発展 して きた。 そ して現在、電子工業の中で も中核的 な成長産業 と

して大 きな期待がかけ られ ている。

わが国におけるコンピュータの普及状況 については、通産省が 「電子計算機納入下取 り調 査 」

を実施 しているが、その調査結果は、表2-1、 表2-2の とk・りである。

わが国の汎用 コンピュータ納入実積 は表2-1で み るとおり、昭和51年 では、全体で

7,533セ ッ ト、金額に して7,315億 円 となっている。

また、汎用 コンピュータの実動台tWtsよ び実動金額は表2-2の とおりで、昭和52年3月

末において40,719セ ッ ト、金額 ベースで、25,325億 円 となり、米 国に次 いで世界第2

の保有国 となっている。

内訳では、国産機が57.5%(金 額 ベース)と 過半数 を制 しており、年間増加率 も、オ イル

ショック後の深刻 な不況にあった50年 を除いては、 おおむね順調 な伸びで推移 している。

汎用 コンピュータの普及増加要因 を型別にみる と、大型機 中型機は、 オンライン化、 デー

タベースの利用等に よる情報処理の高度化に伴い、 システム本体の規模 と周辺装置の拡張に よ

一4一



表2-1汎 用 コンピュー タの納入実績年別推移

F
年 度(昭 和)41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51

国 台 数575 844 1204 L608 2,139 2533 3226 4,897 5585 4β75 5,640

産 金 額(百 万円)35β08 51250 91,225 122,008 197β75 205,960 222β87 271β80 310261 342β59 415,092

機 対前年増加率(%>332 43.1 78.0 33.7 61.8 4.3 8ユ 7L9 143 10.4 2U

外 台 数269 318 364 527 1,148 1,711 2,747 3ρ81 2950 2ρ28 1β96

国 金 額(百 万円)31.007 57,397 70,143 90363 133543 144,141 196,040 256900 330545 271304 316,4尭

機 対前年増加率(%)259 85.1 21β 286 478 7.9 36.0 3LO 386 △179 16.6

ムロ 台 数844 1,162 1,568 2」35 328? 4,244 5,973 7,978 8535 6,903 7,533

金 額(百 万円)66.816 108,647 161,368 212371 330,920 350,105 418,727 528279 640β06 613960 731,528

計 対前年増加率(%)297 62.6 48.3 31石 55.8 58 19.6 26.2 213 △42 19.1

(備 考)金 額には既設 システムの メモ リー増設、周辺装置増設が含まれ る。

(資 料)通 産省 「電子計算機納入 下取 調査 」

表2-2汎 用電子計算機の年度別実動状況推移

(単 位:上 列;セ ッ ト数、下列=金 額=百 万円)

㌫

規 模 別
47年3月

末 現 在

48年3月
末 現 在

49年3月
末 現 在

50年3月

末 現 在

51年3月

末 現 在

52年3月

末 現 在

国

産

機

大 型
553

263,428

666

321,154

778

384,389
.

959

497,738

1,177

643,086

1301

741,605

中 型
2,791

281,167

3209

318」32

3,611

358,139

4,087

408,757

4,502

444,328

4,800

476,703

小 型
2,850

62,992

3,171

71,819

4,082

89,969

5,605

115,912

7,053 .
137,803

8,721

164,261

超 小 型
2,350
15,026

3,485

23,304

5,865

37,638

8,188

52,178

9,731

60,347

11,858

74,162

合 計
8,544

622,613

10,531

734,409

14,336

870,135

18,839

1,074,585

22,463
1,285,563

26,680

1,456,732

年間増加率(%) 26.3 18.0 18.5 23.5 19.6 13.3

外

国

機

大 型
611

369,709

664

455,390

694

520,318

766

606,990

876

689,697

931

777283

中 型
978

109,422

1,104

132,015

11155

143,294

1,354

179,182

私453

182,781

1,474

186ユ45

小 型
940

24,366

1,160

29,390

1,431

34,159

L732

41,253

2,274

50,272

2,897

59,503

超 小 型
1,736

10,110

3,788

22,077

5,827

33,944

7,404

44,387

8,239

50,031

8,737

52,901

合 計
4,265

513,607

6,724

638,872

91107

731,715

1],256

871,812

12,842

972,782

14,039

1,075,831

年間増加率(%) 29.0 24.4 14.5 19.1 1L6 10.6

合

計

大 型
1』64

633,137

1,330

776,544

1,472

904,707

1,725

1,104,728

2,053.

1,332,783

2,232

1,518,888

中 型
3,769

390,589

4,313

450,147

4,766

501,433

5,441

587,939

5,955

627,108

6274

662,847

小 型
3,790

87,358

4,339

101,209

5,513

124,128

7,337

157,165

9,327

・188
,076

11,618

223,765

超 小 型
4,086

25,136

7,273

45,381

11,692

71,582

15,592

96,565

17,970
110,377

20,595

127,063

合'計 12,809

1,136,220

P
l7,255

1,373,281

23,443

1,601,850

30,095

1,946,397

35,305

2.258β44

40,719

2,532,563

年間増加率(%) 27.5 20.9 16.6 21.5 16.0 12.0

(注)・ 型別分類基準.大 型 ……2億5,000万 円以上

(売 価換算)中 型……4.000万 円以上一一'2億5,000万 円未満
・.小 型……1,000万 円以 上～4,000万 円未満

超小型……1,000万 円未満 、

出所;通 産省 「電子計算機納入下取調査 」
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る もので あb、 また、小型機 超小型機については、技術進歩(と くにLSI化)に よる低価

格化に よって中小企業 など新規の情報化分野への波及が著 しく促進 されたためである。

(2)汎 用 コンピュー タメーカ

汎用 コンピュータの国産メーカは、富士通、 日立製作所、 日本電気、東京芝浦電気、三菱電

機、沖電気工業の大手6社 に代表 され る。

また、外資系 としては、 日本IBM、 日本UNIVAC、 日本NCR、 日本Burroughs、

日本HIS等 が 進出 している。

国産 メーカは、 昭和46年 の コンピュータ完全 自由化 を契機 に、3グ ループ化(富 士通=日

立、 日電=東 芝、三菱電=沖 電気)を はか り、昭和47年 か ら51年 ま での5年 間に国産新機

種 シ リーズ をそれぞれ開発 して52年 には図2-3の とお り、新 シ リーズの全機種 を完成 した。

4341 4331

IBM

新シ リーズ

30333032 3031

IBM

S/370シ リーズ 370/168AP37Q・16S37(/15837・/1581137・/14837・/13837・/12537〔/115

1

富士通 ・日立
Mシ リーズ(H)

日電 ・東 芝

ACOSシ リーズ

砲

三 菱電機 ・沖電気
COSMOシ リーズ 009

⊥

加

⊥

…
⊥
珈

(出 所:電 子協)

図2-3国 産 新 シリーズ とIBMシ リーズ との モデル ぷ

2.1.5オ フ ィス コン ピュー タ

(1)オ フ ィスコンピュータの実働 ・納入状況

オフ ィス コンピュー タは、昭和50年 度 に汎用 コンピュータのなかの超小型機(1,000万

円 以下の機種)を 新たなテ リトリーとす るため、業界が名称付けた ものであり、 この名称 は、

最近 ようや く定着 してきている。(最 近 では2,000万 円未満の機種 をい う。)

(社)日 本電子 工業振興協会(電 子協 〉では、 オフィス コンピュータの出荷状況調査を実施

している。そ の内容 は、表2-3の とteり で、昭和52年vak・ け る納入実績は、9,607台 、

6,681億 円 であb、 対 前年比伸び率29%と 著 しい成長 がみ られ る。
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ρ

この好調要因は、第1に は市場環境の好転 である。 ユーザが事業部門の合理化の ツールとし

て、オフィス コンピュータの活用に真剣に取 り組み、新規需要が喚起された ことと、既設 ユー

ザの買替需要が増加 した ことである。第2は 、 ハー ドウェアの機能充実 である。 半導体技術 の

著 しい進歩に より、 マイク・プロセッサの普及、 メモ リのLSI化 が促進され、低 価格、高性

能の中央処理装置(CPU)が 実 現 し、総合的 な性能が格段に向上 した。第3は 、 大量販売の

促進である。 これまで中小企業1社 に1台 の イメージが濃かったが、性能の向上 と使用の安易

さに より、 流通業、サ ービス業、農 協などへの専用機化 ならびにオンライン端末 としての普及

が促進 され、大量販売が らみ られた。

また、オ フィス コン ピュータの昭和52年 度 までの産業別 出荷の推移は表2-4の とas・りで、

卸売業 ・商 事が30.8%と 最 も多 く、次いで小売業が14.8%、 サ ー ビス業5.6%、 農 協共同

組 合4.1%の 順 になってい る。

オイルシ ョック後の経済 不況に よb需 要の落込みは、極 めて大きかったが、昭和52年 度 に

は ようや くこの危機 を乗 り越え、今後は成長産業 として年間伸び率が10%以 上 は期待で きる

もの とみ られている。

(2)オ フ ィス コンピュータ ・メーカ

現在、わが国のオフィス コン ピュータ ・メーカは、国産 メーカ約20社 外 資系 メー カ約10

社 が ある。

国産 メーカは、汎用 コンピュータメーカ6社 をは じめ、 シャープ、 カシオ、 リコー、岩崎通

信機、 日本信号、ユーザック電子工業、 日本無線、谷村新興、東洋通信機、立石電機、松 下通

信工業、キ ャノンなどの各社がそれぞれ ユニークな専用 コンピュータを市場へ供給 している。

外資系 メーカは、大手4社 のほか、西 ドイツのNixdorf(兼 松 ニクス ドルフ)、 イタ リア

の01ivetti(日 本 オ リベッテ ィ)、 オ ランダのPhilips(シ ー ・エヌ ・シー)等 が、

それぞれ独 自の ブラン ドを生か し、市場の開拓 を図ってい る。

外国機は、 オフィス コンピュータの なかで も上位 クラス(1,000万 円以 上)に 強 く、国産

機は下位 クラス(1,000万 円未満)に その シェアを拡大 している とみ られている。最近のオ

フィス コン ピュータの傾向は、大 手ユーザのサテライ トコンピュータ としての需要 も拡大 され

ているが、やはり主流 は中小企業 の事務処理合理化に活用 される もの であり、 この分野が飛躍

的に伸 びているので、やや国産 メーカが優勢 とみ られている。
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表2-3オ フ ィス コ ン ピ ュ ー タの ク ラス 別 出荷 台 数 お よ び 金 額

(単 位:百 万円)

年度

項 目

クラス

50年 度 51年 度 52年 度

台 数 金 額 台 数 金 額 台 数 金 額

300万 円未満

500万 円未満

750万 円未満

1,000万 円未満

1.500万 円未満

aoOO万 円未満

2,050

1,596

1,350

1,036

782

182

2,915

6,386

9,157

9,009

11,595

3,679

1,540

1,451

1,934

1,754

731

204

3,105

6,070

12,337

15,802

10,908

3,554

1,110

2,616

3,201

1,338

993

349

2,214

11,945

19,471

11,762

14,550

6,871

合 計 6,996 42,744 7,614 51,780 9,607 66,813

(出 所:電 子協)

表2-4オ フ ィスコンピュータの産業別 出荷台数推移
、

産 業 別
46～47

年 度
48年 度 49年 度 50年 度 51年 度 52年 度 累 計 構成比㈱

1農 林 漁 業 121 22 94 72 126 95 530 α9

2鉱 業 30 10 23 9 4 21 97 0.2

3建 設 業 227 147 111 123 98 192 898 L6

4食 品 453 270 364 264 315 464 2,130 3.8

5繊 維 423 284 190 214 175 152 1,438 2.6

6紙 ・ パ ル プ 194 67 89 50 42 62 504 α9

7出 版 ・ 印 刷 110 48 57 93 85 78 471 0.8

8化 学 ・ 石 油 578 264 412 195 213 288 1,950 3.5

9医 薬 品 162 84 62 42 44 22 416 α7

lo硝 子 ・セ メ ン ト 96 47 79 23 15 27 287 05

11鉄 鋼 332 138 145 67 35 62 779 L4

12非 鉄 金 属 257 94 53 22 56 70 552 1.0

13機 械 340 281 204 134 120 175 1254 2.2

14電 気 機 械 768 392 309 178 201 217 2,065 3.7

15輸 送 用 機 械 158 93 101 65 76 320 813 1.5

16精 密 機 械 210 150 83 50 47 55 595 1.1

17そ の他 製 造 業 833 507 330 240 445 442 2,797 5.0

18卸 売業 ・商 事 4,117 2,522 2,690 2,306 2,564 3,014 膓7,213 30.8

19小 売 業 2,054 1,086 L525 1,204 1,041 1,393 8,303 14.8

20金 融 372 102 125 115 81 133 928 1.7

21保 険 85 72 81 91 41 41 411 0!7

22証 券 93 14 5 11 9 15 147 α3

23不 動 産 39 30 17 32 21 46 185 0.3

24報 道 ・通 信 64 8 17 21 9 13 132 0.2

25運 輸 ・ 倉 庫 307 186 182 138 127 203 1,143 2.1

26電 力 ・ ガ ス 42 33 59 32 6 21 193 0.4

27サ ー ビ ス 業 586 339 392 490 567 749 3,123 5.6

28病 院 143 49 25 38 37 39 331 06

29学 校 177 69 45 51 29 64 435 0.8

30研 究 所 17 4 5 38 4 3 71 Ol

31地 方 公 共 体 150 95 79 70 88 85 567 1.0

32政 府 18 1 18 1 10 3 51 0.1

33政 府関係機 関 95 72 18 6 5 27 223 α4

34団 体 171 43 67 53 43 127 504 α9

35農 協共 同 組 合 497 289 246 264 531 441 2,268 4.1

3● 菜 種 不 明 517 270 201 165 225 152 L530 2.7

3ヤ 輸 出 6 8 129 29 79 296 547 1.0

合 計 14,842 8,190 8,632 6,996 7,614 9,607 55,881 10α0

φ
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2.1.4ミ ニ コン ピュータ

(1)ミ.ニ コン ピュ一夕の実動 ・納入状況

わが国に ミニコンピュータが登場 したのは、昭和44年 頃 か らであった。 ミニ コンピュータ

は、 当初 アメ リカのDEC社 が昭和40年 に 代表的機種 「DDP-8」 を一万 ドルコンピュー

タと称 して発 表 して 以来 、汎用 コンピュータとは異 なった分野 に需要 を拡大 し、急速に成長

してきた ものである。

ミニ コン ピュータの定義は、 「ディジタル型、ス トアー ドプログラム方式(内 部記憶容量

2,000ビ ッ ト以上)、 本体(4,000語 の 記憶装置 を含む)の 価格 が1,000万 円以 下で、

広範 な応用分野 を意図 して設計された もの 」となっている。

通産省の調査↓(よるわが国の ミニ コンピュータ使用状況 は、表2-5、 表2-6、 表2-7

の とお りで、 昭和50年 度の累積台数が14,060台 、1,526億 円(前 年比伸 び率30.3%)

となっている。 また電子協では、その後の追跡調査を行ったが、52年 度 までの使用状況 は約

20,000台 と推定 される。

(2)ミ ニ コンピュー タ ・メー カ

わが国の ミニ コンメーカは、汎用 コンピュータメーカ6社 が この分野へ も進出 しているほか

パナファコム、中央電子、 アイ電子測器、 日本 ミニ コンピュータ、横 河 ヒューレッ トパッカー

ドの各社 などであb、 また、 この分野 で光駆的 な米 ・DEC社 のほか外国機の進出 もあb
、 約

15社 が 競合 している。

とくに、昭和50年 の 完全 自由化に伴って各種 シス テムに組 み込まれ る外国機の特殊 ミニコ

ン ピュータも多い とみ られるが、 ミニ コンピュータは、 システムの インテ リジェン ト化のため

の コンポ ーネン トあるいはモ ジュール型 コンピュータとしての要 素が重要視されている
。

2.1.5工 業 用 コ ン ピ ュ ータ
4

(1)工 業 用 コンピュータの実動 ・納入状況

わが国におけ る工業用 コンピュータ(制 御用 あるいは プ・セス ・コンピュータとも呼ばれ て

いる)は 、 昭和36年 頃 か ら登場 し、主 に制御機器 メー カが開発 を行ってきた
。 その利用分野

は、 ブ・セス工業の電力、鉄鋼、石油化学等 の広範囲に及び、 プラン トに特別の装備 を組 み込

み使用され る もの である。

工業用 コン ピュータの本体規模は、 ミニ コンピュータと同程度であり
、価格は高 いが工場内

で も悪環境に耐えるべ き諸 機能 や性能 を もち、 耐用年数 も数倍長 く、かつ ブ・セス用周辺機器

をそ なえ ることが できるので、生産部門や工場のオー トメーション・ラインに多 く利用 されてい

るo

電子協が調査 した工業用 コンピュータ納入状況 は、表2-8の とお りで、昭和51年 に おけ

る納入台数 は、2,340台 、456億 円(推 定)と なってk・り、累積 では10,436台 となる。

この うちの実動状況の把握は大変難 しいが、昭和44年 頃 に設置 された ものが現在稼動中 と考
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■

表2-5ミ ニ コンピュー タの産業別 使用状況

(単 位:金 額=百 万円)

年 度 昭和47年3月 末 昭和48年3月 末 昭 和49年3月 末 昭和50年3月 末 昭和51年3月 末

産業別 台 数 金 額 台 数 金 額 台 数 金 額 台 数 金 額 台 数 金 額

農 業

林 ・ 狩 猟 業 1 10

漁 ・水 産 ・養 殖 業 1 5
-

1 5 2 27 3 38

鉱 業 1 61 6 245 11 331 17 379 19 508

建 設 26 328 45 604 71 838 88 1,101 100 1,253

食 品 13 138 23 328 61 807: 77 1,005 93 1,194

繊 維 21 223 38 422 66 774 127 1,539 176 2ユ16

紙 .・ バ ル ブ 4 30 10 95 21 256 42 486 59 668

出 版 ・ 印 刷 25 300 34 376 64 748 80 953 102 1,275

化 学 ・ 石 油 116 2,179 195 3,019 293 5,126 499 9,123 596 11,059

硝 子 ・ セ メ ン ト 8 79 14 133 26 220 57 883 77 1,044

鉄 鋼 117 2,186 145 2,541 214 3,837 356 6,608 467 9,338

非 鉄 金 属 27 300 36 441 49 610 92 1,449 104 1,626

機.械 58 416 107 760 211 1,428 278 2,147 354 3285

電 気 機 械 676 4,769 862 6,148 1,486 11,617 2,063 1&652 2,432 22フ20

(ミ ニ コン メ一 方ニ) (442) (a796) (513) (3,299) (839) (6,286) (1'25β) (10,914) (1.420) (13058)

(そ の 他) (234) (L972) (349) (2,849) (647) (5.331) (805) (7,738) (1.012) (9β61)

輸 送 用 機 械 113 1,293 184 2,164 322 4,096 446 6,088 480 6,678

精 密 機 械 52 343 79 579 127 848 149 1,043 206 1,571

そ の 他 製 造 業 10 96 15 153 36 381 88 883 .177 2β05

卸 ・小 売 ・商 事 85 924 164 1,717 287 3,248 370 4,231 480 5,556

金 融 ・ 保 険 16 158 72 813 126 2,068 178 3,167 217 4ρ06

不 動 産 3 17 9 112 13 193 16 240 20 331

運 輸 ・ 通 信 70 753 120 1,531 180 2,377 256 3,549 324 4,575

電 力 ・ ガ ス 30 322 57 804 143 2,126 207 3,467 248 4313

サ ー ビ'ス 96 796 214
'1

,927 356 3,871 480 5,367 715
'7⑨76

医 療 業 17 152 32 339 39 469 81 1,126 136 2」56

大 学 402 2,912 594 4β55 872 1,485 1,081 8,626 1,314 ll,025

高 校 80 571 165 1,057 248 1,649 293 1,984 321 2251

そ の 他 学 校 10 69 13 91 18 127 20 146 20 146

地 方 公 共 体 59 1,035 122 2,023 206 4,240 321 7,485 407 9,445

政 府 ll3 1,075 179 1,989 260 2,964 317 4,027 368 4e81

政 府 関 係 機 関 97 927 212 1,774 297 3,194 435 臥821 648 7,529

法 人 ・団 体 ・農 協 37 539 59 801 107, 1,662 138 2,223 175 2β60

宗 教 法 人 2 8 2 8 4 13 8 105 9 111

民 間 研 究 所 33 246 38 423 44 453 55 592 83 805

不 亀 明 548 3,149 1,005 玩681 L614 9,192 2,377 12,649 3,129 16,113

合 計 2,965 26,395 4β51 43,457 7,873 76,253 11,094 117,176 14,060 152β71

(出 所:通 産省)
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表2-6納 入形式別 ミニ コン ピュータ納入状況の推移

(単 位:台 数)

納入年度

納入形式
44年 度 45年 度 46年 度 47年 度 48年 度 49年 度 50年 度 累 計 51年 度 52年 度

システムの中に取込 み 98 246 349 654 942 1228 1,077 4,716 一 －

OEM経 由 104 265 312 460 800 898 1,012 3β62 一 一

単体 で直接 ユーザへ 251 534
「

634 772 1280 1,095 877 5482 一 一

合 計 453 1,045 1,295 1β86 3ρ22 3221 2966 14,060 3491 4,346

金額(百 万円) 3,601 9,270、 11,595 17,062 32196 40ρ23 35,495 } 52,688 73ユ72

出所:通 産省(44年 度～50年 度)

電子協(51年 度～52年 度)

表2-7ミ ニ コンピュータ用途別納入状況お よび使用状況の推移

(単 位:台 数)

年 度

用 途

43年 度

以 前
44年 度 45年 度 46年 度 47年 度 48年 度 49年 度 50年 度 累 計

事務用(一 般 データ処理) 11 160 334 157 346 358 496 258 2,120

研 究 11 58 152 221 208 417 168 220 1,455

技 術 設 計 4 15 ユ03 181 279 106 138 826

教 育(含CAI) 19 45 91 105 108 87 73 528

通信 情報 ネッ トワー ク制 御 30 42 49 81 ▲29 378 382 1,091

交 通,管 御 7 4 14 14 87 93 72 291

周 辺 機 器 制 御 2 8 19 35 11 95 50 68 288

医 療 用 9 10 20 35 78 134 110 109 505

プ ロ セ ス 制 御 6 1 26 24 23 56 158 122 416

生 産 ラ イ ン 管 理 33 10 72 110 37 191 164 157 774

計 測 分 析 95 90 183 208 239 520 423 232 1,990

そ の 他 機 械 制 御 16 40 72 92 230 291 257 998

そ の 他 シ ス テ ム 制 御 1 3 9 65 93 155 342 489 1,157

そ の 他 7 17 21 19 18 54 42 178

不 明 4 30 67 90 359 245 301 347 1,443

合 計 172 453 1,045 1,295 1,886 3,022 3,221 2,966 14,060

(出 所:通 産省)
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えれば約8,000台 と推定 され る。

工業用 コンピュータの用途は、'生産工場 内でのデータ収集、処理 モニ タリングが トップ

(35%)で 、 生産管理(12.5%)、 計測器 ・分析器の計算制御(12%)、 ダ イレク ト・

ディ ジタルコン トロール(DDC)、 ス ーパパイザ リィ ・プロセス ・コン トロールの最適化制

御(9.2%)、 シーケンス制御(3.3%)の 順 となっている。

生産工場の24時 間 フル操業に耐 え、 かつ安全機能 と高信頼性 をもつ工業用 コンピュー タは、

プラン トの安全運転や生産性向上に必要不可欠 となっている。

(2)工 業用 コン ピュータ ・メーカ

工業用(制 御用)コ ンピュータは、 ミニコンピュータの性 能規模に プ・セス用人出力装置 を

装備 し、電 機 メー カ、 工業 計測 機 器 メー カに よって応用別のシステム構成がま とめ られるな

ど、 それぞれ独 自ブラン ドの ノウ・ハゥをもち市場 を形成 しており、 日立、東芝、三菱電機、

富士通、 日本電気、沖電気、横河電機、北辰電機、富士電機、島津製作所、山武ハネ ゥェルな

どの メーカがそれぞれ 自社の専門分野の特徴 を生 か し、特 殊 な工業用 コンピュータシステムを

供給 している。

外国機の メー カは、IBMを は じめDEC、NOVAHP、 ハ ネゥェル等が 存在するが、い

ずれ も専用 コンピュータ(本 体)を 供給す るのみで、 プ ロセス周辺機器 を含めた システ ム提供

は なされていない。 この分野は、 ユーザ企業 との歴史的背景 も関連 しているので、現在は国産

メーカを中心に市場を形成 している。

表2-8工 業用 コンピュータの納入状況

年 度 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51

年次別(台 数)

累 計(台 数)

対前年伸び率㈲

3

3

13

16

533

21

37

231

35

72

195

52

124

172

46

170

137

64

234

138

97

331

145

145

476

144

250

726

153

460

1,186

163

731

1,917

162

1,267

3,184

166

L898

5,082

160

1,496

6,578

129

1,518

8,096

123

2,340

10436

129

(出 所:電 子協)

与

'

2.1.6 、マ イク ロコンピュータ

(1)マ イ クロコンビ=一 夕産業 の動向

マイクロコンピュータは、1971年(昭 和46年)に 米国の インテル社 よb発 表 され て以

来、7年 間に急激 な成長 を遂げた。 マイクロコンピュータ産業は、半導体技術の急速 な発展に

よる もの であb、 その中核を成 しているのがLSI技 術 の著しい進歩である。マイクロプロセッサ

の販売額 は、毎年2倍 の割合で延びてk・り、 昭和53年 度 には、 マイク・プロセッサおよびメ

モ リを合わせ て800～900億 円 に達する と思われ る。

マ イクロコンピュータ産業の基盤をな してい るのは、LSI産 業 で あるが、わが国において
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LSIを 製造 しているメーカは9社 である。 しか しこれ らのLSIを 購入 し、 マイク ロコンピ

ュータシステムや、 マイク・コンピュータ応用製品 を製造 しているメーカは数 百 社 に のぼ っ

てお り、今後 も確実に増加 してい くと思われ る。 また、 マイクロコンピュー タは低価格、高信

頼性、汎用性に よって家電民生用製品に大量に応用 され、知能 を持 った モジュールとして、組

込 まれた形 で使われており、その応用 はますます多様化 してい くと思われる。

現在 マイクロ』ンピュ一夕は、8ピ ットの ものが中心であるが、将来 は16ビ ッ:トや32ピ ッ

トの ものが主流に なり、集積回路技 術の進歩 とともに飛躍的 な進展が予測 され る。

② マイクロコシ ピ二一タの出荷状況
■

電子協が調査 したマイクロプロセ ッサおよび関連LSIの 国産 メーカの出荷状況 お よび輸入

状況は、表2-9の とお りである。

また、図2-4は 、 国内チップメーカ9社 の マイク ロプロセッサお よび関連LSIの 年 度別

販売金額 である。

表2-9マ イクロコンピュータの国内需要 と輸入比率

■.

供

給

者

国

内

市

場

国産メーカ(国 内出荷+輸 出)

マイク ロプロセッサK個

海外 メー カ(輸 入)

マ イク ロ プ ロセ ッ サK個

昭51 52 53 昭51 52 53

ビッ トス ラ イス 一 一 一
1
ビ ッ トス ライ ス 1 5

.
30

4ビ ッ ト 1,370 3,473 10,071 4ピ ッ ト 764 1,837 5,750

8ビ ッ ト 65.35 439.2 813 8ビ ッ ト 80 640 1,100

12-16ピ ッ ト 14.7 52.05 227 12-16ピ ッ ト 5 18 120

計 1,450.05 3,964.25 11,111 計 850 2,500 7,000

M¥ M¥一

1
昭51 52 53 昭51 52 53

マイクロプロセッサ 2,397.8 5,072 10,200

.

マイクロプロセッサ 1,900 3,500 7,200

1/0用LSI 1,539 3,746 7,125 1/0用LSI 890 1,990 3,500

マイ コン用 メモリ 17,730.7 29,029 51,153 マイコン用 メモリ 7,560 9,478 13,297

21,667.5 38,747 68,487計 言† 10β50 14,968 23,997

M¥
マイクロコ ン

関操LSI国 内需 要M¥

昭51 52 531 昭51 52 53

マイコンプ・セッサ 2,317.8 4,511 ・.4831 マイクロプロセッサ 4217.8 8,000 15,683

1/0用LSI 1,104 2,146 ・.・241 1/O用LSI 1,994 4,136 7,524

マ イコン用 メモリ 13,832.7 21,142 32,060 マイ コン用 メモ リ 21,392.7 30,620 45,357

計 17,254.5 27,799 ・4.5671 計 27,604.5 42,767 68,564

1輸 入 比 率 37.5 35 35

(出 所:電 子協調査報告)
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金

額

(

億

.円

)

700

35.bLv-一

ろ33
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2.1.7周 辺端末装置

(1)周 辺 端末装置の出荷状況

情報処理 の高度化、多様化に伴 い、 マン ・マシン ・インターフェイス としての周辺端末装置

は、質的に も量的 に もますます重要性が増 してきている。

電子協が とりま とめた周辺端末装置関係 メーカの出荷状 況調査は、表2-10の とお りであ

るo

昭和52年 度 における周辺端末装置の総 出荷 は、256,079台 、4,925億 円 で、 その 内

訳は次のとおりである。

① 周辺装置

周辺装置は、大 きく補助記憶装置 と入 出力装置 とに分け られ、入出力装置のなかで今後とも

急成長が期待 される もの として、認識装置(OCR、OMR)、 表示装置(CRTデ ィス プ

レイ、 ハー ドコピー)お よび漢字入出力装置が あげ られ る。

② 端末装置

端末装置 は、 一般端末装置 と専用端末装置 に分けることが できる。

一般端末装置(汎 用 ・複合端末)は
、特定の アプ リケーションを意識せ ず設計 された もの

であb、 毎年80億 円程度の着実 な増加 を示 し、今後 ともデータ通信 シス テムの展開に伴 い

比重が高 まることが予測 され ている。

専用 端末装置 は、全端末装置の70%を 占め ているが、その大部分が金融用端末装置(専

用端末 中58%)で あb、 残be2POS(8.4%)、 生 産管理(5.7%)、 交 通(4 ,1%)、

・医療(2 .9%)等 各 種端末装置 の順に なっているが、今後は、POS、 医療、交通等の専用

端末装置に高い伸びが期待 され る。
'

③ オフ ライン装置

オフライン装置の うち、 デー タ作成装置 は、全体 の出荷規模 は160億 円 前後 で横ば いの

状況 であるが、 この うちキーツーデ ィスクの伸びが期待できる。 また、媒体変換装置ではキ

ーソープリンタの伸びがみ られる
。

④ 伝送用装置

伝送用装置 は、モデムと音響 カブラに分け られる。 モデムは計算 システムのオ ンライン化

のす う勢に沿って平均25%の 増 大が予測 され、今後 とも有望で ある
。 音響 カブラの利用は、

TSS分 野 において今後 とも期待で き、昭和52年 度は急増 している。

(2)'周 辺 端末装置 ・メーカ

コンピュータシステムに 占める周辺端末装置の構成比は逐次拡大 してお り
、現在、周辺端末

装置 メー カは、100社 を超え るともいわれ ている。

周辺端末装置の発達は、す なわ ちマン ・マシン ・コ ミュニ ケー ションの発展 にほか ならない。

将来は、機能分散化、ネ ッ トワーク化の展開に伴 い多種多様 な周辺端末装置 が開発 される もの

と予測 される。 ユーザの多様化、大規模 化に伴 い、 ファイル装置の大容量 化、お よび入出力装

一15一



表2-10 わが国VCtoけ る周辺端末装置 の出荷状況(昭 和53年3月 現在)

(単 位:金 額=百 万 円)

48年 度 49年 度 50年 度 51年 度 52年 度

装 置 名 機 種 名
台 数 金 額 台 数 金 額 台 数 金 額 台 数 金 額 台 数 金 額

、磁 気 ド ラ ム 装 置 1、0,141 12,584 5,646 71201 2,908 10,390 1,720 11,858 LO33 6212

磁 気 デ ィ ス ク 1,836 2,377 2,441 9,519 2,339 6,972 3,878
■

10,913 2,897 7,919

磁 気 パ ッ ク 7,206 38,946 4,246 21,589 10,257 43,065 12,423 89,833
,

15,361 82,499

フ ロ ジ ピ ィデ ィス ク 0 q 313
'88

、
4,797 1,836 27,547 17,068 34,534 13β58

記憶装置 磁 気 テ ー プ' 8,494 42,477 3,855 25,963 7,095 45,141 7,858 51,556 8,563 49,076

磁 気 カ セ ッ ト 34,831 2,726 41,742 5,247 7,497 3,090 31,238 5,605 30,026 3,334

磁 気 カ ー ド 176 973 0 0 33 106 4,840 161 618 613

そ の 他 0 0 130 236 13,651 31064 34,305 4,961 298 1,566

小 計
62,684 100,083 58,373 69,843

(69,8)

48,577 113,664

(162、7)

123,809 191,955
(169;9)

93,330 164,577

(85.7)

イ ン パ ク ト ・シ リァ

ルフ'リ ン タ
22,110 17,816 16,093 14,011 25,965 21,710 31,132 26,313 36,487 26,250

ノ ン イ ンパ ク ト ・シ
611 674 939 717 41 126 249 241 467 679

リア ル プ リン タ

印刷装置
イ'ンパ ク ト ・ ライ ン

プ リン タ
5.18.4 30,007 2,748 18,625 6,401 28,406 8,274 46,983 7,713 、47,875

.一

ノ ン イ ンパ ク ト ・フ
16 440 27 1,038 33 804 38 968 43 792

イ ン プ リ ン タ

そ の 他 (201.711) (1.588)

小 計 27,921 48,937 19,807 34,391

口 α3)

32,440 51,046

い48、4)

39,693 74,505

(146.0)

44,710 75,596
(10L5)

作図装置 フ'ロ ッ タ 607 1,454 63 182 473 L154 346 902 274 558

紙 カ ー ド 3,786 6,287 998 2,892 2,978 7,504 8,891 9,053 31095 9,526

読み取り 紙 テ ー プ 11,762 7,807 8,402 4,418 7,764 5,656 10,454 6,859 8,163 5,167

せ ん 孔
装 置 そ の 他 2,785 189

小 計
15,548 14,094 9,400 7,310

(5L8)

10,742 13,160

U80.0)

22;130 16,101

(129,2)

11,258 14,693

(91.3)

MICR 2 20 0 0 0 0 52 234 42 465

OCR 88 1,671 .254 2,934 395 4,781 460 4,819 1,985 9,058

認識装置 OMR 994 1,939 1,060 1,372 993 2,291 1,136 2,115 1,447 3,519

'

そ の 他 5 33

小 計
1,084 31630 1,314 41306

(118.6)

1,388 7,072

(164.2)

1,653 7,201

(101.8)

3,474 13,042

(181.1)

CRT 4,590 3,040 3,297 5,787 3,813 9,582 6,240 12,902 9,736 18,045

ハ ー ド コ ピ ー 179 359 1β15 2,524 455 805 444 705 668 1,329

表示装置
そ の 他 15 42 284 567 252 1,095 496 511 1,194 L358

小 計
4,784 3,441 5,396 9,878

(287.2)

4,520 11,482
(116.2)

7,180 14,ll8

(123.0)

ll,598 20,732
(146.8)

図形入力
タブ レットディジタイザ ー 75 325 0 0 26 212 8 188 6 129

装 置 そ の 他 5 20

COM(CIM) 8 383 5 191 15 430 11 373 7 274

写 植 機 6 181 1 120 7 469 3 78 3 52'0

その他の 音 声 合 成 装 置 0
「

0 0 0 1 1 0 0 0 0

入 出 力
.

装 置 AD・DAコ ンバ ータ 191 804 392 1,684 364 2,▲85 348
「

521 131 236

漢 字 入 力 装 置 519 789 532 878 890 1,329 356 974 321 3,128

724 2,157 930 2,873 1277 4,414 718 1,946 462 4,158

小 計 (133.2) (153.6) (47.4) (213.7)
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(単 位1金 額=百 万円)

装 置 名
.
機 種 名

48年 度 49年 度 50年 度 51年 度 52年 度

台 数 金 額 台 数 金 額 台 数 金 額 台 数 金 額 台 数 金 額

リモートバ ッチタ ーミナル 154 1,063 266 1,534 147 1,815 446 3,256 341 4,336

複合端末

イ ン テ リジ ェ ン トタ
ー ミナ ル 218 1,349 731 7,124 1,535 6,742 3,821 15,791 5,607 24,208

装 置 そ の 他 483 838

小 計 372 2,412 997 8,658 1,682 8,557 4,750 19,885 5,948 28,544

(359.0) (98.8) (222.6) (143.5)
.

ポイント・オブ・セールス 21903 2,991 3,642 4,572 L816 4,342

医 療

教 育

金 融 業

299

17,851

639

59,948

629

-

20,050

1,283

-

78,395

774

0

19,693

2,287

0

85,736

宿泊その他サービス業 174 237 118 228

専用端末
装 置 交 通 管 制 745 ll725 940 1,894 1,381 2,738

物 流 管 理 442 L322 764 1,242

生 産 管 理 2,055 3,155 1,312 2,477

そ の 他 7,282 11,183 2,766 13,021 2,904 9,100

18,888 42,140 9,888 30,896 29,080 76,486 30,698 103β79 28,762 108,150小 計
(73.3) (247.6) (135.8) (104.1)

汎用端末 9,043 11,653 2,496 8,325 14,381 2L551 3,700 19,504 5,155 18,091

装 置 (7L4) (258,9) (90.5) (92.8)

その他の 4,380 3,870 1,633 5,026 2,521 6,237 315 3,304 139 612

端末装置 い3L2) (122,9) (53.0) (18.5)

カ ー ド パ ン チ 3,290 2,716 1,523 2,567 802 841 4,359 7,060 1,248 1,969

カ ー ドベ リフ ァ イ ア 3,327 4,208 1,374 L815 399 489 314 316 403 482

テ ー プ パ ン チ 8,819 7,547 7,117 5,336 4,214 4,433 4,132 4,336 5,116 4,439

テ ー プ'ベ リフ ァ イ ア 103 812 0 0 0 0 0 0 5 5

デ ー タ
キ ー ソ ー テ ー プ 781 2,277 478 1,375 0 0 869 1,432 178 253

作成装置 キ ー ツ ー カ セ ッ ト 644 1,193 366 701 163 330 495 1,113 219 380

キ ー ツ ー デ ィ ス ク 187 2,910 174 4,290 244 2,621 410 7,530 438 5,852

そ の 他 124 162 2,497 3,626 544 1,124 1,661 3,232

17,151 21,663 ll,156 16,246 8,319 12,340 11,123 22,911 9,268 16,612

小 計 (75.0) (80.0) い85,7) (72.5)

テ ー プ ツー プ リ ン タ 14 112 0 0 0 0 25 707 3'5 1,270

OCRツ ー プ リンタ 8 70 0 0 0 0 1 30 40 600

媒体変換
カ セ ッ トツ ーテ ー プ 45 294 21 90 19 62 2 7 16 23

装 置 そ の 他 481 732 355 505 131 293 157 400 12 10

548 1208 376 595 150 355 185 1,144 103 1,903

小 計 (49,3) (59.7) (322.2) (166.3)

モ デ ム 16,162 4,461 14,356 3,780 21,562 6,519 27,472 9,366 38,013 11,913

音 響 カ ブ ラ 37 4 474 163 2,148 195 1,255 179 1,231 LO23

伝 送 用
装 置 そ ● の 他 3,625 4,809 4,072 3,915 791 7,938 1,292 8,297 2,064 10,999

19,829 9,274 18,902 7,858 24,501 14,652 30,019 17,842 41,308 23,935小 計
(84,7) (193.9) (121.8) (134.1)

そ の 他 1,588 4,910 1,657 356 284 1,164

周 ・端 出荷 総 合計 183,633 266,341 140,731 206,387 181,665 347,292 278,049 495,761 256,079 492,496

(77,5) い68.3) (142.8) (99.3)

(注)()内 は対前年度比を示す (出 所:電 子 協 「電子工業 月報 」)
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置の高速化 とマン ・マシン ・インターフ ェイスの改善 などが積極的に なり、 とくにわが国特有

の漢子入出力装置 をは じめとす る漢字処理 システムの体系確立や事務省 力化 としてOCR、

OMRの 認 識装置 と会話形用の ディス プレイの低価格化が促進 されるで あろ う。

また、分散処理 においては、端末装置の インテ リジェン ト化、専用化 は必然的で あり、 マイ

ク・コンピュータを中心 とする半導体技術 をベースに、端末装置 は各種 システムの固有業務に

応 ずるよう特 化され ている。高能率で操作、保守性のす ぐれた端末装置 は、通信回線 を介 して

より広域に、即応的に情報処理が可能 となる ものであり、 これ らのニ ーズは情報化社会を向上

させるためには不可欠 な要素 となっている。

2.2コ ン ピ ュ ー タ お よ び 関 連 機 器 産 業 の 動 向

{1)電 子工業 の生産 ・輸出入状況

わが国の電子工業は、一般経済情勢が停滞気味に ある中で、 昭和52年 の総生産額 は60,459

億 円 を記録 し、初 めて6兆 円台を突破 した。(表2-11)

この うち、 コンピュータ関連装置 は、7,192億 円 で電子工業全体の約12%を 占 めてts)1、

年 々増加の傾向を示 している。 とくに対前年比 の増加率が約16.2%と 期待通 りの伸長がみ られ、

この不況 下の中に あって も唯一の成長産業 であるこ とを裏付け ている。

一方
、電子工業の輸出は、2兆6,275億 円 で、対前年比08減 となった。その内訳 は、電子

部品に12%の 伸 びがみ られたほか は、民生用機器、産業用機器の いずれ も低調 となった。

輸入 は4,068億 円 で、対 前年比O.8%の 伸 びに とどまっているが、その内訳 は産業用電子機

器が14%の 伸 びを示 しているほか、民生用機器、電子部品はいずれ も低調 となった。(表2－

f

12)

表2-11電 子 工業の生産実積

52年1月 ～12月 51年1月 ～12月 対前年比

伸 び 率

㈲
金 額
(百 万円)

構 成 比
(吻
金 額
(百万円)

構 成 比
(%

電 子 工 業 総 生 産 額 6,045,890 100.0 5,823,956 100.0 3.8

民生 用機 器

産業 用 機器

通信機器 ・無線応用装置

電 子 応 用 装 置

鷹 子計算関連装置)

電 気 計 測 器

事 務 用 機 器

2,127,805

2,143,808

(756,660)

(1,010,912)

(719,217)

(203375)

(172,861)

35.2

35.5

(12.5)

(16.7)

(11.9)

(3.4)

(2.9)

2,183,761

1β97,738

(708,655)

(805,776)

(618897)

(178,196)

(205.111)

37.5

32.6

(12.2)

(13.8)

(106)

(3.1)

(3.5)

△2.6

13.0

6.8

25.5

16.2

14.1

△15.6

電 子 機 器 小 計 4,271,613 70.7 4,081,499 70.1 4.7

電 子 部 品 小 計 1,774,277 29.3 1,742,457 29.9 1.8

(出 所:通 産省「機械工業統計 」)
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表2-12電 子 工業の輸 出入(昭 和52年1～12月)

(単 位:億 円)

輸 出 輸 入

金 額 構成比㈲ 金 額 構成比㈲

電 子 機 器 19,254 73.3 2,652 65.2

民 生 用

産 業 用

13,741

5,513

52.3

2r7

271

2,381

6.7

58.5

電 子 部 品 7,021 26.7 L416 34.8

計 26,275 10α0 4,068 10α0

(出所 大蔵省「通関統計 」)

(2)コ ン ピュータの生産 ・輸出入状況

① 生産状況

昭和52年 におけ るコンピュータお よび関連装置 の生産実績は7,192億 円 となb、 この う

ちデ ィジタルコンピュータが6,585億 円(全 体の92%)を 占めている。 このディジタルコ

ンピュータの内訳は、表2-13の とteb、 中央処理装置(本 体)が2,945億 円(44 ,7%)、

周辺端末装置3,640億 円(55.3%)で 、 最近のオ ンライン処理や分散処理の進展 に より、

周辺端末装置の比重が増 している傾向が示 されている。

コン ピュータ産業は、昭和50年 に は他の産業 とともに経済不況に よる大 きな影響を受け て

低調 となったが、昭和51年 以 降は回復がみ られ、従来 どteり の成長産業 として著 しい伸びが

不 されている。(図2-5)

② 輸 出入状況

コンビュタの輸出入状況 は、表2-14お よび表2-15の とおりで ある。

わが国におけ るコンピュータの輸出入 は、外 資系企業に よる ものが多 く、その多国籍企業 と

しての戦略に より大 きく左右され る。

一19一



表2-13電 子 計算機お よび関連装置の生産 内訳

年 昭和52年1月 ～12月 昭 和51年1月 ～12月 対 前 年

数 量 金 額 構成比 数 量 金 額 鰍 同 期 比

内 訳 (台) (百 万 円) ㈲ (台) (百 万円) ㈲ ㈲

合 計 一 719,217 1000 「 618,897 100.0 116.2

アナ・ク形 電子計算機 176 425 α1 142 433 α1 98.2

デジタノ彬 電子計算機 一 658,530 91.6 一 574,829 92.9 114.6

計算機本体 8,378 294,516 4α9 7,600 240,605 38.9 122.4

一般用 7,102 278,604 38.7 6,337 229,669 37.1 121.3

制御用 1,276 15,912 2.2 1,263 10,936 1.8 145.5

周辺装置 146,317 210,618 29.3 103,823 207,892 33.6 101.3

外部記憶装置 70,721 139,919 19.5 49,238 147,659 23.9 94.8

入出力装置 75,625 70,699 9.8 54,585 60,233 9.7 117.4

通信制御装置 912 12,093 1.7 508 8,825 1.4 137.0

端末装置 56,601 141,303 19.6 51,775 117,507 19.0 120.3

補 助 装 置 14,491 34,594 4.8 19,327 22,512 3.6 153.7

電子計算機応用装置 23,031 25,668 3.6 7,787 21,123 3.4 121.5

(出 所:通 産省「機械工業統計 」)

表2-14電 子計算機の輸出実績年別推移 (単 位:百 万円)

デ ィジタル本体 同周辺装置 小 計
電子計算機お
よび関連装置 合 計 対前年同期比

48年 6,062 5,728 ll,790 503 12,293 108%

49年 10,233 7,790 18,023 794 18,817 153

50年 11,089 9,629 20,717 834 21,552 ll5

51年 11,396 27,296 38,692 587 39,279 182

52年 1L993 28,008 40,001 999 41,003 104

(出 所:大 蔵省 「通関統計 」)

表2-15電 子計算機の輸入実績年別推移 (単 位:百 万円)

本 体 周辺装置 本体部品 周辺装置部品 合 計 対前年同期比

48年 32,469 49,564 25,461 107,494 121%

49年 48,609, 65,435 30,787 144,833 135

50年 45,504 51,870 33,285 130,660 90

51年 49,493 46,174 36,954 132,621 102

52年 54,491 54,755 37,225 146,471 110

(出 所:大 蔵省 「通関統計 」)
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(2)国 内市場

わが国では、 海外 の多国籍企業 に対抗す るため、国産 メーカは通産省の強力 な指導の もとに技

術開発に力 を注 ぎ、新機種 シ リーズの開発、販売活動に より、 国内の過半 数の シェアを堅持 して

いる。(図2-8)

しか し、 コンピュータの うち大型機(買 取金額:2'5,000万 円以上)に つ いては、外国機が

51.2%と 優 位 を保 っている状況 にある。 中型機、小型機については、国産機が強い分野 である

が、最近は、アメ リカ企業の ビッグ6社 をは じめ、西 ヨーロッパの大手 メーカが続 々とわが国市

場への攻勢 をかけ ており、国産 メーカとの競合が一段 と激 しくなることが予測 され る。(図2-

7)

この ような情勢か ら、わが国の コンピュータ市場 を国産優位 に確保す るには、民族産業 の自立

と定着 とい う基本的課題の達成が 目標 である。

わが国においては、今後 ともコンピュータ リゼーションの進展 は著 しく、 コンピュータお よび

関連機器の需要 は一層拡大する もの と考え られ るので、年率10%以 上 の伸長 は十分見込まれ る

と考え られ る。

表2-16汎 用 コンピュータの世界設置 べース ー 利用台数 とGNP・ 人 ロー

人 口 GNP CPU CPU 人 口100 CPU設

国 名 (1976年
(1976年

単 位10
設置台数

設置金額

(100

占有率
㈲
万人当た
りのCP

置金額対

中期) 億 ドル) (1976年) 万 ドル) u台 数 GNP比

ア メ リ カ 215 1,691 61,126 37,287 45.3 284 2.2

日 本 112 550 19,319 8,331 1α0 172 L5

カ ナ ダ 23 92 3,372 2,301 2.7 145 1.2

西 ド イ ツ 62 452 10,660 6,527 7.9 173 1.4

イ ギ リ ス 56 217 8,543 4,794 5.8 153 2.2

フ ラ ン ス 53 346 9,186 4,768 5.8 173 1.4

イ タ リ ア 56 163 4,491 2,119 2.6 80 L3

ベ ル ギ ー/オ ラ ン ダ 24 155 3,575 1,988 2.4 152 1.3

ス カンジナ ビア諸国 22 170 2,744 1,869 2.3 124 1.1

ス イ ス 6 60 1,723 1,144 L4 271 1.9

ス ペ イ ン 36 103 1,613 800 1.0 45 α8

そ の他 西 欧諸 国 30 92 1,198 656 α8 39 0.7

西 欧 諸 国 小 計 345 1,758 43,733 24,665 3α0 127 1.4

中 南 米 309* 30工** 3,237 1,396 1.7 10* α5**

ア フ リカ 中 東 部 516* 322** 1,837 901 1.1 4* α3**

東 南ア ジア ・オセアニア 1,114* 250** 1,549 729 0.9 1* α3**

オ ー ス ト ラ リ ア 14 92 1,874 985 1.2 137 1.1

ソ 連 255* 787** 11,482 3,979 4.8 45* 0.5**

その他東欧ブ ロック 127* 326** 3,817 1,515 1.8 30* 0.5**

東 欧 圏 小 計 382* 1,113** 15,299 5,494 6.7 40* 05**

総 計 3,030 6,169 151,346 82,189 50 1.3

(注)*1975年 中期の人 口

(出 所:IDC社1977年)

**1975年GNP
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図2-5汎 用 コン ピュータお よび関連機器の生産実績推移

2.3わ が 国 コ ン ピ ュ ー タ 産 業 の 世 界 的 位 置 付 け

(1)世 界 市場

1977年(昭 和52年)の 米国IDC資 料に よる と、1976年 の 世界におけるコンピュータの

設置台数 は、 約15万 台(汎 用 コンピュータのみ)と 推定され、米 国が第1位 で約6万1千 台、

わが国は第2位 で1万9千 台、第3位 西 ドイツ ・1万 台、第4位 フランスCg千 台 ・第5位 イギ

リス ・8千5百 台 の順 となってい る。 この ような状況か ら、世界の コンピュー タ市場における シ

ェアは、米国が45.4%、 西 欧諸国が30%、 日本が10.1%と 、3極 に集中 していることがわ

かる。 しか し、情報化の進麟 準 となるべ き・ンピ・一夕設置金額の対GNP比 率や・人 口当た

bの 設置 台数か ら推察する と、わが国は、必ず しも世界第2位 の コンピュータ保有国 として、そ

の位置づけ を十分満足で きる ような順位 でない ことも明 らかである。(表2-16、 図2-6)

一方、 コンピュータ産業 は、世界市場の約80%以 上 を米国系企業が独占(IBM58.4%、

そ の他 メーカ5社24.4%)し てお り、 わが国は5.6%(コ ン ピュータメー カ6社)、 西欧は

6、O%(ICL、CII、 シーメンス等)と なっている。 アメ リカ企業のほ とん どは、多国籍企

業であり、,.コン ピュータの戦略的要素 である価格競争力、資金力、技術力、収 益力等で圧倒的優

位にある。

一方、西欧の コンピュ ータ主要国 であるイギ リス、西 ドイツ、 フランスでは、それぞれ国策的

に コンビュタ産業の育成に懸命に努力 し、技術開発 や情報処理分野の開拓に力 を注いでいる。
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'冷'
,9%
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合計300%

設置 金額

(出 所:

:総 額82r億&900万 ドル

IDC調 べ(1976年))

動

ア
メ
リ
カ
外
設
置
額

"口

ざ
他の 未来 メー

(10.8S)

IBMシ ェア

(266噺31β%⇒&4%

(8z8%)

(1976年12月 末現在)

《

劣

2

橿
(45.4%)

(資料:tDC調 査)

図2-6国 別汎用電子計算機の市場 図2-7世 界 の メ ー カ別 コ ン ピ ュ ー タ 設 置 状 況

大 型 国産機(48.8) 外 国機(512)

、

中 型 (7L9) (28.1)

、

＼

小 型

!
/

超小型

合 計

1

(58.4) (41.6)

'

(57.5)

(カ ッコ内%、 昭和52年3月 現在)

図2-8実 働 金額 シェア

2.4わ が 国 コ ン ピ ュ ー タ 産 業 の 特 徴

コンピュータ産業 は、わが国の情報化 を支える重要産業 であるのみ ならず、今後 の産業構造高 度

化の中核 を担 う戦略産業 と して位置 づけ られている。

す なわち、第1に 、 コンピュータ産業 はそれ 自体省資源、無公害、高付加価値型産業 の典型であ

b、 今後わが国が知識集約的産業構造に移行 してい く際の代表的戦略産業である。第2に 、 コン ピ

ュータ産業 は技 術波及効果が高 く、かつ技術先端産業 としての性格 をもち、 この開発技術 は単 に電
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子工業のみな らず、 あ らゆる産業分野に広 く及ぶ ものである。第3に 、 コンピュータ産業 は代表的

成長産業 であb、 今後 とも著 しい成長が期待 される。第4に 、機能的には コンピュータ産業は国の

頭脳 と神経系統を形成す る産業 である。

このため、従来 より通産省が適切 な行政指導の もとに国産 メーカに対す る技術開発の促進、産業

の基盤強化、振興等について、積極的施策 をはか っている。

コンピュータ産業の特徴 は、技術革新のテンポが速 く、おおむね5～6年 ごとに次世代機 ＼の移

行による大幅 な改革が み られるが、 この先端技術への指向に対 して絶 えざる研究開発 と膨大な先行

投資が必要 となっている。

一方
、 コンピュータ産業の市場形態 は、世界市場の約8割 をアメ リカ企業が支配 し、 しかも巨人

IBM社 が1社 で約6割 を占有す る典 型的 なガ リバー型寡 占産業 であb、 わが国の コンピュータメ

ーカ6社 をあわせ ても、そのシ ェアは5.6%を 占めるにす ぎない。

とくに、 コンピュータの販売形式がIBM社 の豊富 な資金に よる レンタノレ制 度を採用 しているた

め、国産 コンビュ タメー カにとっては、 この販売戦略に対 しても膨大 な資金の確保 が必要 となって

い るo

一24一



3.コ ン ピ ュー タ産 業 の 政 策 課 題

5.1政 策 課 題

(1)コ ン ピ ュータ産業の特異性'

コ ンピュータ産業の特徴、あるいは重要性に つい ては前章に記述 した とお りであるが .情 報化

の進展 は、社会、経済の高度化に不可欠で あり、情報化の中核 となるコンピュータが外国機に よ

り充足される ことは、社会、経済の進展 を外国企業に依存することとなる。 この ような観点か ら、

先進国 としての高度化 をはかるためには、 国産 コンピュータの振興 は必然性 を もつ ものである。

わが国政府においては、昭和20年 代 後半 か ら、すでに コン ピュータの重要性 と将来性 を見通 し、

ハー ドウェアの試作、開発、企業化に対 する技 術振興措置は もちろん、その普及促 進のための資

金確保、利用高 度化対策 などを着実に積 み重ね、 国産 メーカの真剣 な企業努力 とあいまって、漸

く産業 としての基盤固 めが醸成 されつつある。現在 では、 わが 国は米国に次 ぐコン ピュ ータ保 有

国 となっており、かつ、米国 を除 き、 その過半数が国産機で占め られている唯一の国 となってい

るo

しか しなが ら、 コンピュータ産業 は、技術集約度が高 く、巨大な資金調達力 を要 するため市場

への参入障壁 は極 めて高 い
。 このため世界市場の約60%を 巨 人1BMが 占 め、かっ、米国系 メ

ーカで世界市場のgo%近 くを占めるといわれ ているように典型的 な寡 占体制が確立 してteb
、

この中で国産メーカは世界市場の約5%程 度 を占めているにす ぎない
。 したが って、 わが国企業

と米国企業 との間には、依然 として技 術開発力、 資金調達力、市場開拓力 などの点で大 きな格 差

が存在 している。

(2)政 策 課題

この ようなコンピュータ業 界の特異性に対応す るために は
、 つぎの ような政策課題 が ある。

① 技術開発の促進

② 経営体質の強化

③ 国際的展開

④ 海外情報化協力

この ような課題 をもった業 界に対 し、通産省に おいては、早 くか ら施策 として種 々の振興措置

が はか られた。 その概要 は表3-1の とおりで、業 界は、この施策に対応 して、46年7月 の50

%の 資本 自由化時期決定 を契機 と して、 同年10月 か ら11月 にかけ てグループ化にふみだ し、

国産メーカ6社 は3グ ループに集約化 され、政府 も表3-1に み られ るように、電算 機等開発促

進費補助金制度を47年 度 よb発 足させ るなど国産 メーカの体質強化 を図 ってきた。

コン ピュータ産業 については、50年12月 に資本 ・輸入 とも完全 自由化が行われ、51年4

月には情報処理産業にっいても100%資 本 の自由化が行われたが、政府の助成 の成果 として表
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表3-1過 去5年 間におけ る主要施策 と予算規模

(単 位:億 円)

ー

N
O

ー

ー

ド

ウ

ェ

ア

の

振

興

1

2

3

4

5

6

7

8

9

電子計算機等開発促進費補助金

商工会議所等へのレンタノレバック機の導入補助金

日本電子計算機(株)に 対する開銀融資

電算機買戻損失準備金制度

構造改革のための開銀融資

機電法に基づく開銀融資

オンライン化促進等のための開銀融資

情報処理振興税制

次世代電子計算機用超LSI開 発促進補助金

49(年 度)

196.5

7.0

225,0

85.0

50(年 度)

145.8

9,0

460.0

85,0

51(年 度)

114.3

6、0

470.0

85.0

35.0

52(年 度)

0.9

520.0の うち

85.0

86.4

53(年 度)

560.0の うち

560.0の う ち

100.0

100.5

ソ

フ

ト

ウ

ェ

ア

の

振

興

1.情 報処理産業振興対策費補助金

2.情 報処理 振興事業協会への補助金

3,情 報処理振興金融措置(金 融債引受)

4.ソ フ トウェア開発のための開銀融資

5.プ ログラム保証準備 金制度

6.ソ フ トウェア生産技 術開発計画

12.O

lO.0

90.0

12.0

13.2

120.0

12.3

130.0

5.0

12,0

110。0

8.5

11.7

80.0

560.0の う ち

11.1



l

N
↓

1

技

術

開

発

の
促

進

・

シ

ス
テ

ム
開

発

の

推

進

情

報

処

理

の

基

盤

整

備

1

2

3

4

5

6

7

8

9

1

2

3

4

5

6

7

8

パ ターン情報処理 シス テムの開発(大 型 プロジェク ト)

自動車総合管制技術の開発(大 型 プロジェク ト)

医療情報 システムの開発

生活映像情報 システ ムの開発

電子技術総合研究所等 の情報処理関係技術特別研究

電子技術海 外動向調査

貿易情報 システムの開発

シス テム化促進のための開銀融資

省 エネルギー都市機械 シス テムの開発

標準化の推進

情報処理技術者試験

フ'ログラム調査簿等

ソフトウェアの法的保護調査

情報処理サービス企業等台帳制度

情報処理実態調査

情報産業動向調査

電算機納入下取統計調査

49(年 度)

21.8

8,4

2.1

5.5

9,1

0,1

7

8

4

3

1

1

0

1

1

5

50(年 度)

33.7

20.1

3.1

8.0

10.0

18

44

5

1

1

15

5

51(度 度)

33.9

21.5

4.6

5.5

6.3

47

l

1

1

'01

5

(単 位

52(年 度)

29.2

4.7

4.4

4.4

6.1

52

1

1

1

17

5

:億 円)

53(年 度)

25,1

5.9

0.4

0.3

0.09

560.Oの う ち

(単 位:百 万円)

57

2

1

1

16

5



ー

N
oo

ー

情

報

処

理

の
基

盤

整

備

9.産 業 活動のシステム化調査

10.情 報 ネッ トワーク形成調査

11,情 報 化週間

12.業 種別 システム化調査

13,海 外 情報化協力 ビジョンの策定

14.ソ フ トウェア等 の安全対策の実施

15,情 報 処理技術教育研修 費の税額控除制度

16.情 報 化推進標準 モデ ル ・システム設計研究

17,シ ス テム監査士制度調査の作成

18.情 報 処理技術者問題 の総合調査

19。 電子計算機 システム安全対策促進のための貸付制度(中

小公庫)

20.情 報 化 白書

49(年 度)

2

2

1

50(年 度)

2

2

1

51(年 度)

2

1

2

(単 位:百 万円)

52(年 度)53(年 度)

2

1

2

2

1

2

3

1

0

5

5

2

0

2

52



3-2に み られ るように、49年 以 降国産 メーカに よって発表 された新機種 シ リーズの販売 など

に より、 わが国 コンピュータメーカは、 当面、外 資系 メー カに対抗出来る ところまで成長 してき

ているo

:しか し
、巨人IBMは1980年 代 前半には次世代機種(FS)を 発表す るといわれてtsb、

表3-1の よ うなハー ドウェアの振興、 ソフ トウェアの振興、技術開発の促進、 システム開発 な

らびに情報処理 の基盤整備 を核 とした施策すなわ ち政策課題 の着実なる解決が なお必要 とされる

ところである。'

最後に、昭和54年 度 の政策課題別施策項 目と予算(内 示額)を あげ る と、表3-3の とk・り

である。

表3-2国 産 コ ン ピュ ー タ新 シ リー ズ の 開 発 状 況

メ ー カ ー シ リー ズ 名 機 種 名
記 憶 容 量

(B=バ イ ト)
発表年月

FM-190 lM～16MB 49年11月

Hl80 ～8MB 49年11月

F180H 512KB～4MB 50年9月

富 士 通
Mシ リー ズ H170 ～4MB 50年5月

日 立
F160 256KB～2MB 50年5月

H160H ～2MB 50年9月

H150 ～1MB 52年1月

シ ス テ ム900 1M～16MB 51年4月

800 lM～8MB 5工 年4月

700 512K～4MB 49年11月

日 電 ACOS 600 384K～2MB 49年11月

東 芝 シ リーズ77 500 256K～1.8MB 50年6月

400 128K～740KB 49年5月

300 96K～512KB 49年5月

200 48K～224KB 49年5月

900 512K～4MB 51年3月

700H 256K～3MB 51年11月

三 菱 COSMO
700 64K～1MB 49年5月

沖 シ リー ズ

500 32K～256KB 50年5月

300 32K～192KB 50年7月
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表3-3課 題別施策項 目と予算

(54.1.10現 在)

(金 額 単 位:百 万 円)

54年 度

53年 度 備 考項 目
要 求 内 示

1一 般 会計
10,052 7,190 6ρ06 5年 間

・ 電子計餓 ∫超LSI醗

曄 本技術開発噺 規)
一 2300 [(霊:ii}

23500

〆OS20β00、

澗 端3500ノ

2.情 報処理振興事業協会(開 発関係) 2,170 2β99 2,580

1,058 1,195 1,058

{
プログラム開発

ソフ ト生産技術開発 1,112 1,704 1,522

3.生 活 映像情報 シス テム開発 39 39 34

4.ヘ ノ以 ケァ ・ネ ッ トワー ク ・シス テ ム 開 発 192 218 191

5.貿 易情報 システム開発 33 25 25

6.省 エネ ルギー都市機械 シス テム開発 9 11 9

7,農 業 総合情報 システム開発
一 25 0

8.大 型 プ ロ ジ ェ ク ト全 体 13,851 14,357 13β40

(1)パ タ ー ン情 報 処 理 シ ス テ ム 2,514 2,954 2β03

(2)自 動車総合管制 システム 585 211 103

(3)レ ー ザ応用複合生産 システ ム 384 2409 2274

(4)光 応 用計測制御 シス テム(新 規)
一 55 51

H財 投

(下 記の うち開銀の計) 58200 50,000

1、JECCへ の 貸付(開 銀) 56,000 (特 利) (5年 間 特

45,000 利605%)

2.電 子計算機産業構造改善(開 銀) 2ρ00

3。 情 報 シ ス テ ム 化 お よ び ソ フ ト ウ ェ ア 5,000

開発(開 銀)
開 銀6,000

4,電 子計算機 システム安全対策
中 公5,500 aoOO

5.情 報処理振興金融措置
3銀 行

9,000
7,000
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m税 制

国税関係

ソフトウェア取引に係る所得控除

(新規)

電子計算機買戻損失準備金

重要複合機械装置特別償却

産業転換投資促進税制(新 規)

汎用ソフトウェア開発準備金として新設

汎用プログラム(付 帯技術者サービスを含む)

の売上の5a%を 限度として無税積立、4年

据置、4年 均等取崩

2年 延長

高性能遠隔情報処理装置(記 憶容量IMB以 上の

本体 と周端)を 対象 として拡充

54、55年 度2年 間に限b以 下の制度を新設

特定不況産業に属する事業を営む法人および

緊急に構造改善を促進すべき業種等に属する事

業を営む中小企業者が、構造不況業種以外の業

種に属する事業分野へ設備投資を行った場合に、

当該設備投資の10%相 当額を税額から控除す

るo

地方税関係

電子計算機固定資産税軽減措置 廃 止

電子計算機システム安全対策設備に係 見送り

る固定資産税軽減措置(新 規)

5.2対 応 策 と 将 来 の 課 題

1980年 代 には、 わが国の産業 は、 今まで以上に国際的経済環境の もとでの企業経営 を前提 と

しなければな らない。 わが国のコンピュータ産業は、現在まだ成長期に あり、産業の定着、将来の

望 ま しい姿 を具体的にえがいて、それを今後の発展 の目標 として努力すべきであろ う。産業 の定着

とは必要 な継続投資 を行 い、拡大生産 をしなが ら、 リーゾナ プルな利益が計上される状態が業界の

大部分の企業に よって実現される ことである。そ して日本 の コン ピュータ産業 の望 ま しい姿は、つ

ぎの3条 件を満たす状況 といえ よう。

① 政府公共機関か らの需要に対 し、国産機が大部分の シェアを もつこと。

② 国内民間需要に対 し、少な くも過半数の シェアを確保 すること。'
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③ 国産 コンピュータの輸出が伸長 すること。

要するにわが国の コンピュータ産業が、技術的に も企業経営的に も、市場開拓 に も国際競争 力を

持つ ようにならなければ ならない とい うこ とである。

前項に述べた課題 についての詳細はつ ぎの とお りである。

(1)技 術開発の促進

コンピュータ産業は、技術革新の特に 目覚ま しい分野 であり、 アメリカ企業は豊富 な資金力を

背景 として研究開発に巨額 の投資を行 い、高 い技術力を有 している。 これに対 して、国産機 メー

カも売 上げの十数%に も相当する研究開発投資 を行 っているがこの投資水準 を継続するこ とが将

来に対応す るために必要 である。一方政府 として も重要産業であるコン ピュータ産業の育成、振

興の観点か ら、技術開発 を支援 してきているが、現在の ところ国産機のわが国におけ るシェアの

漸次拡大に見 られる ように、商品 レベ ルでの技術差は縮 少 してきているといえる。 今後 はハー ド

に比較 して、格差の大 きいソフ トの開発が急がれ るところである。

さ らに、1980年 代 には価格性能比 が一段 と向上 した次世代 コンピュータが主流 を占めると

見込 まれ る。 このため、 ハー ドウェア技術の中核 となる超LSIの 研 究開発が超 エル ・エス ・ア

イ技 術研究組 合を中心に進め られ てお り、政府 もこれ を積極的に助成 している。今後 は次世代 コ

ンピュ ータにおけるソフ トウェア技術の中核である新 い(オ ペ レーティング ・システムの開発に

一層の研究開発努力が求め られ るところであり、業界の企業努力は もちろん、 なお強力な政府施

策が望 まれる。

(2)経 営体質の強化

コン ピュータは、 レンタルとい う特異 な販売形態 をとってお り、 メーカに とって、販売資金の

確保が大 きな負担 となるため、販 売資金の調達に関 し、経営基盤が脆弱な国産機 メーカに対 し、

公的 資金の融資に よりこれ を助成 している。今後 は次世代機種の販売競争 を有利に展 開 してい く

ために メーカ ・サイ ドにおいて もなお一層の努力が必要 となろ う。

また、収益力、価格競争 力等の面で内外 メー カの規模の格差は大 きく、早期にスケールメ リッ

トを享受で きるような水準 にまで生産 を高める必要があ り、す でに導入 した コン ピュータを リブ

レスす るだけではな く、 ユーザのニーズ を十分汲みあげて、新規の需要 を開拓することに も努力

を払 う必要 がある。

(5)国 際 的展開

わが国 コンピュータ産業は、その自由化実施の試練 を経 て、最近 では輸出 も漸 く緒 についた と

ころである。輸 出の大半は、外資系企業 による ものであり・輸出産業 としては・まだ本格化 してい

ない状況に ある ものの、発展途上国の情報化の進展等に より、今後 さらに海外市場の拡 大が予想

され ることか ら、 コンピュータ産業の輸出産業 としての成長が期待 され るところ である。 また、
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国産機 メーカの海外への資本進出、欧州企業 との技術 ・販売提携 も活発化 しているが、本格的 に

海外進 出を図るためには、現地情報化協力の観点か ら解決すべ き課題 も多 く、長期的 な展望 の下

に積極的、かつ秩序 ある国際的展開 を図 ることが必要であろ う。

(4)海 外 情報化協力

コンピュータの導入に よる社会 ・経済の情報化の進展は、世界的潮流 で もあ り、諸外国 とも積

極的にコン ピュータの導入、推進 を図っているが、 とくに発展途 上国などにおけ る情報化推進に

協力するこ とは、 世界第2位 の コン ピュータ保 有国 として、 また技術先進国で もあるわが国の と

るべ き使命 ともいえる。 電子協では、昭和51年11月 に海外情報化協力 センター(CICC)

を独立機関 として設立 し、発展途上国への情報化促進等に対 して、支援協力 を行っているが、 こ

の事業の推進には政府お よび業界の積極的 な協力が必要である。
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4内 外 の 情 報 ニー ズ

4.1課 題 別 必 要 情 報

Φ コンピュータ業界の必要データ

コンピュータ産業の歴史的発展経緯 な らびに現状等については、前述の とおりであるが、何 と

いっても他産業 と大 きく異 なってい る点は、若 い産業 であり、現在でも急成長 を続けているとい

うことであろ う。

したがって、 これまでは国内市場だけでも相当大 きな市場 であったが、近い将来 には海外 に も

進 出 して市場 を国際的 に求める ことが必要 となって きている。

コンピュータ業界 としては、国内の生産 あるいは出荷、 設置 の推移、将来予測、 さらには海外

市場の動向等に関するデータが何 よ りも必要なデ ータ として考え られるべ きもの である。

業界の必要情報 としては、国内の生産、需要問題、海外各国別需給問題 などがあるが、これ らに

関 しては、5年 に1回 程度 「長期 展望作業 」を行い毎年見直す とい う作業 を実施 しているほか、

海外各国別動向について もコン ピュータマ ップ等 を作成 し、データの整備 を行 ってい る。

また、 これ ら作業の背景 となる各情報については、表4-1に 示す とk・りである。

② 内外のコンピュータ産業関係情報(一 般経済関係 を除 く)

コ ンピュータ産業は、知識集約型 システム産業 であ り、 また高度な技術 を必要 とする産業であ

る。

したがって、過去、現状の情報 は数 多 く収集 することができるが、将来予測、動 向等 に関 して

は、 あま り多 くないのが現状で ある。

わが国におけるコン ピュータ産業 に関す る情報 をま とめ ると表4-2の とお りで ある。

また、参考 までに、 コン ピュータ産業、 あるいは コン ピュータの利用 を推進 している内外の代

表 的な団体 をあげ ると表4-3の とおりである。
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表4-1 課 題 別 必 要 情 報 覧

課 題 作業頻度 必 要 情 報 情 報 源 情報 サイクル データ重要度

生産、需要問題 毎 年 生産、需要予測

生産、 出荷、在庫 データ 機械統計月報(年 報) 月(年) ◎

納入、下取、設置 データ 納入下取調査 四半期 ◎

輸出入 データ 大蔵省通関統計 月 ○

国民総生産データ 国民所得統計 年 ○

主要経済指標

事業所数 事業所統計 年 ○

各国別需給問題 5年 に1回 各国別設置予測

生産、出荷 データ 生産、出荷統計 年または月 ◎

輸出入データ 輸出入統計 年 ◎

設置 データ 設置状況調査統計 年 ◎

国民総生 産データ 国民所得統計 年 ◎



表4-2コ ン ピ ュー タ産 業 に 関 す る情 報 一 覧

〔コ ン ピ ュ ー タ 関 係 資 料 分 類 〕

(A)電 子 工 業 振 興 協 会 発 行

(B)関 係 団 体 等 の 発 行
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表4-2(A)電 子 工 業 振興 協 会発 行 分

内 容

分 類 資 料 名 発 行 年
解説 統計

産
わが国の電子計算機産業の問題点とその対策 昭和45年 ○

業
構
電子工業の展望 49年 ○

造
日本の情報産業の将来について考える 50年 ○

(

総
合 電子工業の展望 43年 ○

的
政 50年 代における電子計算機関連機器産業の予測 51年 ○

芭 展望調査報告書

需
わが国電子計算機の需要動向と利用高度化の課題 昭和47年 ○

超小型電子計算機の需要動向調査
48年 ○

給 パターン情報処理システムの将来需要の展望 49年 ○

米国におけるプロセス制御用計算機の調査 昭和45年 ○

米国 における ミニコンピュータ動向調査(1965
45年 ○

～1975年)

技
磁気インキ文字読取用字体および印字仕様(E13 45年 ○

B)規 格

術
日本の電子計算機(1970年 版)

45年 ○

小 型 コ ン ピ ュ ー タ 45年 ○

二 (プ レデ ィカス ト社、動 向シ リーズ17翻 訳)

ー

ト
電子計算機に関する新技術開発動向調査報告 45年 ○

ウ

エ 1/Oイ ン タフェース(物 理仕 様)
45年 ○

こ 日本の電子計算機(1971年 版)
46年 ○

電子計算機に関する新技術動向調査報告書 46年 ○

電子計算機の新技術動向調査 46年 ○

米国における新 しい入出力機器および端末機器の 46年 ○

動向

1/Oイ ン タフェース(論 理仕様)
46年 ○
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分 類 資 料 名 発 行 年
内 容

解説 統計

電子計算機の新技術の動向調査 46年 ○

技 電子計算機の新技術動向調査 47年 ○

6枚 形磁気ディスクパックの磁気特殊規格 47年 ○

電子計算機の新技術動向調査 47年 ○

術 ミニ コンピュータに関す る調査報告書 47年 ○

日本の電子計算機(1972年 版) 47年 ○

ミニコン ピュータに関す る調査報告書 48年 ○

( 1枚形磁気ディスクパックの機械的互換性 48年 ○
ノ、

| 日本の電子計算機 48年 ○

ド

ウ
計算機 システム技術の最近の動向 49年 ○

エ

ア

ミニコン ピュータに関す る調査報告書 49年 ○

)

日本の電子計算機(1974年 版) 49年 ○

周辺端末 ガイ ドブック 48年 Q

〃 49年 ○

マイク ロコンピュータに関す る調査研究 50年 ○

周辺端末系の インテ リジェンス化について考え る 50年 ○

コ ン ピ ュ ー タ ネ ッ トワ ー ク に関 す る調 査 50年 ○

計算機 アーキテクチャの最近の動向 50年 ○

新世代計算機システム 50年 ○

日本の電子計算機 50年 ○

周辺端末 ガイ ドブック 50年 ○

コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワ ー ク に 関 す る 調 査 51年 ○
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内 容

分 類 資 料 名 発 行 年
解説 統計

オフィス コン ピュータに関す る調査報告書 昭和51年 ○

ミニコンピュー タに関する調査報告書 51年 ○

データ入力手段に関する技術動向 ・機能評価分析 51年 ○

技
調査研究

計算機システム技術の新技法 51年 ○
一新技 術動向調査報告一・

マイク.ロコンピュータに関す る調査報告書 51年 ○
一動 向調査一

術
マイクロコンピュータ新技術動 向 51年 ○

計算機 システム技術の新技法 51年 ○
(

手書OCR文 字に関する調査研究報告書 52年 ○

ド マ イ ク ロ ・コ ン ピ ュ ー タ 新 技 術 動 向 52年 ○

ウ (マ イクロコンピュータに関す る調査研究)

エ

ア
ミニコン ピュータに関す る調査報告書(第3報) 52年 ○

)

.ミニ コン ピュー タに関す る調査報告書(第6報)
52年 ○

オ フィスコンピュータに関す る調査報告書 52年 ○

端末装置の現状と動向に関する調査報告書 52年 ○

ミニコンピュータに関す る調査報告書 50年 ○

(マ イ コン開発か ら普及の時代へ)

マ イク ロコン ピュータ新技術動 向 52年 ○
一 セ ミナ ー編(3)一

マ イクロコン ピュータ新技術動向 53年 ○

一 セ ミナ ー 編(4)一

マイク ロコン ピュータに関す る調査報告書 53年 ○

ミニ コンピュータに関す る調査報告書(第7報) 53年 ○

オフィスコンピュータに関す る調査報告書 53年 ○

手書OCR文 字に関する調査研究報告書 53年 ○
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分 類 ・ 資 料 名 発 行 年
内 容

解説 統計

計算機 システム技術の最近の展開 昭和53年 ○

MITの タ イ ム シ ェ ア リ ン グ シス テ ム 昭和46年 ○
(MULTICSSYSTEM)

ALGOL言 語に関する検討 45年 ○

技
FORTRAN機 能拡張に関する検討 45年 ○

PL/1の 文法に関する検討 45年 ○

CODASYLCOBOLの 仕 様改定に関す る 45年 ○
検討

術
ソフトウェア技術国際動向調査報告 45年 ○

工業用 コン ピュータにおけ るソフ トウェアの動 向 46年 ○
(

ソ
ALGOLの 現 状 と将来(ソ フ トウェア技術委 員 46年 ○

フ

ト

会ALGOL分 科会調査報告)

ウ FORTRANコ ンパ イル時に検 出される誤 りに 46年 ○

工 関する検討

ア
COBOLに おけるファイル処理の現状 46年 ○

)

(ソ フ トウェア技術委員 会COBOL分 科 会調査

報告)

PL/1用 語の訳語の統一に関する提案 46年 ○

ソフ トウェア技術国際動向調査報告 46年 ○

JIS-FORTRAN機 能 拡張 に関す る検討 47年 ○

米海軍COBOL検 定 システムの検討 47年 ○

ALGOL68言 語 調査 47年 ○

PL/1の 文法に関する検討 47年 ○

ソフトウェア技術 に関す る動 向 47年 ○

FORTRANに おけ る入 出力の標準化 に関する 48年 ○
調査

小型COBOL標 準化の検討 48年 ○
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内 容

分 類 資 料 名 発 行 年
解説 統計

ALGOL68の 調 査研究 昭和48年 ○

BASIS/1の 文 法 と用語の検討 48年 ○

データベース管理システム(GUIDE/SHAR 48年 ○

Eの 要 望 とCODASYLレ ポ ー トとの対比)

FORTRANの 工業用副プログラム 48年 ○

技 マイク ロプログ ラミング 48年 ○

ソフ トウェアの信頼性に関す る調査 49年 ○

データベース管理 システムに関す る調査 49年 ○

術

〃 50年 ○

デ ータベ ース ・システムに関する調査 50年 ○

( 計算機セキュリティ研究開発の動向 50年 ○

ソ

フ ソフ トウェア信頼性 に関する調査 51年 ○

ト
データ ・ベース管理システムの研究動 向 51年 ○

ウ 一 マ サ チ ュ セ ッ ツ 工 科 大 学Prof .Mic一

工

ア ソフトウェアの開発技術に関する調査研究報告書 52年 ○

)

分散処理計算機システムの動向調査 52年 ○

超小形電子計算機の稼動システム分析調査 49年 ○

数値制御用語JEIDA-4 45年 ○

工業用計算機システムの動向に関する調査報告書 53年 ○

工業用計算機システムの安全性に関する調査報告 53年 ○

善 書

工業用計算機 システムの ソフ トウェアに関す る調 53年 ○

査報告書

計算機システム技術の最近の展開 53年 ○

日本語情報処理技術の動向 53年 ○
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内 容
分 類 資 料 名 発 行 年

解 説 統 計

技( プログラム用語の標準化に関する調査 昭和53年 ○
術 ソ
フ

ト
分散システムに関する調査 53年 ○

; デー タベ ースシステムに関す る調査 53年 ○

工
ソフ トウェア ・エンジニア リングに関する調査 53年 ○

ソフ トウェア標準化 に関する調査 昭和45年 ○

情報交換用紙カー ドの孔の位置と寸法 47年 ○
(工 業標準原案)

6枚 形磁気ディスクパックの機械的互換性工業 47年 ○
標 標準原案

磁気ディスクパックの互換性に関する磁気特性 47年 ○
準 の標準化

工業用 コンピュータソフ トウェアの標準化動向 47年 ○

化
JCLの 標準化に関する基礎調査 48年 ○

( 工業用 コンピュータソフ トウェアの標準化動向 48年 ○
(第2報)

規
数値制御工作機械用プログラミング言語の標準 48年 ○
化に関する調査研究報告書

格
磁気ディスクパックの標準化調査報告書 48年 ○

'

数値制御工作機械用プログラミング言語の標準 49年 ○
) 化に関する調査研究報告書(第2報)

医療システム化調査報告書(医 療システムにお 49年 ○
ける標準化調査)

プロセス入出力仕様の記述標準化調査 49年 ○

工業用 コンピュータ ソフ トウ ェアの標準化動向 49年 ○
(第3報)

PL/1の 標準化に関する基礎調査 49年 ○

プログラミング言語の標準化に関する調査 49年 ○
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行 年
内 容

分 類 資 料 名 発
解 説 統 計

プログ ラミング言語の標準化に関する調査 昭和50年 ○

PL/1の 標準化に関する基礎調査 50年 ○

プログラム用言語の標準化に関する調査 51年 ○

標 PL/1の 標準化に関する調査 51年 ○

準
プ ロセスインタフェースに関す る標準化調査 51年 ○

プログラム用言語の標準化に関する調査 52年 ○

化
データベースシステ ムに関する調査

52年 ○

(
PL/1の 標準化に関する調査 「ANSPL/1 52年 ○

規
(全 訳)」

情報処理における無線通信分野の標準化動向調 52年 ○

格 査

)

工業用計算機システムの標準化に関する調査報 52年 ○

告書

工業用計算機標準立会検査要領 53年 ○

工業用計算機システムの標準化に関する調査報 53年 ○

告書

コ 新 しい世代の コン ピュータシステム 昭和49年 ○

ζ マンマシ ンシステムの未来像 49年 ○
ユ

ー

タ 社会 とともに歩む コン ピュー タを考える
52年 ○

産
業

一 デ ー タ シ ョ ウ,76国 際 シ ン ポ ジ ウ ム 講 演 録 一

の
概 人間のためのコン ピュータを考える

53年 ○

論
( CurrentStateandProgressofthe 53年 ○

入
門

ComputerIndustryinJapan

書
等 明 日の コンピュー タを考え る 53年 ○
) 一 デ ー タ シ ョウ,78国 際 シ ンポ ジ ウム講 演 録 一

関(子 等 アジア、中近東地域電子工業化基礎調査報告書 昭和45年 ○

連通部)
業信品
界'工 産業ロボット技術調査団調査報告書 45年 ○

電業
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⑨

分 類 資 料 名 発 行 年
内 容

解 説 統 計

産業 ロボッ トの現状 と将来(産 業用 ロボット専 昭和45年 ○
門委員会報告書)

超小形電子回路(海 外半導体集積回路の構造と 45年 ○
特性)

内外集積回路の性能試験 45年 ○

関
IC化 計測機器の技術動向 45年 ○

連 集積回路(IC技 術紹介と海外ICの 構造と特 45年 ○
性)

業
超小形電子回路文献抄訳集 44年 ○

界
集積回路(IC技 術に おける問題点 とトピック 45年 ○
ス)

(

通 混成集積回路の動向調査 46年 ○

信
、 集積回路(海 外半導体集積回路の構造と特性) 46年 ○

電

子

IC化 計測機器の技術動向(m 46年 ○

部 集積回路の性能試験結果 46年 ○

品
集積回路(IC技 術紹介と海外ICの 構造と特 46年 ○工

業
性)

等 「集積回路」関係用語集(46年 度増補改訂) 46年 ○
)

IC化 計測機器の技術動向(別 冊) 46年 ○

集積回路(IC技 術 解説、内外ICの 構造 と特 47年 ○
性)

集積回路性能比較試験 47年 ○

集積回路 48年 ○

計測システム調査報告書 49年 ○

集積回路 49年 ○

リハ ビリテー シ ョン機器 システムの調査研究 50年 ○

医療 システムの調査研究 50年 ○
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発 行 年
内 容

分 類 資 料 名
解 説 統 計

地域情報化システム調査委員会中間報告書(6種 昭和47年 ○

類)

メカニカル工業 における情報化 システム調査研究 49年 ○

報告書

地域生活情報調査報告書 46年 ○

医療システム化調査報告書 47年 ○

関

大型電子計算機システムの信頼性に関する調査研 48年 ○

究

医療システム化調査報告書(m 48年 ○

機械工業の情報化システム調査報告書 48年 ○

連 地域情報化システム調査報告書 48年 ○

医療 システム調 査報告 書(医 療システムにおける 49年 ○

技術、需要予測調査)

論理設計の自動化システムに関する調査研究 49年 ○

植物工場システムの概念設計 50年 ○

業

機械工場ハ イアラーキーシステ ムに関す る調査研 50年 ○

究

環境計測システムの調査研究 50年 ○

データウェイシステムの調査研究 50年 ○

界 工業用計算機システム調査報告書 50年 ○

論理設計の自動化 システムに関する調査研究 50年 ○

論理設計の自動化システムに関する調査研究 51年 ○

植物工場システムに関する調査報告書 51年 ○

リハ ビリテーシ ョン機器 システムに関す る調査研 51年 ○

究

環境計測システムに関する調査研究 51年 ○

工業用計算機システム調査報告書 51年 ○
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,

内 容
分 類 資 料 名 発 行 年

解 説 統 計

社会 システムに対するシステムズアプローチ 昭和51年 ○

分散 システムに関する調査 52年 ○

分散処理計算機システムの動向調査 52年 ○

社会 システムに対す るシステムズアプローチ ・52年 ○

関
リハ ビリテーション機器 システムに関する調査 52年 ○

研究

福祉計算 センターに関す る調査研究 52年 ○
一概念設計一

連
環境計測 システムに関する調査研究 52年 ○

工業用計算機システムの動向に関する調査報告

書

52年 ○

業
工業用計算機システムの安全性に関する調査報 52年 ○

告書

工業用計算機システムの ソフ トウェアに関す る 52年 ○

調査報告書

界
巨大 ビル電子総合管理 システ ムに関する調査報 52年 ○
告書

コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ計 測 52年 ○

.

コンピューティング計測に関す る調 査報告書 53年 ○
1

巨大 ビル電子総合管理システムに関する調査報 53年 ○

告書

リハ ビリテーション機器 システムの開発に関す 53年 ○
る調査研究報告書

米国における電子計算機産業の動向調査 昭和47年 ○

海
海外におけ るパター ン情報処理 システムの動向 48年 ○

外

開
電子計算機関係外国特許調査報告書(%14) 48年 ○

係 海外における農業 システム化の現状 と動向 49年 ○

地域情報イヒシステム海外調査報告書 47年 ○
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分 類 資 料 名 発 行 年

内 容

解 説 統 計

海

外

関

係

電子計算機 産業欧 州調査団調査報告書(2種)

海 外におけ るリハ ビリテーシ ョン機器 システム

の調査研究

欧米に おけ る計 測システムの調査研究

.

昭和48年

50年

50年

○

○

○
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表4-2(B)関 係 団 体 等 の 発 行 分

分類 資 料 名 著 者編 者 発 行 所 発行年
内 容

解説 統計

情報化社会へ向って(わ れ 通産省重工業局 ㈱ コ ン ピ ュ ー タ 昭和44年 ○

産
われの課題) 情報産業室 エー ジ社

業
構 電子工業の中期 ビジョン 電子機械工業会 電子機械工業会 45年 ○
'仕 我が国電子工業の現状と将
旭
来の展望(概 要)

(

'総

合 情報処理技術の15年 予測
NAVSUP NAVSUP 46年 ○

的 研究開発部 研究開発部

政
策
我が国情報処理の現状 通産省機械情報 大蔵省印刷局 51年 ○

し (昭 和49) 産業局

我が国情報処理の現状 通 産 省 通 産 省 52年 ○

我が国情報処理の現状 通 産 省 通 産 省 53年 ○

情報処理需要の現状と展望 (財)日本情報処 (財)日本情報処 昭和43年 ○
理開発セ ンター 理開発 センター

政府関係機関における電子 (社)行政事務機 (社)行政事務機 41年 ○
計算機利用の実態 械化研究会 械化研究会

需 通信機器の需要予測 通信機械工業会 通信機械工業会 43年 ○

ソフ トウェア需要構造 調査 (財)日本情報処 (財)日本晴報処 47年 ○
報告書 理開発センター 理開発 センター

行政機関における電子計算 行政事務機械化 行政事務機械化 44年 ○
機利用実態調査結果報告 研究会 研究会

給 1973年 版 コ ン ピ ュ ー タ (財)日本情報処 (財)日本情報処 48年 ○
利用状況調査およびオンラ 理開発協会 理開発協会
イン化調査集計報告書

コン ピュータ利用状況調査 〃 〃 51年 ○
およびオンライン化調査集

計報告書

オンライン需要調査報告書 〃 〃 52年 ○

コンピュータ利用状況調査 〃 〃 52年 ○
お よびオ ンライン化調査集

計報告書
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内 容

分 類 資 料 名 著 者 編 者 発 行 所 発行年
解説 統計

オンライン需要調査報告書 (財)日本情報処 (財)日本情報処 昭和53年 ○

需 理開発協会 理開発協会

オ ンラインシス テム振興 に
53年 ○

関する基本意見調査報告書

コン ピュータ利用状況 調査 (財)日本情報処 (財)日本情報処 53年 ○

給 お よびオ ンライン化調査集 理開発協会 理開発協会

計報告書1978年 版

Databasemarket Frostand 52年 ○

Sullivan

情報処理技術の現状 と展望 (財)日本情報処 (財)日本情報処 昭和43年 ○
・

理開発 センター 理開発 センター

ミュー1型1号 機報告書 東京大学宇宙航 東京大学宇宙航 43年 ○

空研究所 空研究所

技
計算機システム技術 元岡達 オ ーム社 48年 ○

マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ の 開 東山尚 東京経営管理協 49年 ○

発 と応用 会

術
磁気テープの開発状況の将 明石五郎 47年 ○

来の展望

二 磁気 テープ、磁気 カー ド装 近代経営総合研 近代経営総合研 ○

| 置特集号 究所 究所

ド

ウ 印写工学V、 電子 ディスブ 和田正信 共立出版 50年 ○

工 レイ

z
画像デ ィスプレイ 大石 巌 コロナ社 50年 ○

電子計算機入力のための文 電気学会 協同出版 42年 ○

字、図形の自動認識

FutureSystems Infotech 52年 ○

Internatio一

nallimited

MiniComputerSyste-

ms

〃 52年 ○

Multiprocessor 〃 51年 ○

Systems
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分類 資 料 名 著 者 編 者 発 行 所 発 行 年
内 容

解説 統計

IBMSeries/1im一 Leewalther 昭和52年 ○
PactandOpPortuni
ty

標 準 プログ ラムパ ッケージ (財)日本情報処 (財)日本情報処 44年 ○
理開発 センター 理開発 セン ター

技
ソフ トウェアの流通状況 と 〃 〃 44年 ○
プ ロ グ ラ ム ラ イ ブ ラ リー

図形表示用プログラムの基 ノノ 〃 45年 ○
礎研究

統計解析用予測モデルJU 〃 〃 45年 ○
MPS、 標 準ア プリケーシ

ヨンシス テム設計 とプログ
術
ラムの研究開発

ソフ トウェアの体系付け と 〃 〃 45年 ○
(

ソ

内外アプ リケーシ ョン

フ ディスプレイシス テムの研 〃 〃 46年 ○

ト 究開発

ウ
オンライ ンシステム技術 の 〃 〃 46年 ○

エ

ア

動向

)

汎用図形処理言語の開発 〃 〃 46年 ○

オ ン ラ イ ン シ ミ ュ レ ー シ ョ 〃 〃 46年 ○
ン言語SIMBOL

'

タ イ ム シ ェ ァ リ ン グ シ ス テ 〃 〃 46年 ○
ムの動作解析 とシミュレー

シ ョ ン

日本語情報処理の技術動向 〃 〃 48年 ○
調査報告書

ソフ トウェアの評価 に関す 〃 〃 48年 ○
る調査報告書

オ ン ラ イ ン シ ミ ュ レ ー シ ョ 〃 〃 48年 ○
ン言語SIMBOLの 評価

汎用グ ラフィック言語の開

発

〃 〃 48年 ○
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内 容

分類 資 料 名 著 者 編 者 発 行 所 発 行 年
解説 統計

最新 プログラミング 竹 下 享 日本経営出版会 昭和43年 ○

フ ォ ー トウ ン ノ ー リ ー ・ レ 日刊工業新聞社 41年 ○

コ ノレマ ン

技 ソフ トウェアの知識 矢 田 光 治 オーム社 45年 ○

インプット研究 小 沢 暢 夫 日本経営出版会 41年 ○

コンパ イラ自動作成 シンポ 情報処理学会 情報処理学会 44年 ○

ジウム報告集

術
ソ フ トウ ェ ア の 話 平 松 守 彦 日本経済新聞社 46年 ○

(

ソ
JIS電 子 計算機 プ ログ ラ 日本工業標準調 日本規格協会 47年 ○

フ

ム用語COBOL 査会

ト コ ン ピ ュ ー タ プ ロ グ ラ ム 井口 十四雄 日刊工業新聞社 47年 ○

ウ

ェ 汎用 プログラ ミング言語 竹 下 享 日本経営出版会 47年 ○

ア

)
PL/2入 門 南 剛一郎 日刊工業新聞社 46年 ○

やさしい プログラ ミング 大 林 久 人 日本経営出版会 42年 ○

数値制御の ソフ トウェア 研 野 和 人 産業図書㈱ 45年 ○

プログラミング言語 ハン ド ジー ンE.サ メ ㈱日本経営出版 45年 ○

ブ ッ ク ッ ト竹下 事 訳 会

オ ペ レ ー テ ィ ン グ ・シ ス テ 上 条 史 彦 (財)日本生産性 44年 ○

ム入門 本部

計算機用言語 とプログラミ 元岡達 他 電気通信学会 ○

ング

ソフ トウェアに関す る調査 (財)日本情報処 (財)日本情報処 48年 ○

研究 理開発セ ンター 理開発センター

情報処理システムの ネッ ト
〃 〃 49年 ○

ワーク構成に関する調査研 シ

究

ソフ トウェアに関 する調査 〃 〃 49年 ○

研究
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■

分類 資 料 名
内 容

著 者 編 者 発 行 所 発 行 年
解説 統計

情報処理技術者の職種等差 (財)日本情報処 (財)日本情報処 昭和49年 ○
礎調査報告書 理開発 センター 理開発 センター

データバ ンク研究報告 (財)日 本経営情 (財)日本経営情 46年 ○

報開発協会 報開発協会

行政機関におけるプログラ 行政情報システ 行政情報システ 51年 ○
技 ミングの 自動化 システムに ム研究所 ム研究所

関する調査研究報告書

情報交換のための漢字符号 (財)日本情報処 (財)日本情報処 51年 ○
の標準化に関する調査研究 理 開発センター 理 開発 センター

報告書

術 日本語情報処理システムの (財)日本情報処 (財)日本情報処 51年 ○
研究開発 理開発協会 理開発協会

(

ソ 日本語情報処理システムの 〃 〃 52年 ○

フ 研究開発

ト

ウ
APLSV 長 田 純 一 丸 善 50年 ○

新 しいコン ピュータ言語
工

ア 事務用計算機のプログラミ DanielD. 36年 ○
) ング McCracke

新 デ ィ ジ タ ル 、 デ ー タ ・ネ (財)日本情報処 (財)日本情報処 52年 ○
ッ トワ ー ク ーDDXへ の 期 理開発協会 理開発協会

待 一

プログラミング言語 森 口繁 一 他 共立出版 49年 ○
.

データベースの選び方 CodasylSyst 〃

㎝sCo㎜itt一 ○
ee

ア プ リケ ー シ ョン プ ログ ラ

ム

小野勝章 他 〃 52年 ○

マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ の プ 石田晴久 他 〃 53年 ○
ロ グ ラ ミ ン グ

IBMシ ス テム/360 Internationa1 44年 ○
PL/1解 説書 Business

Machines

Corporation
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内 容
発 行 年分類 資 料 名 著 者 編 者 発 行 所

解説 統計

コン ピュータ用超高級言語 機械振興協会経 機械振興協会経 昭和53年 ○

技 (VHL)の 適 用 可能性の 済研究所 済研究所 .

検討
術
FORTRANデ 一 夕ペ ー データシステム 共立出版 53年 ○

(
ス 言語協議会

ソ (CODASYL)

フ

ト On-LineDataBases Infotech 51年 ○

ウ (2V) lnternatio-

nallimited
工

こ パターン情報処理 西 野 博 二 電波新聞 53年 ○

FortranttoPL/1 BrownGray Wiley-Inter一 50年 ○

PL/ItoFORTRAN Deward science

集積回路の標準化のための 通産省工業技術 電子機械工業会 昭和44年 ○

調査研究報告書付届書 院

(昭 和43年 版)

標
デ ータコー ド標準化体系調 (財)日本情報処 (財)日本情報処 45年 ○

査報告書 理開発 センター 理開発センター

準
データ コー ド標準化体系調

〃 〃 46年 ○

査報告書

化
伝送制御の標準化(そ の国 〃 〃 46年 ○

際的動き)
(

規
土地、建物 コー ド標準 化体 〃 〃 47年 ○

系調査報告書

竺 人に関するコード標準化体 〃 〃 47年 ○

系調査報告書

行政 におけ るコンピュータ 行政情報システ 行政情報システ 51年 ○

ドキメンテーション標準化 ム研究所 ム研究所

に関する調査研究報告書

行政におけ るコン ピュータ 〃 〃 52年 ○

ドキ ュ メ ン テ ー シ ョ ン標 準

化に関する調査研究報告書
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分類 資 料 名 著 者 編 者 発 行 所 発 行 年
内 容

解説 統計

産

島津製作所史 島津製作所 島津製作所 昭和42年 ○

業

計測器ひとすじに 横河電機製作所 横河電機製作所 42年 ○

史

通信工業20年 の あゆみ 通信機械工業会 通信機械工業会 43年 ○

松下電器50年 の略史 松下電器産業㈱ 松下電器産業㈱ 43年 ○
(

社 東京芝浦電気㈱85年 史 東芝㈱総合企画 東芝㈱ 38年 ○
史 部社史編さん室

を

含
55年 の 歩み 日本無線㈱ 日本無線㈱ 46年 ○

ε JECC10年 史 日本電子言」隣機掬 国際電信電話㈱ 47年 ○

電子通信学会50年 史 電子通信学会 電子通信学会 42年 ○

機械振興協会十年史 機械振興協会 機械振興協会 51年 ○

電子工業史 W・R・ マク ロ ー リ コロナ社 45年 ○

ユ ー ザ が つ づ る コ ン ピ ュ 臼 井 健 治 ㈱ コ ン ピ ュ ー タ 50年 ○
タ化20年 エージ社

協会1年 の歩み (財)日本経営情 (財)日本経営情 51年 ○

報開発協会 報開発協会

や さしいFORTRAN 海老沢成享 側)日本情報処 昭和43年 ○

; 理開発センター

ピ

ュ
情報処理技術の将来 (財)日本情報処 〃 44年 ○

|
理開発 センター

タ

産 情報処理産業の発展予測 〃 〃 44年 ○

業
の プ ログ ラム登録制 度の現 〃 〃 45年 ○
概 状 と今後の課題
論

( 情報処理 シンポジウム予 〃 〃 46年 ○入
稿 「オンラインシステム

門
主 技術の動向」
目

き 情報処理サービス業の実 〃 〃 46年 ○
態調査

ソフ トウェアの価値 に関 〃 〃 47年 ○
する調査報告書
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内 容
行 所 発 行 年分類 資 料 名 著 者 編 者 発

解 説 統計

情報処理サービス業の実 (財)日本情報処 (財)日本情報処 昭和47年 ○

態調査 理開発セ ンター 理開発セ ンター

コ 企業における情報処理費
〃 〃 47年 ○

ン 用 と採算性

ピ

ュ 経営情報調査報告書 〃 〃 47年 ○

一

夕
インタラクテ ィブ学 習シ 〃 〃 47年 ○

産
ステムの開発

業
の カートス出力装置取扱説明書 ㈱日立製作所

日本電気㈱ 37年 ○

概

論

コ ン ピ ュ ー タ 時 代 機械振興協会経
済研究所

機械振興協会経
済研究所

43年 ○

父 日本の電子計算機 太 田 文 平 日本能率協会 37年 ○

門

書 新版 〃 〃 〃 41年 ○

き 新版続 〃 〃 〃 42年 ○

茶の間の電子計算機 西 尾 出 日本 ビジネス社 38年 ○

電子計算機 と頭脳 ジ ョ ン ・ フ ォ ン ・ ラテ ィス刊 39年 ○

ノ イ マ ン

コ ン ピ ュ ー タ と 思 考 E・A・ プ ア イ ゲ ン 好 学 社 44年 ○

バ ウ ム

わが国の周辺端末 ㈱市場総合開発 ㈱市場総合開発 46年 ○

研究所 研究所

超高性能電子計算機 通産省工業技術 日本産業技術振 47年 ○

院 興協会

制御用電子計算機入門 松 本 吉 弘 東京電機大学出
47年 ○

版局

電子計算機室の防災対策 日本電子計算機 日本電子計算機
49年 ○

と設備 ㈱ ㈱

日本電子計算機レンタル 日本電子計算機 日本電子計算機 49年 ○

価格表 ㈱ ㈱

産業総研調査 レポート孤 中道 昭二 他 ㈱産業総合研究
49年 ○

1マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ 所

産業 一その現状 と将来一
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●

内 容
分類 資 料 名 著 者 編 者 発 行 所 発 行 年

解 説 統 計

ゆたかなる社会 とコンビ 国際連合経済社 ㈱日本総合出版 1召和47年 ○
ユ 一 夕 会理事会 機構

プログラム学習 とTM 堀 内 敏 夫 大日本図書㈱ 47年 ○

コ 経 営者が語 るMISコ ン 東京芝浦電気㈱ ㈱ デ ー タ ・ネ ッ 44年 ○

ン
ピュ一夕活用法 ト社

ピ

ュ コ ン ピ ュ ー タ 白書 (財)日本情報開 (財)日本情報開 49年 ○

| 発協会 コンピュ 発協会

タ
一夕白書委員会

産

業 日本電子計算機 レンタル 日本電子計算機 日本電子計算機 51年 ○

の 価格表

概
論 電算機システムの設計 産業能率短大出 日刊工業新聞社 42年 ○

(
版部

入

門 情報の世界 一コンビュー 南 雲 仁 一 共立出版㈱ 44年 ○

童 タのすべて
日

き 日本の情報処理サー ビス 日本電子計算機 日本電子計算機 50年 ○ 、

業 ㈱ ㈱

経営における電子計算機 南 沢 宣 郎 同文館出版社 40年 ○
システム

マーケティングにおける 東洋大 酒田研究 白 桃 書 房 42年 ○
電子計算機システム 所

電子計算機 と経営システ
ム

古 瀬 大 六 日本経営出版会 42年 ○

電子計算機 と経営管理 リチ ャ ー ド ・G 日本生産性本部 35年 ○
キ ャ ニ ン グ

電子計算機の応用 和 泉 正 哲 オーム社 38年 ○

診療 と電子機器 お6 電子経済 産業報知新聞社 41年 ○

電子計算機 と経営管理 リチ ャ ー ド ・G 日本生産性本部
|40年

○
キ ャ ニ ン ク

コ ン ピ ュ ー トピ ア 増 田 米 二 ダイヤモン ド社 42年 ○

電子計算機 と人間 渡 辺 茂 日本生産性本部 42年 ○
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分類 資 料 名 著 者 編 者 発 行 所 発 行 年
内 容

解説 統計

第6回 デ 一 夕 プ ロ セ ッ シ 日本データブロ 日本データブ ロ 昭和46年 ○

ングシンポジウム セ ッ シ ン グ シ ン セ ツシング協会

ポ ジ ウ ム

コンピュータ経営学 中 尾 伸 二 講 談 社 41年 ○

コ 電子計算機時代 G・ バ ー グ フ ォ 日本評論社 41年 ○

ン
一 チ ュ ン

ピ
情報処理要員の養成確保 (財)情報処理研 (財)情報処理研 48年 ○

ユ に関する諸問題 修センター 修センター

ー

タ 文書情報処理に関する調 (財)日本情報処 (財)日本情報処 49年 ○

産 査研究
理 セ ン タ ー 理開発 センター

業
情報社会の形成 とその地 日本地域開発セ 日本地域開発セ 50年 ○

の 域の構造 ン タ ー ン タ ー

概

論 コンピュー タ導入 活用指 (財)日本情報処 (財)日本情報処 47年 ○

針(前 編) 理開発 センター 理開発 センター
(

入

門

〃(後 編) 〃 〃 〃 ○

書 行政 におげ るデ一夕ベ ー (社)行政情報 シ (社)行政情報シ 46年 ○

等 スに関する調査研究報告 ステム研究所 ステム研究所

) 書

インタ ラクテ ィブ学習 シ (財)日本情報処 (財)日本情報処 48年 ○

ステムの開発 理開発 センター 理開発 センター

IBMの 光 と影 青 野 忠 夫 日本経営出版会 47年 ○

コ ン ピュ ー タ 白 書 (財)日 本 経営情 (財)日本経営情 ○

1970～1972 報開発協会 報開発協会

コ ン ピ ュ ー タ 自書 (財)日本情報処 (財)日本情報開 ○

1973～1975 理開発協会 発協会

情報処理サービス業の実 (財)日本情報処 (財)日 本 情報処 47年 ○

態調査一経営指針一 理開発センター 理開発 センター

情報処理システム 清 宮 博 電子通信学会 49年 ○

情報 とプライバ シー ArthurR. ダ イヤモン ド社 49年 ○

Miller

情報処理サービス業の実 (財)日 本 情報処 (財)日 本情報処 46年 ○

態調査 理開発センター 理開発 センター
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分類 資 料 名 著 者 編 者 発 行 所 発 行 年 内 容

解 説 統 計

電子計算機入門 EdBukstein 昭和38年 ○

銀行員の ためのコン ピュ 石 崎 純 夫 金融財政事情研 51年 ○
一夕入門

究会

コ
o

コ ン ピ ュ ー タ サ イ エ ン ス A.1.フ ォー サイ ス 培 風 館 49年 ○

ン
入門 他

ピ コン ピュータ周辺端末機 日本経営協会 日本経営出版会 52年 ○
ユ 器 ガイ ド (編)

| コン ピュータのための機 岡 本 行 二 オ ー ム 社 49年 ○
タ 密保護と安全管理

産
コン ピュータと社会主義 V.グ ル シ コ フ 岩 波 書 店 51年 ○

業 V.モ ー イ エ フ

の

概
USA-JapanComputer American 48年 ○
Conference(First) Federation

論 ofInforma一

tionPrOcess一
(

入
ingSocieties

門 USA-JAPANComputer 情報処理学会 情報処理学会 50年 ○

書
Conference1975

等 コ ン ピ ュー タ ー社 会 ラ ル フ.P ラ イ フ 社 53年 ○
) デ ィ ヴ ィ ッ ドソ ン

他

1

IFIPCongress IFIP North一 44年 ○
1968: Holland

Information

Proce㌣sing

StructuredProgramm IEEE 50年 ○
ing〔tUt・rial〕:

EleventhlEEE

ComputerSociety

Conference〔Compcon

75〕
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内 容
発 行 年分類 資 料 名 著 者 編 者 発 行 所

解 説 統計

コ ン ピ ュ 一 夕 ハ ン ドブ ツ コ ン ピ ュ ー タ 活 中央経済社 昭和44年 ○

ク 用技研

総合 コン ピュータ辞典 山 下 英 男 日本経営出版会 45年 ○

電子計算機 ハン ドブック 情報処理学会 オ ー ム社 41年 ○

〃 山 下 英 男 コ ロ ナ 社 35年 ○

辞

(

.電子計算機実務辞書 日本電子言」路 ンター

編集部

日本謹 …]算センター

編集部

35年 ○

総合 コンピュータ辞典 山 下 英 男 日本経営出版会 47年 ○

事

)
ミニ コ ン ピ ュ ー タ ハ ン ド

ブ ッ ク

エ レ ク ト ロ ニ ク ス

タ'4ジ ェス ト

エ レ ク ト ロ ニ ク

ス ダ イ ジ ェ ス ト

○

典
新100万 人 の コ ン ピ ュ ㈱ コン ピュー ター ㈱ コン ピュー ター 50年 ○

一夕事典 エー ジ社 エ ー ジ社

類

ワ ー ニ エ 、 プ ロ グ ラ ミン J.Dwarnier 日本能率協会 50年 ○

グ法則集

コ ン ピ ュ ー タ 用 語 辞,典 Anthony 講 談 社 52年 ○

Chandor

電子計算機一用語 とプロ 日本電子計算機
38年 ○

グラ ミング辞典
セ ン タ ー 編

JISハ ン ドブック情報
日本規格協会 日本規格協会 51年 ○

処理

液 晶電子デ ィスプレイー
小林駿介 「監修」 ア イ 、 エ ス 、 コー 51年 ○

データ集

ミ ニ コ ン ハ ン ドブ ック
システム工学会 朝 倉 書 店 50年 ○

(編)

プ ログラミング言語
Samrnet 日本経営出版会 51年 ○

ハ ン ドブ ッ ク JeanE '
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■

分類 資 料 名 著 者 編 者 発 行 所 発 行 年
内 容

解説 統計

電子計算機に よる経理税 増 田 米 二 日本電子計算機 昭和42年 ○

務 開発協会

わが国における電子計算 (社)行政事務機 (社)行政事務機 42年 ○

機関係団体の実態 械化研究会 械化研究会

新 しい検索技術 と検索シ (財)日本情報処 (財)日本情報処 44年 ○
ステムに関する基礎理論 理開発センター 理開発センター

の体系化

関

経営情報システムの理論 〃 〃 44年 ○

とサブシステ ム

中堅企業のMIS構 造 〃 〃 45年 ○

(経 営 情報システムの研

連 究)

技術情報の機械検索につ 〃 ノノ 45年 ○
いての現状

経営情報システムの事例 〃 〃 45年 ○

業 研究

遠隔情報処理システムの 〃 〃 45年 ○
研究開発

繊維業におけるアプリケ 〃 〃 45年 ○

界 一 シ ョン シス テ ム

機械工業の生産情報シス 〃 〃 46年 ○

テムにおける意思決定機
`

構の解析

記事情報検索のためのデ 〃 〃 47年 ○
一 夕 マ ネ ジ メ ン ト

遠隔情報処理システムの 〃 〃 47年 ○
研究開発

.

機械工業における制御情 〃 〃 47年 ○

報 システム

生鮮食料品流通情報シス 〃 〃 47年 ○
テムの開発研究

総合貿易情報 システム調 〃 〃 48年 ○
査報告書

一61一



内 容

分類 資 料 名 著 者 編 者 発 行 所 発 行 年
解 説 統 計

遠隔情報処理システムの (財)日本情報処 (財)日本情報処 昭和48年 ○

応用実験 理 開発センター 理開発 センター

鉄鋼業における電子計算 日本鉄鋼協会 日本鉄鋼協会 43年 ○

機の応用

機械類流通情報システム (社)日本機械工 (社)日本機械工 48年 ○
関 調査報告書 業連合会 業連合会

人工腎臓患者の病歴管理 (財)日本情報処 (財)日本情報処 49年 ○

システ ムの開発 理開発 センター 理開発 センター

医療機器システム開発に 〃 〃 49年 ○
連 関する調査研究報告書第

2部

生活映像情報システム実 (財)生活映像情 (財)生活映像情 50年 ○

施 設 言†書 第2編 ト一 夕 ノレ 報 システム開発 報 システム開発

業
シ ス テ ム 協会 協会

〃

第2編(セ ンタ設備)そ 〃 〃 50年 ○

の1

界
〃

第2編(〃)そ 〃 〃 50年 ○

の2

〃

第3編 伝送設備 〃 〃 50年 ○

〃

第4編 端末設備 〃 〃 50年 ○

〃

第1編 ～第4編 訂正事項 〃 〃 50年 ○

文書情報処理に関する研 (財)日本情報処 (財)日本情報処 50年 ○

究開発 理開発セ ンター 理開発セ ンター

地域情報システムの設計 ノ' 〃 50年 ○

等に関する調査研究報告

書
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竜

宮

曾

内 容
分類 資 料 名 著 者 編 者 発 行 所 発 行 年

解説 統計

医療情報システム研究開 (財)医 療情報 シス (財)医 療情報 シス 昭和50年 ○

発報告書 ① テム開発センター テム開発センター

〃 ② 〃 〃 50年 ○'「
〆

〃 ③ 〃 〃 50年 ○

〃 ソ フ ト ウ ェア 〃 〃 50年 ○

関

医療情報システム研究開 〃 〃 53年 ○

発報告書 映像機器

〃

通信技術 〃 〃 53年 ○

連
〃

情報処理機器 〃 〃 53年 ○

〃

医療機器 〃 〃 53年 ○

わが国 におけるシステム (財)日本経営情 (財)日本経営情 ○

業 監査のあり方 報開発協会 報開発協会

総合貿易情報システム調 (財)日 本情報処 (財)日本情報処 51年 ○

査報告書(】V) 理開発協会 理開発協会

経営計画情報システムに ノノ 〃 ○

関する調査研究

界 医療情報システム研究用
開発報告書

医療情報 システ

ム開発センター

医療情報 システ

ム開発セ ンター

50年 ○

1基 本問題

医療情報システム研究用 〃 〃 50年 ○

開発報告書
H地 域医療情報 システ
ム

(第1分 冊)

医療情報システム研究用 〃 〃 50年 ○

開発報告書

皿 地域医療情報システ
ム

(第 五分冊)
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内 容
発 行 年分類 資 料 名 著 者 編 者 発 行 所

解 説 統計

医療情報システム研究用 医療情報システ 医療情報システ 昭和50年 ○

開発報告書 ム開発セ ンター ム開発 センター

皿 ホ ス ピ タル ・牙 一 ト

メ ー シ ョ ン

医療情報システム研究用 〃 〃 50年 ○

開発報告書
関

】Vイ ン フ ォ メ ー シ ョ ン ・

サ ー ビス

医療情報システム研究用 〃 〃 50年 ○

開発報告書
V医 学 用語コー ド及び

連 ソ ー ラ ス

医療情報システム研究用 〃 〃 50年 ○

開発報告書
V医 学 用語コー ド及び

ソ ー ラス

業 (医 療機器システムの安
全性 と信頼性研究班)

医療情報システム研究用 〃 〃

.

50年 ○

開発報告書

界
機器システムの開発

医療情報システム研究用 〃 〃 50年 ○

開発報告書
基本問題研究班

医療情報システム研究用 〃 〃 51年 ○

開発報告書W

教育研修部会

昭和51年 度医療情報シ 〃 〃 51年 ○

ステム調査報告書

機械工業におけるマイク (財)日本情報処 (財)日本情報処 52年 ○

ロプロセ ッサの応用手引 理開発協会 理開発協会

書

システム監査体制確立へ 〃 〃 52年 ○

の道
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●

分類 資 料 名
内 容

著 者 編 者 発 行 所 発 行 年
解 説 統 計

行政機関における漢字情 行政情報システ 行政情報システ 昭和52年 ○
報処理 システムの導入 に ム研究所 ム研究所

関する調査研究報告書
一地方自治体

行政機関におけるプログ 〃 〃 52年 ○
ラミングの自動化 システ

関 ムに関する調査研究報告
童
口

行政機関におけるマイク 〃 〃 52年 ○
ロフィルム連動検索 シス

テムに関する調査研究報
連 告書

社会システムの アセス メ 〃 〃 52年 ○
ントに関する調査研究報

告

業 行政情報システムの需要 〃 〃 52年 ○
動向 および今後の システ

ム開発の あり方に関す る

調査研究

行政機関における電子計 〃 〃 52年 ○
界 算機の利用効果測定方法
に関する調査研究報告書

行政機関等における電子 ノノ 〃 52年 ○
計算機室の運営に関する

調査研究報告書

行政事務のオ ンライン ・ 〃 〃 52年 ○
システム化における行政

効果等の分析に関する調

査研究報告書

行政機関の主要業務にお 〃 〃 52年 ○
け る イ ン プ ッ ト ・シ ス テ

ムの改善に関する調査研

究報告書一市町村

貿易情報システム調査研 (財)日本情報処 (財)日本情報処 51年 ○
究 報 告 書1、 皿、 班 理開発協会 理開発協会
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内 容

分類 資 料 名 著 者 編 者 発 行 所 発 行 年
解 説 統計

メインテナ ンス リース標 機械振興協会経 機械振興協会経 昭和51年
○

準契約に関する調査研究 済研究所 済研究所

報告書

医療情報システム研究開 医療情報システ 医療情報システ
52年 ○

発報告書 ム開発 センター ム開発 センター

機器システムの開発

関
農業生産情報システム開 生活映像情報シ 生活映像情報シ

52年 ○

発の調査研究報告書 ステム開発協会 ステム開発協会

農村生活映像情報システ 〃 〃 52年 ○

ム開発の調査研究報告書

連
商業地域での映像情報シ 〃 〃 52年 ○

ステム活用の実態調査 と

今後の可能性に関する調

査研究

ナショナルTPBSの 開 (財)日本情報処 (財)日本情報処
52年 ○

業
,発に関する調査報告書 理開発協会 理開発協会

CAIに 関する調査研究 機械振興協会 機械振興協会 52年 ○

報 告 書 シ ス テ ム ・ゲ ー ム

界
経営計画情報システムに

関する調査研究(皿)

(財)日本情報処

理開発協会

(財)日本情報処

理開発協会

52年 ○

ビル管理マニュアル 青 山 武 雄 オーム社
50年 ○

防災システム産業の展望 システム経済研 システム経済研 50年 ○

1976 究所 究所

総合貿易情報システム調 (財)日 本情報処 (財)日本情報処 52年 ○

査報告書(V) 理開発協会 理開発協会

国際情報 ネ ットワークに
〃 〃 52年 ○

関する調査研究報告書

光 ファイバー通信 システ 大 蔵 恭仁夫
52年 ○

ム開発技術資料集

CAIシ ス テムに関する 機械振興協会 機械振興協会 50年 ○

報告書一わが国の現状一

医療機器システム開発の

基本構想

(財)日 本情報処

理開発 センター

(財)日 本情報処

理開発センター

50年 ○
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内 容
分類 資 料 名 著 者 編 者 発 行 所 発 行 年

解 説 統計

電子機器(民 生用)部 品 科学新聞社 科学新聞社 昭和50年 ○

市場要覧

医療情報システム研究開 医療情報システ 医療情報システ 52年 ○

発報告書概要 ム開発 センター ム開発 センター

関
医療情報システム研究会 〃 〃 52年 ○

講演集

端末機器 と通信回線網の 通信機械工業会 通信機械工業会 51年 ○

連 現状と動向

行政機関におけるデータ 行政情報システ 行政情報システ 53年 ○
ベ ー ス マ ネ ジ メ ン トシ ス ム研究所 ム研究所

テムに関する調査研究報

業 告書

行政情報システム開発に 〃 〃 53年 ○

ついての評価手法に関す

る調査研究報告書

界
行政機関における電子計 〃 〃 53年 ○

算機の利用効果測定方法

に関す る調査研究報告書

行政機関における行財政 〃 〃 ○

診断システムの開発に関

する調査研究報告書

医療情報システム国際シ 医療情報システ 医療情報システ 52年 ○

ンポ ジウム報告書 ム開発 センター ム開発 センター

1

貿易情報システム調査研 (財)日本情報処 (財)日本情報処 53年 ○

究報告書1 理開発協会 理開発協会

〃H 〃 〃 53年 ○

〃 皿 〃 〃 53年 ○

総合貿易情報システム調 〃 〃 53年 ○

査報告書

医療情報システム研究開 医療情報システ 医療情報システ 53年 ○

発報告書機器システムの ム開発 センター ム開発 センター

開発
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内 容
発 行 年分類 資 料 名 著 者 編 者 発 行 所

解 説 統計

関
システム監査の現状と問

題点

(財)日本情報処

理開発協会

(財)日本情報処

理開発協会

昭和53年 ○

連

医療情報ネ ットワーク研 医療情報システ 医療情報システ 53年 ○
業
究開発報告書 ム開発セ ンター ム開発 センター

界
新CAIシ ス テムへのア 機械振興協会 機械振興協会 53年 ○
●

フ ロー チ

電子工業年鑑 通 商 産 業 省 電 波新 聞社 昭和42年 ○

(1967年 版)

〃(1968年 版) 〃 〃 43年 ○

ダ

イ

〃(1969年 版) 〃 〃 44年 ○

レ 〃(1970-71年 版) 〃 〃 46年 ○

ク

ト
〃(1973年 版) 〃 〃 48年 ○

リ

〃(1974年 版) 〃 〃 49年 ○
■

年

鑑 JECCコ ン ピ ュ ー タ ・ 通産省重工業局 日本電子計算機 46年 ○

類 ノ ー ト1971 ㈱

ミニ コ ン ・ハ ン ドブ ソ ク 日本 ミ ニ コ ン ビ 産 報 46年 ○

ユ一 夕教育研究

A
云

電子計算機導入ガイドブ 産業能率短期大 日刊工業新聞社 41年 ○

ック 学 システムデザ

イン研究会

コンピュータ重要 索引集 情報科学研究所 情報科学研究所 46年 ○

1971年 版

'72周 辺 端末機器 ガイ ド
㈱市場総合開発 ㈱市場総合開発 47年 ○

ブ ック 研究所 研究所 ・

JECCコ ン ピ ュ ー タ ノ 日本電子計算機 日本電子計算機 50年 ○
一 ト1976

電子計算機ハ ン ドブック 山下英男 他編 コロナ社 51年 ○

勺OME機 器技術総覧 電子機械工業会 電子計測出版社 44年 ○
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分類 資 料 名 著 者 編 者 発 行 所 発 行 年
内 容

解 説 統 計

'72ME機 器 技術総覧
電子機械工業会 電子計測出版社 昭和46年 ○

'74
〃 〃 〃 48年 ○

'

71ME機 器 カタログ 〃 電子機械工業会 ○

ダ

イ

'73
〃 〃 〃 ○

レ
'74

〃 〃 〃 ○

ク

ト

日本情報産業年鑑 通 産 省 情報産業新聞社 47年 ○

リ

'73日 本 情報産業年鑑
情報産業新聞社 〃 48年 ○

■

与4情 報産業便覧 〃 情報産業新聞社 49年 ○

年

鑑
わが国および外国の行政

機関における情報処理に

行政情報システ
ム研究所

行政情報システ
ム研究所

51年 ○

類 関する資料

ユーザ調査年報 情報処理学会 日本経営科学研 46年 ○
1971年 版 究所

〃1972年 版 〃 〃 47年 ○

〃1974年 版 〃 〃 49年 ○

〃1975年 版 〃 〃 50年 ○

全国計算 センター鉛よび 日本電子計算機 日本電子計算機 49年 ○

ソフ トウェア開発企業便 ㈱ ㈱

覧

日本 デ 一 夕 プ ロセ ッ シ ン 農 林 省 農 林 省 51年 ○

グ協会会員名簿

情報処理サービス企業台 通 商 産 業 省' 通 商 産 業 省 51年 ○

帳総覧1巻

〃2巻 〃 〃 ○

〃3巻 〃 〃 ○

〃4巻 〃 〃 ○

〃5巻 〃 〃 ○
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内 容

分類 資 料 名 著 者 編 者 発 行 所 発 行 年
解説 統計

ダ 情報処理サービス企業台
通 商 産 業 省 通 商 産 業 省 昭和51年 ○

イ
帳総覧6巻

レ

ク
〃7巻 〃 〃 〃 ○

ト

リ
〃8巻 〃 〃 〃 ○

・

年
〃9巻 〃 〃 〃 ○

鑑
類 情報産業便覧

情報産業新聞社 51年 ○

JIPDECジ ャ ー ナ (財)日本情報処理 (財)日本情報処 52年 ○

ル%.32 開発協会 理開発協会
一10年 の あ ゆ み 一

国際情報の現状と展望 (財)日本情報処 (財)日本情報処 昭和43年 ○

理開発センター 理開発セ ンター

米国における情報処理の
〃 〃 43年 ○

海 実態

米国における情報処理技 〃 〃 43年 ○

術者教育の現状

外
米国および欧州における

〃 〃 43年 ○

情報処理産業の動向

関 アメリカの情報産業
日本生産性本部

日本経営情報開

〃 44年 ○

発協会

係 米国におけ るソフ トウェ

ア産業の動 向

(財)日 本情報処

理開発 センター

〃 44年 ○

米国の電子工業需要予測 (財)機械振興協 (財)機械振興協
44年 ○

会経済研究所 会経済研究所

海外における情報産業の (財)日本情報処 (財)日本情報処
45年 ○

動向 理開発 セン ター 理開発 センター

IFIPコ ン ピ ュ ー タ 教
〃 〃 45年 ○

育世界会議および欧州に
おけ るコン ピュータ教育

状況調査報告書
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分類 資 料 名 著 者 編 者 発 行 所 発 行 年
内 容

解 説 統計

米国の企業経営と電子計 日本電子計算機 日本電子計算機 昭和44年 ○

算機その1975年 ま で ㈱ ㈱
の影響

米国、西独 および仏国 に (財)日本情報処 (財)日本情報処 46年 ○
おける情報処理の実態 理開発 センター 理開発センター

米国のデー タ通信 とCA (財)機械振興協 (財)機械振興協 46年 ○
TV 会 会経済研究所

海 米国における情報処理産 (財)日本情報処 (財)日本情報処 46年 ○

業の実態 理開発 センター 理 開発センター

海外の情報産業 〃 〃 46年 ○

東欧における情報処理の 〃 〃 47年 ○
外 実態

米国の コン ピュータ周辺 (財)機械振興協 (財)機械振興協 46年 ○

機器産業 会経済研究所 会経済研究所

米国の病院情報システム 〃 〃 47年 ○
関 産業

海外の情報産業 (財)日本情報処 (財)日本情報処 48年 ○

理開発 センター 理開発 センター

米国の州および地方地自 〃 〃 48年 ○
係 体における情報処理の実

態

諸外国 におけるデー タベ (社)経済企画協 (社)経済企画協 47年 ○
一 ス パ タ ー ン処 理 会 会

テレックス/IBM裁 判 日本電子計算機 日本電子計算機 49年 ○

公開文書の分析

IBMの 企 業戦略(Vol.1)

テ レ ックス/IBM裁 判 ノノ 〃 49年 ○

公開文書の分析

IBMの マ ー ケ ッテ ィ ン

グ戦略 と組織体制づくり

(Vol.1.2)

米国における基礎情報処 通 産 省 通 産 省 47年 ○

理技術の趨勢

一71一



内 容
分類 資 料 名 著 者 編 者 発 行 所 発 行 年

解説 統計

米国の企業経営電子計算 ス タ ン フ ォ ー ド 日本電子計算機 昭和44年 ○

機 研究所 ㈱

欧米の電子計算機事情 日本生産性本部 日本生産性本部 38年 ○

海外の情報産業 (財)日本情報処 (財)日本情報処 48年 ○

理開発 センター 理開発センター

海外情報処理の現状と展 〃 〃 48年 ○

望

海

海外の情報産業 〃 〃 49年 ○

ヨー ロ ッパ に お・け る情 報 〃 〃 50年 ○

処理教育等の実態調査

外 海外の情報産業一米国の 〃 〃 50年 ○

通信産業一

欧州における情報処理の 〃 〃 50年 ○

実態

関 カ リ フ ォル ニ ア 州 に お・け (財)日本経営情 (財)日本経営情 48年 ○

るコンピュータ高度利用 報開発協会 報開発協会

の実態

海外情報処理の現状と展 日本情報処理開 日本情報処理開 48年 ○

望 フ ラ ン ス 、 西 ドイ ツ 発協会 発協会

係 ア メ リ カ

海外の情報産業 〃 〃 51年 ○

米国の電子計算機 ・周辺 日本貿易振興会 日本貿易振興会
48年 ○

端末機器産業

ア メ リ カ に お け る コ ン ビ 機械振興協会経 機械振興協会経 51年 ○

ユ一夕産業 と政府の役割 済研究所 済研究所

海外研究開発 レポー ト 電子技術資料セ 電子技術資料セ 49年 ○

CodasylData ン タ ー ン タ ー

Description

Language

海外 研究開発 レポー ト 〃 〃 49年 ○

ARPANetworkCur一

rentNetwork

ProtocoisBandI
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内 容
分類 資 料 名 著二者 編 者 発 行 所 発 行 年

解 説 統計

海外研究開発 レポー ト 電子技術資料セ 電子技術資料セ 昭和49年 ○
ARPANetworkCurr一 ン タ ー ン タ ー

entNetwork

ProtocolsBand丑 〃 〃 49年 ○

海外研究開発 レポー トマ 〃 〃 48年 ○
イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ ネ ッ

ト ワ ー ク

海 〃Mbdeling
. 〃 〃 50年 ○

Considerationin .

ComputerCommuni一

cationResource

Control

外 〃Deadlock 〃 〃 49年 ○
inDistribute

.ComputerNetworks

.

〃DataCompu一 〃 〃 50年 ○

関

terProject(0-2)

〃(o-3) 〃 〃 50年 ○

海外研究開発 レポー ト 〃 〃 50年 ○
DataComputer

係
Project(〇-4) '

〃(o-5) 〃 〃 50年 ○

〃Magnetic
. 48年 ○

プ DrumandCore

Memories

〃Magnetic 〃 〃 48年 ○
DiskMbmories

〃Magnetic 〃 〃 48年 ○
TapeMemories

〃VIPTRAN 〃 〃 ○

AProgramming

LanguageandIts

CompilerforBoolean

oτProcessControl

Equations
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内 容

分類 資 料 名 著 者 編 者 発 行 所 発 行 年
解説 統計

海外研究開発 レポー ト 電子技術資料セ 電子技術資料セ 昭和50年 ○

DistributedCompu一 ン タ ー ン タ ー

tationandTENEXi一

RelatedActivities

〃 〃 〃 49年 ○

AGraphModelAna1一

ysisofComputerCb一

㎜unication仕otocols

海

海外研究開発 レポー ト 〃 〃 50年 ○

SALOGS-A6600

ProgramtoPerform

DigitalLogic

Simulationand

外 faultDiagnosis

欧米諸国の行政機関等に 行政情報システ 行政情報システ 52年 ○

おける情報処理の現状と ム研究所 ム研究行

将来

関 海外におけるEDP資 料集 〃 〃 52年 ○

わが国および外国の情報 〃 〃 52年 ○

処理に関する資料集

カ ナ ダ の コ ン ピ ュ ー タ市 機械振興協会経 機械振興協会経 52年 ○

係 場 済研究所 済研究所

米国におげるネッ トワー 医療情報システ 医療情報システ
52年 ○

ク シ ス テ ム とCIス キ ャ ム 開 発 セ ン タ ー ム開 発 セ ン タ ー

ン画像 システムの動 向

医療情報システム調査報 〃 〃 52年 ○

告書一ア メリカにおける

医療情報 システムの実態
一

テレックス/IBM裁 判 日本電子計算機 日本電子計算機 49年 ○

公開文書の分析 ㈱ ㈱

IBMのFS戦 略 と世界

戦略

ドィッ連邦共和国の第2 ドイツ連邦共和 日本経営情報協 47年 ○

次情報処理振興計画 国教育科学省 会
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分類 資 料 名 著 者 編 者 発 行 所 発 行 年
内 容

解説 統計

欧 米 の デ ー タ ベ ー ス'サ 日本情報処理開 日本情報処理 昭和53年 ○

海
一 ビス ー海外調査貴報

とヒ_口

発協会 開発協会

外 Computerterminals FrOst&Sa1一 53年 ○

inEuropeVol.L皿 livaninc.

関
MinicomputerPeri一 〃 50年 ○

pheralandSoftware

係 inEuropeVo1.1、2

,

一75一



表4-3内 外 における主要 なコンピュータ関連団体一覧

(1)国 内

団 体 名 所 在 地 電 話

EDPユ ーザー団体連合会 106東 京都 港区六本木3-2-12 03-586-1111

日本 ア イ ・ピ ー ・エ ム ㈱ 内

財団法人 医療情報システム開発 107東 京都港区赤坂2-3-4 03-586-6321

セ ン タ ー 赤坂パ ーク ビル10階

財団法人 関西情報センター 531大 阪 市北区玉江町2-2 06-448-6631

大阪国際貿易センタービル4階

財団法人 機械振興協会 105東 京都港区芝公園3-5-8 03-434-8211

機械振興会館内

協同システム開発株式会社 105東 京 都港区虎の門2-8-10 03-503-4981

第15森 ビル

社団法人 行政情報システム研究所 105東 京都港区芝公園3-4-30 03-438-1678

第32森 ビル

財団法人 産業研究所 100東 京 都千代田区霞が関3-2-5 03-581-6401

霞か関ビル

社団法人 情報処理学会 105東 京都港区芝公園3-5-8 03-431-2808

機械振興会館内

情報処理振興事業協会 105東 京都港区浜松町2-4-1 03-437-2301

世界貿易センタービル

財団法人 生活映像情報システム 104東 京都 中央区銀座4-10-5 03-541-2621

開発協会 三幸 ビル1階 、4階
～4

財団法人 世界経済情報サービス 105東 京 都港区浜松町2-4-1 03-435-5731

世界貿易 センタービル別館
～45

社団法人 ソフトウェア産業振興 105東 京都港区芝公園3-5-8 03-436-3938

協会 機械振興会館内

財団法人 地方自治情報センター 102東 京 都千代田区一番町25 03-264-0691

中小企業振興事業団 107東 京都港区赤坂1-9-13 03-584-0351

(府 中市 中小企業研修所)

超 エル ・エス ・アイ技術研究組合 213川 崎 市高津区宮崎4-1-1 044-855-7222'

日本科学技術情報センター 100東 京都千代田区永田町2-5-2 03-581-6411
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団 体 名 所 在 地 電 話

社団法人 日本経営協会 151東 京 都渋谷区千駄 ケ谷4-1-13 03-403-1331

生協会館内

日本商工会議所 100東 京都千代田区丸 の内3-2-2 03-283-7710

～1

財団法人 日本情報処理開発協会 105東 京都港区芝公園3-5-8 03-434-8211

機械振興会館内

社団法人 日本情報 センター 105東 京都港区虎の門2-6-4 03-501-4821

第11森 ビル7階 ～2

財団法人 日本生産性本部 150東 京 都渋谷区渋谷3-1-1 03-409-1111

財団法人 日本データ通信協会 106東 京 都港区麻布台1-6-19 03-586-1621

郵政省飯倉分館

社団法人 日本電子工業振興協会 105東 京都港区芝公園3-5-8 03-434-8211

機械振興会館内

財団法人 日本特許情報センター 105東 京 都港区虎の門1-5-16 03-503-6181

晩翠ビル内

社団法人 日本農村情報システム 100東 京 都千代田区内神田2-5-11 03-254-1703

協会 桐治 ビル4階 ～5

社団法人 日本能率協会 105東 京 都港区芝公園3-1-22 03-434-6211

協立 ビル

,
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(2)外 国

国 名 団 体 名 所 在 地

ドイツ連邦共和国 GesellschaftfurMathematik Bonn(GMD),

undDatenverarbeitungmbH SchlobBirlinghoven,

(GMD) Postfach12405205St.Augustin1

FederalRepublicofGermany

フ ラ ン ス InstitutdeRecherche'd DomainedeVoluceau,

Informatiqueetd,Automa. Rocquencourt78150LeChes・

tique nay,France

(IRIA)

イ ギ リ ス TheNationalComputing
OxfordRoad,ManchesterM

CentreLimited. 17ED,England

(NCC)

ア メ リ カ

、
ComputerandBusiness 1828LStreet,N.W.,

EquipmentManufacturesAss. Washington,D.C.20036

(BEMA) U.S.A.

(Tel.202-466-2288)

カ ナ ダ CanadianBusinessEquip. Suite200,

mentManufacturersAss. 1GreensboroDrive,Rexdale

Ontario,CanadaM9WIC8

(Tel.416-248-6179)

'

■

4.2課 題 別 デ ー タ の 利 用 状 況

コンピュータ産業においては、課題 ごとにデータが あるのは非常に少な く、む しろ定性的 なもの

が多い。

したが って、 データの うち、比較的 コンピュータ産業に関連 あるものだけについて、課題 に合わ

せ て収録、分析 し、その利用状況等 をまとめた ものが表4-4で あ る。

旬
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表4-4デ ー タ 利 用 の 現 状

.

デ ー タ 情 報 デ ー タ デ ータ
デ ー タ 名 課 題

分類 項 目

■

入 手 先 利用間隔 重要度
.

産供 販技 標技 特 輸 通 海 投情 財 レ 税 工 公 企 定
業
構 給 売

術

開
準 術
提 許 出 貨

外

帯 資
報
料
多
ノヒ 制
場

立 害 業 常

進

攻
政 政
発

政

化

政
拷

問
対 政 対

揚

間
環
化

協 対
つ

そ
対
地

政
対 経 業

策 策 策 策 策 題 策 策 策 題 境 力 策 策 策 策 策 営 務

各 種 経 済 見 通 し 日経 セン タ ー他 四半期、年度 A ○ ○ ○ ○ ○

経 済 計 画 各 種 経 済 計 画 経 済 企 画 庁 年 度 A ○ ○ ○ ○

産業 構造 の長期 ビジ'ヨン 通 商 産 業 省 〃 A ○ ○ ○ ○ ○

経

国 民 所 得 統 計 経 済 企 画 庁 四半期、年度 B ○ ○ ○

国 民 所 得 経 済 統 計 月 報 日 本 銀 行 月 、 年 B ○ ○ ○

済

賃 金 構 造 基 本 統 計 労 働 省

「

年 C ○

金融 ・財政 国 家 予 算 大 蔵 省 年 度 B ○ ○

全
・

主 要 企 業 経 営 分 析 日 本 銀 行 半 期 年 度 B ○ ○

企 業 経 営

法 人 企 業 統 計 委 報 大 蔵 省 四 半 期 C ○

般

設 備 投 資 各種設備投 資 調査 通産省経企庁等 半 期 年 度 A ○

物 価 卸 売 物 価 指 数 日 本 銀 行 月 A ○○ ○

日 本 貿 易 月 表 大 蔵 省 月 B ○ ○ ○

貿 易 '
r'

貿 易 業 態 統 計 表 通商産 業 省 年 B ○ ○
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デ 一 夕 利 用 の 現 状

デ ー タ
デ ー タ 名

情 報 デ ー タ デ ータ
課 題

分 類 項 目

■

入 手 先 利用間隔 重要度

産 供 販 技 標 技 特 輸 通 海 投 情 材 レ税 工 公 企 定

業

構 給 売
術

開
準 術

提 許 出 貨
外

市 資
報 料
タ
突
制」
場

立 害 業 常

造

政
政
'

政 発

政

化

政
鏡
開
対 政 対

揚

間
環
化

協 対 〃
対
対
地

政
対 経 業

策 策 策 策 策 題 策 策 策 題 境 力 策 策 策 策 策 宮 務

経 済 白 書 経 済 企 画 庁 年 度 B ○
.

○ ○ ○ ○

そ の 他 国 民 生 活 白 書 経 済 企 画 庁 年 度 C ○
1 ○ ○

経 済 協 力 白 書 通 商 産 業 省 年 度 C O ○ ○ ○

通 商 白 書 通 商 産 業 ㊨ 年 度 B ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

通 信 白 書 郵 政 省 年 度 A ○ ○

工 業 統 計 表 通 商 産 業 省 年 A ○ ○ ○ こ)

産 業 活動 商 業 統 計 表 通 商 産 業 省 年 A ○ ○ ○ o

全 般

鉱 工 業 生 産 指 数 通 商 産 業 省 月,年 C ○
、 ○

産 業 連 関 表 行政管 理庁他 5年 B ○

資 源 統 計 月 報 通 商 産 業 省 月 ・ 年 B ○ ○ ○ ○

関

関 連 産 業 非鉄 金属 等需 給統 計 通 商 産 業 省 月,年 A ○ ○ o

連

プ ラス チ ック 製 品統 計 通 商 産 業 省 月,年 A ○ ○ o

産

石 油 統 計 通
.商 産 業 省

月 ・ 年 B ○ o

業

エ ネ ル ギ ー 統 計 資源エネルギ「庁 月,年 B ○ o ○ こ)

■ρ 這 ●
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デ ー タ 利 用 の 現 状

工

デ ー タ 情 報 デ ー タ デ ータ
デ ー タ 名 課 題

分 類項 目
●

入 手 先 利用間隔 重要度
.

産 供 販 技 標 技特 輸 通 海 投 情 材 レ 税 工 公 企 定
業

構 給 売
術

開
準 術
提 許 出 貨

外

市 資
報
料
多
元 制
場

立 害
.

業 常

遣

欧
政 政
発

政

化

政
揚

間
対 政 対

揚

間
環
化

協 対
㌻
ク
対
対
地

政
対 経業

策 策 策 策策 題 策 策 策 題 境 力 策 策 策 策 策 宮 務

生産、出荷 機 械 統 計 月 報 通 商 産 業 省 月 、 年 A ○ ○ ○
'
o

在庫

実 行 関 税 率 表 大 蔵 省 年 B ○ ○ ○ ○ O
コ 輸 出 入

軽 機 械 輸 出通 関統 計 日本機械輸出組合 月 A ○ ○ ○ ○ ○
ン

A

日 経 市 況 日本経済新聞社 月 C ○ ○ ○
ビ

ユ

価格、流通

輸送、他

官 報
政 府 刊 行 物
セ ン タ ー 日 B ○ ○

1

特 許 公 報
政 府 刊 行 物
セ ン タ ー 日 A ○ ○

各 社 設備 投 資 計 画 表 通 商 産 業 省 半 期 A ○ ○ ○ ○ ○
タ

各 社 営 業 報 告 書 各 社 半 期 、 年 B ○ ○
産

有 価 証 券 報 告 書 大 蔵 省 半 期 、 年 C ○ ○

業

各 社 社 内 報 各 社 月 'A ○ ○

労 働 生 産 性 統 計 調 査 労 働 省 年 C ○ ○ ○ ○

毎 日 勤 労 統 計 要 覧 労 働 省 月 C ○

活 用 労 働 統 計 日本生産性本部 年 C ○



4.5デ ー タ利 用 の 実 例

データ利用の実例 については、 これ まで コンピュータ業界において、需要予測、技術、応用予測

等い くらかの例がみ られるが、 ここでは、その代表的 なもの として、産業構造審議会が業界 との協

力に よりまとめた計量予測 について、その方法、予測結果 を紹介する こととす る。

・～一昭和60年 度におけるわが国の情報化および情報産業の計量予測'一

この報告は、通商産業大臣が、産業構造審議会に対 し「情報化及び情報産業のあり方並びにこ

れらに対する施策のあり方如何 」との諮問を行い、これを受けてさきに中間答申(49年9月)

を報告したが、定量的な把握を行 うため計量化小委員会を設けて計量予測作業を行い通商産業省

に答申 した結果である。

1は じめに

1経 緯

(1)昭 和48年10月23日 通商産業大臣は産業構造審議会 に対 し「情報化及び情報産業の

あり方並 びに これ らに対す る施策の あり方如何 」との諮問を行 った。 これを受け、当情報産業

部会は活発 な審議検討を行った後、昭和49年9月27日 中間答申を行 った。

この中間答 申においては、わが国経済 をめ ぐる制約条件が厳 しくなって きている中で、将来

の豊かな活力ある福祉社会をめざし、多様化 し、高度化する国民ニ ーズを満た してい くために

は、情報 システムの整備、情報化の基盤整備及び情報産業の振興 とい った コンピュータ ・テク

ノロジーの活用 に よる情報化の推進の必要性が強調 された。

しか しなが ら、 この中間答 申は、定性的 な議論検討の上でなされた ものであ り、将来 の情報

化、情報産業の姿を明確 に し、それ を具体的政策に反映 させてい くためには、さらに定量的 な

把握 を行 う必要がある。

(2)こ の よ うな観 点か ら当情報産業部会は、中間答申を報告すると同時に引続 き計量化小委

員会 を設 け、昭和60年 度 を目標年度 とす る情報化及び情報産業 の計量予測 の作業 を行 うこと

を決めた。

計量化小委員会 は、昭和49年12月 に発足 し、翌50年1月 、同小委会の下 に、コンピュ

ータ産業計量化、情報処理産業計量化 、システム計量化の3つ の ワーキンググル ープを設置 し、

具体的作業 を進めて きた。

コン ピュータ産業計量化ワーキンググル ーブは コンピュータ産業を中心 としてハー ドウエア

面 の予測について、情報処理産業計量化 ワーキンググル ーブは情報の生産、流通 を行 う情報処

理産業を中心 としてソフ トウエア面の予測 について、システム計量化 ワーキンググル ープは開

発普及すべ き情報 システムの分野別規模の予測について鋭意作業 を行 って きた。

(3)こ の 作業には国際的 にも前例のない予測作業が含 まれてk・b、 コンピュータ ・テクノロ

ジーの生産及び利用に関する技術進歩、情報化の社会的制度的 な制約要件の予測等が困難 であ

、

'
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るため作業の道程は平坦 では なかった。

従 って予測結果は政府か適切な諸施策 を講ず ることを前提 としているものも相当含 まれ てい

る。

この作業結果 に基づ き、各方面において活発 な議論 と建設的な提案が行われ、その フ ィード

バ ックのもとに、 あらたな検討、諸施策の立案がなされることを期待す るものである。

第1表 情報化の予測(総 括表)

ひ

昭和49年 度 末 昭和60年 度 末 倍 率
年 平 均
伸び率(%)

1.コ ン ピ ュ ー タ

(1)汎 用 コ ン ピ ュ ー タ

① 設置台数(千 台) 30 107 3.5 12.2

② 設置金額(億 円) 19,464 74,674 3.8 13.0

第 一 次 産 業 529〔27%〕 1,534〔21%〕 2.9 102

第 二 次 産 業 ¢936〔35.6〕 29β72〔4α0〕 4.3 14.2

(製 造 業) (6β69)〔34.3〕 (28088)〔37.6〕 (42) (14.0)

第 三 次 産 業 8,878〔45.7〕 30ρ75〔4α2〕 3.4 1L7

政 府 等 3,121〔16.0〕 13,193〔177〕 4.2 14.0

(2)オ ン ライン用端末装置

① 設置金額(億 円) 1,838※ 22,362 12.2 23.2

② 汎用 コンピュータに対 11.4※ 29.9 一 一

する比率(%)

2.情 報処理技術者需要(千 人) 154※ ※ 578 3.8 12.8

a情 報 システム(7分 野)

(1)設 置 金額(億 円) 3,229※ 18,906 5.9 15.9

(2)汎 用 コン ピュータ全体に 20.1※ 25.3

占める割合(%)

(注1)

(注2)

※ は昭和48年 度 末

※※は昭和49年 度 末の推定値

第 一次産業 には農 協等 を含 む。

政府等は政府、政府関係機関、学校、病院等 である。

〔 〕内は構成比である。
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2.予 測 の概要

(1)以 下 では、作業結果 を情報化に関する ものと情報産業に関す るものにまとめて報告す る。

「情報化 」の範囲は中間答申 と同様、 コンピュータ ・テクノ ロジーを活用するものとし、その

指標 として、コンピュータ(汎 用 コンピュータ、オンライン用端末装置)の 設置状況、情報処

理技術者の需給動向及び情報 システムの規模 を示す。 「情報産業 」は 「情報化 」を供給面か ら

支え る産業の総称であるが、 「情報産業 」の範囲は中間答 申 と同様、 コンピュータ ・テクノ ロ

ジ_に 関連す る産業とし、その指標 としてコンピュータ産業及び情報処理産業の産業規模 を示す。

(2)情 報 化の予測結果 は第1表 にま とめ られている。これ らはス トックの概念 である。

第一の指標はコン ピュータの設置状況 である。その うち汎用 コンピュータについては昭和60

年 度末の設置台数は107千 台 で、買取価格 に換算 した設置金額 は74,674億 円 に達する。

昭和49年 度 末 と比較すると、台数ベ ースで3.5倍(年 平均伸び率122%)金 額 ベ ースで3.8

倍(年 平均伸び率13.0%)増 加 している。産業別設置金額の割合は第2次 産業においては増

加 し、第3次 産業においては減少する。

次にコン ピュータの より高度な利用方法であるオンラインの利用状況を示すオ ンライン用端

末装置の設置金額 をみると昭和48年 度 末には、1,838億 円 にすぎなかったものが年平均23.2

%で 増 加 し、昭和60年 度 末には、22,362億 円 に達する。汎用 コンピュータの設置金額に

に対す る比率 も11.4%か ら29.9%と 大 きく上昇する し、今後急速 なオ ンライン化か進む も

のと予測 される。

第2の 指標 と して情報処理産業及 び一般 ユーザに働 く情報処理技術者数 をみると、 システム

・エンジニア、 プログラマ、オペ レータ、キーパンチャ合計で、昭和49年 度 の154千 人 が

昭和60年 度 末 には578千 人 の需要 となb、3.8倍(年 平均伸 び率12.8%)増 加 する。 し

か し現在 の供給体制等 を前提に した場合、供給は399千 人 しか望めず供給率は69%に とど

まる。

第3の 指標 として、産業、社会、生活の効率化、高度化のために必要 な情報 システムにおけ

る汎用 コンピュータの設置金額 をみる。

中間答 申では情報 システム化 を促進すべ き分野 として①行政②産業③医療④交通 ・物流⑤公

害 ・環境 ⑥防災 ・防犯⑦教育⑧流通⑨地域社会生活の9分 野 をとりあげ ている。情報 システム

化は、当初産業の分野願 われ、やかて行政の分野に普及していった・上記③以下の分野は

け る情報 システムは、産業、行政分野 のシステムと区別 され社会システム と呼ばれるが 、この

分野 においては ようや くシステム化が行 われ始あたものの、今後 とも一層の進展が望 まれる と

ころであ り、 ここでは社会 システムに限 って計量化を行 った。7分 野の汎用 コンピュータの設

置金額は、昭和48年 末 の ・,229億 円 力・ら昭和 ・・鞭 末の ・8…6億 円囎 刀け る・汎

用 コン ピュータ全体に占める割合 も20.1%か ら25.3%に 増 加する。

(3)情 報産業の予測結果は第2表 に まとめ られ ている。

まず コン ピュータ産業 の生産額は年平 均伸 び率14.1%で 増加 し、昭和49年 度 の5,810
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億円か ら、昭和60年 度 には24,882億 円 となる。輸出は昭和49年 度 の213億 円が、昭

和60年 度 には3,932億 円 に達 し、輸 出比率は3.7%か ら、15,8%と 増 加する。一方輸入

額は昭和49年 度 の1,866億 円 か ら昭和60年 度 には5,238億 円 に増加するが、輸入比率

は減少する。昭和60年 度 にk'V■て も輸入額 は輸出額 を上回 っている。

次にソフ トウエア業、情報処理サー ビス業 、情報提供サー ビス業 よりなる情報処理産業 をみ

ると、その生産額は昭和49年 度 の2,453億 円 か ら昭和60年 度 には13,070億 円 に達 し、

、 その伸び率は16.4%と コン ピュータ産業の伸び率 より高い。情報処理産業 の情報産業全体 に

占める割合は、昭和49年 度 の約29%か ら昭和60年 には約34%と 増加する ことが注 目さ

れ る。

以上の コンピュータ産業 と情報処理産業 を合計 した情報産業の情報産業全体では昭和60年

度 で37,952億 円 に達 し、昭和49年 度 に比 し4.6倍(年 平均伸び率14.9%)に 増 加 する。

なお、以上述べた情報処理産業は顧客 のために情 報処理 を行 うものであるが、 コン ピュータ

・ユーザ及び メーカが社 内で行 う情報処理量は昭和60年 度 末で45 ,889億 円 に達す る見込

で ある。

第2表 情報産業の予測(総 括表)

■

昭 和

49年 度

昭 和

60年 度
倍 率

年平均伸
び率(%)

1.コ ン ピ ュ ー タ 産 業

(1)国 内 納 入 額(億 円) 7,463 26,188 3.5 12.1

(2)輸 入 額(億 円) 1,866 5,238 2.8 98

(3)輸 出 額(億 円) 213 3,932 18.5 30.4

(4)国 内 生 産額(1)一(2)十(3)(億 円) 5,810 24,882 4.3 141

⑤ 輸 出 比 率8(%) 37 15.8

2情 報 処 理 産 業 生 産 額(億 円) 2,453 13,070 5.3 16.4

a情 報産業総生産額1.の(4)十2(億 円) 8,263 37,952 4.6 14.9

皿 情報化の予測

1.コ ン ピュータの設置予測

(1)経 済 社会にk"け る 「情報 」の役割 は、今後 さらに飛躍的に重要性 を増す もの と予想 され

るが 「情報 」を適時適切に収集、加工、提供 するには、 コン ピュータ ・テクノロジーの利用 が

不可欠である。

情報化の第一の指標 として、その時点 におけるコン ピュータ設置金額及び台数 をみ る。昭和

60年 度末 においては汎用 コン ピュータの設置台数 は107千 台、設置金額(稼 動 している汎

用 コンピュータを買取価格に換算 した額)は 、74,674億 円に及ぶ もの と思われ る。 昭 和
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49年 度 末 と比較 すると台数ペ ースで3.5倍(年 平均伸 び率12.2%)金 額 ベ ースで3.8倍

(年 平均伸び率13.o%)と なる。(第2表)

(2)型 別 の内訳では、大型(売 価換算額2億5,000万 円以上)の 伸長が目だ ってお り、全

体金額に占め る比率 も昭和49年 度 末の56.7%か ら、昭和60年 度 末には63.2%に 達 す る。

(第3表)

第3表 汎用 コン ピュータの設置予測(型 別)

年平 均

昭和49年 度 末 昭和60年 度末 倍 率 伸 ひ率
(%)

大 型
1,725

(5.7)%

4,763

(45)%
28 97

設

置
中 型

5,441
(1&1)%

15,203

(14.2)%
28 9.8

台

数
小 型

7,337
(24.4)%

21,837

(2α5)%
3.0 10.4

公
超 小 型

15,592

(51.8)%

64,778

(6α8)%
42 13.8

巳
計

30,095

(100.0)%

106,581
(100.0)%

3.5 12.2

■

設
大 型

11,047
(56.7)

47,154
(63.2)

4.3 14.1

置 中 型
5β79

(30.2)

18,623

(24.9)
32 1L1

金

額
小 型

1,572
(8.1)

4,913
(6.6)

3.1 10.9

貧 超 小 型
966

(5.o)

3,984

(53)
4.1 13.7

円
)

計
19,464
(100.0)

74,674

(100.0)
3.8 13.0

(注1)

(注2)

(注3)

「設 置金額 」は、実際 に稼動 している コンピュータをす

べて買取価格 に換算 して合計 した ものである。

買取価格換算 で、大型は2億5,000万 円 以上、中型は

4,000万 円 以上、小型は1,000万 円以上、超小型は

1,000万 円未満の コン ビ=一 夕をい う。

()内 は 構成 比である。

D

(3)業 種別 にみると第2次 産業 の比重が増加す るが、その中では建設業、輸送機械、鉄鋼 な

どが伸ひ、電気機械、非鉄金属 などで伸び率の鈍化が見込 まれる。政府等の割合は微増 し、第
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第4表 汎用 コンピュータの設置予測(業 種別)

(単 位 、億円、%)

昭 和

49年 度 末
昭 和
60年 度末 倍 率

49 60

第1次 産 業 529 1,534 29 27 21'1

製 造 業 プ ロ セ ス 2533 11,059 4.4 1ao 14.8

食 品

繊 維

紙 ・ パ ル プ

化 学

窯 業

鉄 鋼

非 鉄 金 属

276

182

75

802

113

856

229

1,260

607

264

a354

570

4,351

633

4.6

33

35

42

5.0

5.1

29

1.4

0.9

04

4.1

0.6

44

1.2

1.7

0.8

0.4

4.5

0.8

58

α9

製造 業 アセ ン ブ リ 4,136 17,029 4.1 21.3 228

機 械

電 気 機 械

輸 送 用 機 械

その他の製 造 業

369

2296

984

487

1,511

7,382

5,699

2,437

4.1

a2

5.8

50

1.9

11.8

5.1

25

20

99

7.6

&3

製 造 業 計 ⑤669 28,088 4.2 34.3 376

鉱 業 建 設 267 1,784 67 1.4 24

鉱 業

建 設

32

234

101

1,683

32

7.2

α2

1.2

α1

23

第2次 産 業 6,936 29,872 4.3 35.6 40.0

卸 小 売 2042 7,156 35 1α5 敷6

金 融 、 保 険証 券 4468 13,404 30 2&0 1&0

金 融

保 険

証 券

亀442

658

368

9807

1,563

2034

29

24

5.5

177

3.4

1.9

13.1

21

27

その他の第3次 産業 2368 9,515 4.0 122 127

不 動 産

運 輸 通 信

電 気 ガ ス

サ ー ビ ス

22

586

347

1,412

85

2031

1,790

5,609

ag

3.5

52

4.0

0.1

3.0

■8

7.3

α1

27

24

75

第3次 産 業 8,878 3α075 34 45.6 4α3

政 府 機 関 2589 10,070 40 133 135

国 地方公共団体

政 府 機 関

1,103

L486

3466

6,604

a1

己4

57

76

4.6

88

学 校 487 2,752 37 25 a7

大 学

高 校 そ の 他

403

84

2491

261

62

31

21

α4

33

04

病 院 45 371 62 α2 α5

政 府 等 al21 13193 4.2 160 7.7

合 計 19464 74674 a8 100.0 100.0
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一次産業及 び金融保険等の第三次産業は、相対的に比率が落 ちると見込 まれ る。(第4表)

この ように、従来 コンピュータの導入傾向が顕著であった業種では、成熟期 に入 り、従来余

リコンピュ一夕が導入 されていなか った業種では大 きな伸長が見込まれ、全体 として、コンピ

ュータの普及利用か進んでい くと思 われる。(第5表)

第5表 オ ンライン用端末装置の設置予測

(単 位 、百万円、%)

年平均
、

昭 和
48年 度末

昭 和
60年 度 末

倍 率
伸 び率

.

60/48

製 造 業 23,896 26a149 1LO 22.1

商 業 亀610 58175 16.1 261

金 融 104,128 1,33qg51 128 237

証 券 ⑤045 103182 17.1 267

保 険 2,346 19,301 8.2 192

運 輸 通 信 7,697 68,900 ⑨0 2α0

電 力 、 ガ ス 2,105 29,267 139 247

サ ー ビ ス 不 動 産 16878 186,242 11.0 22.2

政 府 12,525 128,714 10.3 21.4

地 方 公 共 団 体 640 3β45 60 1(云1

学 校 340 6,475 190 27.8

法 人 団 体 997 16,340 16.4 262

そ の 他 2,644 21,703 &2 19.2

計 183851 2.236244 122 23.2

●

(4)次 に オンライン用端末装置の設置状況 をみ る。オンライン用端末装置 とは通信回線 を通

じてコン ピュータの中央処理装置 に常時 または随時に接続 して使用する入出力装置である。オ

ンライン用端末装置 の設置金額は、昭和48年 度末1,838億 円 であった ものが昭和60年 末

まで、平均23.2%の 伸 びで増加 し、昭和60年 度 末には、22,362億 円 になるもの と予測

され る。主 な設置業種は、金融、 サービス、不動産、政府、証券等 である。

2.情 報 処理技術者 の予測'

(1)情 報処理技術者は、情報化の推進主体 として、今後 ますます、その重要性が増大 して く

るが、わが国の労働力の絶対的な不足傾向 と情報処理教育の困難性に より、優れた情報処理技

術者 を確保す ることは容易でない。

(2)情 報処理産 業及 び一般=一 ザに働 く昭和49年 度 末の情報処理技術者は154千 人 であ

るが、 コンピュータの急速 な普及に伴 い、昭和60年 度 末の需要数 は578千 人 と見込まれ る。
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これは、年平均伸び率12.8%で あ り、要員 省力化対策 に よリコンピュ一夕の設置金額 の伸び

率 よりは小 さくなる ものと予測 される。

情報処理技術者はシステム ・エンジニア、フ.ログ ラマ、オペ レータ及びキ ーパンチ ャか ら構

成 されるが、 この職種別 では システム ・エンジニアに対 する需要の伸 びか最 も高い。(第6表)

第6表 情報処理技術者の需要予測

(千人)

昭 和
47年 度末

昭 和
60年 度末 倍 率

年 平 均
伸び率(%)

シ ス テ ム

エ ン ジ ニ ア

情報処理業 28 125 4.5 122

一 般 ユ ー ザ 168 107.9 6.4 15.4

計 1{λ6 1204 6.1 15.0

プ ログ ラマ

情報処理業 8.2 22.0 2.7 7.9

一 般 ユ ー ザ 353 132.8 a8 10.7

計 435 154.8 36 1α3

オ ペ レ ー タ

情報処理業 33 9.8 ao 87

一 般 ユ ーザ 1&3 70.3 38 1α9

計 21.6 80.1 37 10.6

キ ー パ ン

チ ャ

情報処理業 7.3 2α7 28 8.3

一 般 ユ ーザ 607 2023 33 9.7

計 68.0 2230 a3 96

計

情報処理業 21.6 65.0 ao 8.8

一 般 ユ ーザ 131.1 5133 39 11.1

計 1527 57&3 38 10.8

●

(3)一 方 、 この需要の増大 に対 して、現在予想 される昭和60年 度vafoげ る情報処理技術者

の供給は399千 円 と見込まれ る。需要 に対す る供給の比率 を職種別に見るとシステム ・エンジ

ニア及びプログラマは約80%の 充 足率 となるが、オペレータ及びキーパンチャについては充

足率約60%で あ る。

3.情 報 システムの規模予測

(1)コ ン ピュ三夕を中核 とした種 々の情報 システムの開発 と普及は、高ue3±会 実現のために

は、不可欠 の役割 を担 うもの と期待 されている。

経済、社会、生活に関する諸現象は複雑 多岐にわた ρてお り、それ らの効率化、高度化 を目

指 し、多 くの要因 を考慮 しつつ問題解決 を図 る情報 システ,ムも多種多様 な態様 を示す こととな

る。

中間答申では、情報化 を促進すべ き分野 として、①行政 ②産業 ③医療 ④交通 ・物流
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⑤公害 ・環境 ⑥防災 ・防犯 ⑦教育 ⑧流通 ⑨地域社会生活 の9分 野 をとbあ げてい る・

情報 システムは、当初産業活動の分野 に登場 し、やがて行政の分野に普及 して きた。やかて

それ らの分野にとどまらず、上記③以下の社会 、生活領域 にまで及ぶ ようになったが、未 だ上

記①及び② の分野ほ どの普及はみていない。 しか し今後人々の生活が多様化するにつれ この分 ・

野の情報 システム化の必要が増大す るもの と思われ る。

今回の計 量化では③か ら⑨ の7つ の分野について、昭和60年 度 末における情報 システムの

規模 を汎用 コン ピュータ及び情報処理要員 について推定 した。

第7表 情報システムの規模予測(7分 野)

昭和48年 度末 昭 和60年 度 末 汎 用 コ ン ビ ュ ー

7分 野 名
汎用 コン ピュー

タ 設 置 状 況
汎用 コンピュータ設置状況 情報処理要員

タ設置 金額 の

年平均 伸 び率

(億 円) 台 数(台) 金 額(億 円) (千人) (60/48)(%)

医 療 90(0.5) 1,304(1.2) 1,071(1.4) 67(19) 22.9

交 通 ・物 流 740(4.6) 2,579(24) 3,457(46) 14.6(4■) 13.7

公 害 ・環 境 75(0.4) 1,055(9.9) 913(L2) 4.6(1.3) 23.2

防 災 ・防 犯 37(α2) 1,755(1.7) 830(1.1) 65(1.8) 30.0

教 育 407(25) 4013(38) 2760(3.6) 2ag(67) 17.2

流 通 1,530(95) 14,563(137) 6,770(9.0) 329(93) 13.2

地域社会生活 350(2ユ) 2,472(2.3) a105(4.1) 119(34) 20.0

7分 野 計 a229(20.1) 27,741(26.0) 1亀906(253) 1012(285) 15.9

国 内 全体 計 16,019(100) 106581(100) 74β74(100) 3553(100) 13.7

、

(注1)

(注2)

(注3)

(注4)

「設置金額 」は買取価格に換算 した額。

()内 は 、国内全体 を100と した時 の構成比である。

「情報処理要員 」はシステム ・エンジニア、 プログラマ、オペレータを含みキーパン

チャは含 まれていない。

各分野間の重複は約5%程 度 。

(2)第7表 は これ らの7つ の分野 におけ る昭和60年 度 末の汎用 コンピュータ設置金額及び

情報処理要員(た だ し、ここではキ ーパ ンチャは含めない)の 予測を示す。7分 野相互間 には

若干の重複 がある。

以上7つ の分nyにfO・け る汎用 コン ピュータの設置金額 は18,906億 円 とな り、国内全体 の

汎用 コンピュータ設置金額 に占める比率 は25.3%で あ る。 また、7つ の分野 における情報処

理要員は101千 人 で、国内全体の情報処理要員 に占める比率は28.5%で ある。

(3)各 分野の あらま.しを見る と次の とk・り。
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イ 医療分野

医療分野 についてみ ると、病院 自動化 システム、病院管理情報 システム等の院内 システムは、

病院が主 たる開発主体 とな って、昭和50年 代前半にか なり普及する と見込 まれ るが、一方、

救急医療 、遠隔医療、環境衛生等の病院外での システムは、国、地方 自治体等を主 たる開発主

体 として、昭和50年 代 の後半になってか らの普及が見込まれる。

当分野の コンピュータ設置金額は、昭和60年 度 末で1,071億 円 と見込 まれるが、その う

ち診療報酬請求業務等 を行 う病院管理情報 システムが463億 円 と半数近 くの比重を占める こ

ととなる。開発、普及についての主 な制約条件は、開発 コス トが高い ことである。開発に対す

るニーズについては救急医療 と遠隔医療 についての ものが最 も高い。

ロ 交通 ・物流分野

交通 ・物流分野 については、輸送対象 としては旅客 、貨物 を、輸送 手段 としては航空、 自動

車 、鉄道、船舶 を、輸送施設 としては空港 、道路、駅 、港湾 、倉庫 、パイプラインを、環境 と

しては、気象 をカバー してい る。今後管理、制御、デ ータバ ンク、情報 サービス、予約サ ービ

ス、経営合理化等 を含めた、ほぼ あらゆる分野において、情報 システ ム化が進展す るもの と予

測 され、昭和60年 度 末には3,457億 円の コンピューー一夕の設置が見込まれる。 この分野は、

オ ンライン化 が著 しいと予測 されてい る。開発主体については、政府、公共機関の果 たすべ き

役割は、当然大 きいが、企業間 の協力 による情報 システムの共同開発及 び共同設計の必要性 も

高まるもの と考え られ る。

ハ 公害 ・環境分野

公害 ・環境 分野については、データバンク、広域公害、環境予測 システム、公害監視 システ

ム、廃棄物関係 システムの開発、普及が予測される。開発主体、開発費用 の負担 とか らん で、こ

れ らの情報 システ ムの普及は、法的義務付け等の進展に大 きく依存す ると考え られ る。

当分野 における昭和60年 度 末 のコンピュータ設置金額 は、913億 円 と見込まれるが 、そ

,の うち、公害監視 システムが519億 円 と半数以上の比重を占めることとなる。

二 防災 ・防犯分野

防災 ・防 犯分野では システ ムが国家的 レベル、地方 自治体 レベル、企業民間 レベルの ものに

大別 される。各 レベルで普及すると見込まれる主要 システムは、国 レベルでは全国気象観測網

システム、全国警 察情報管理 システム、地方 自治体 レベルでは危険物監視、ガス ・上下水道 防

災 システム、地域避難誘導 ・救急 ・救助 システム、企業民間 レベルでは ビル ・工場事業防災予

防 ・避難誘導 ・救急 ・救助及び防災 システム、住宅火災予防 ・防犯 システムである。

当分野 の昭和60年 度 末 のコン ピュータ設置金額は、830億 円 と見込まれている。また、

オ ンライン化が進展 することが予測される。

ホ 教育分野

教育分野については、身体障害者教育情報 システム、中高年層教育情報 システム、基礎教育

情報 システム、大学教育情報 システムが開発普及 し、昭和60年 度 末で2,760億 円 の コン ビ
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ユ一夕の設置が予測 されるが 、この うち、大学教育情報 システムが2,300億 円 とこの分野 の

8割 以上の比重 を占めることとなる。また、オンライン端末の設置額 では、基礎教育情報 シス

テムが この分野の9割 以上の比重 を占めることが注 目され る。

へ 流通 分野

流通分野では商取引 を行 う産業(商 社、仲介業、卸問屋、小売業等)を 対象 としており、 ロ

で扱 った物流分野及び農協、漁 協等の団体内部のシステムは対象 と していない。

卸小売企業 内システムは採算性等の制約は あるが経 営の計数管理、省力化等のニーズが大 き

いのでコン ピュータ設置規模は、将来 とも当分野の9割 以上 を占め ると見込 まれる。

この他に、総合貿易情報 システム、生鮮食料品流通情報 システム等の形成が見込 まれ当分野

全体の昭和60年 度末の コンピュータ設置金額は6,770億 円 と予測 される。

ト 地域社会生活分野

地域社会生活分野については 、生活に必要 な情報を提供するシステム、生活 の合理化を図 る

ために必要 なシステム、総 合的 な生活情報 システムに大 きく分類 される。当分野の コン ピュー

タ設置金額 は、昭和60年 度末va3,105億 円 と予測 され、前記の分類でみると、それぞれ約

4割 、5割 、1割 と予測される。当分野の システムか将来発展するか どうかについては、安価

の端末装置が開発 され、各家庭 に導入 される ことと、情報に対する対価支払 い意識が向上する

ことによる。

なお、生活映像情報 システムの普及 も当分野におけ るシステム化 の進展 に大 きく寄与する も

の と思われる。

●

皿 情報産業 の予測

Lコ ンピュータ産業の予測

(1)情 報 化を供給面か ら担 う情報産業は、 コンピュータ産業及び情報処理産業(ソ フ トウエ

ア業 、情報処理 サービス業、情報提供 サービス業)に 分類 され る。(中 間答申においては、 シ

ンクタンク業 を情報処理産業に含めているが、今回 の予測作業の対象 とは していない。)

(2)昭 和60年 度vak・け るコンピュータ産業の生産規模は第8表 の とお り24,882億 円 に

なるもの と予測 され る。 これは、昭和4-9年 度 の5,810億 円 か ら年平均14.1%の 伸 び とな

っている。、'、 一

(3)コ ン ピュータ産業の うち汎用 コン ピュータについてみ ると昭和60年 度 の納 入金額は、

18,759億 円で年平均伸 ひ率 はlO.3%と 予 測される。型別には大型 と超小型 の伸びか大 き

い。(第9表)

(4)オ ンライン用端末装置の昭和60年 度 における納入金額は4,348億 円 とみ られ、昭和

49年 か ら年平均2α0%の 伸 びを示す ことになる。 この急成長 は、コン ピュータ ・システム

のオンライン化か著 しい こと、端末装置 の技術革新が活発である こと、機能の高度化、種類 の

多様化に より適用普及領域か拡大 されてい くこ.と等に よるもの と思われ る。
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第8表 コンピュータ産業の予測

否

年 度

項 目

昭和49年 度

(億 円)

昭和60年 度

(億 円)

倍率
年 平 均

伸び率(%)

汎用 コン ピュー タ 納 入 金 額(A)

オ ン ライン用端末装置納入金額(B)

ミニ コ ン ピュ ー タ納 入 金 額(C)

6,408

584

471

18,759

4,348

3,081

29

7.4

6.5

10.3

2α0

1&6

納 入 額 計(A十B十C)(D) 7,463 26,188 35 121

(国 内 生 産 比 率%)(E)

国 内 生産 分納 入 額(D×E)(F)

コ ン ピ ュ ー タ 輸 出 金 額(G)

(75)

5,597

213

(80)

20,950

3,932

a7

1&5

一

12.7

3α4

コン ピ ュータ産業 生産 額(H)(F十G) 5810 24,882 4.3 14.1

輸 出 比 率(1冷
)

37 15.8

第9表 汎用 コンピュータの納入予測

単位:億 円、台

昭和49年 度 昭和60年 度 倍 率 年平均伸び率(%)

金

額

大 型

中 型

小 型

超小 型

a788

1,700

570

350

12084

4,077

1,500

1,098

32

2.4

26

31

11.1

&3

α2

10.9

計 6,408 18,759 29 1α3

台

数

大 型

中 型

小 型

超 小型

532(62)

1279(150)

2377(279)

4374(5α9)

1,168(49)

ag54(125)

臥316(224)

14255(602)

22

23

22

33

7.4

7.9

76

11.4

計 8535(10α0) 23693(10α0) 2.8 97

■ (注1)「 納 入金額 」は、当該年度 に納入 された コンピュータをすべて買取価 格

に換算 して合計 した ものである。

(注2)買 取価 格換算 で、大型 は2億5,000万 円以上 、中型は4,000万 円以

上、小型は1,000万 円以上、超小型は1,000万 円未満 の コン ピュータ

をい う。

(注3)()内 は 構成比である。
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(5)ミ ニ コン ピュータは昭和40年 に米国 で初め て発表 されたのに続 きわが国で も昭和43

年 に国産の ものが発表 され、以後急速 に普及 して きた。今後技術革新 を背景 として機能の多様

化、高度化に より独 自の応用分野 を切 り開いてい くもの と思われ、昭和60年 度には、昭和49

年 度 の約6.5倍 に あたる3,081億 円 の ミニ コンピュータが納入 されるもの と予測 され る。

(6)コ ン ピュータは今後、重要 な輸 出商品 として成長 してい くことが予測 され る。昭和60

年度 には3,932億 円が輸出されるもの と見込まれ、輸 出比率 も3.7%か ら15.8%に 増 加す

ることとなる。

2.情 報 処理産業の予測

(1)ソ フ トウエア業、情報処理サ ービス業 、情報提供サー ビス業か らなる情報処理産業の市

場規模は、昭和49年 度 に2,453億 円 であったが、年平均16.4%で 成長 し、昭和60年 度

には13,070億 円 に なると予測 される。

(2)業 務別 の売上高構成比では、売上げの約43%を 占めていたバ シチ処理が約35%ま で

低下 し、代 ってより高度なオン ライン処理(リ モ ー トバ ッチ及びタイムシェア リングサービス)

が今後急速に成長 し、昭和60年 には約16%に 達 する。ソフ トウエア開発 による売上げ も社

会 システムの開発か今後 とも増大すること等に よb着 実に増加することが見込まれる。(第11表)

(3)マ ーケ ット別では、保有客、非保有客の売上げは ともに着実に増加する。また コンピュ

ータハ ードウエアの急速 な技術革新に伴い、コンピュータメーカか らの各種 システム及 ひアプ

リケーションプ ログラム等の ソフ トウェア開発需要 も情報処理産業の マーケ ッ トとして拡大が

予測 される。(第12表)

●
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第10表 オ ンライン用端末装置納入予測

昭 和 昭 和 年 平 均
49年 度 60年 度 倍 率 伸 び 率
(百 万 円) (百 万 円) (%)

製 造 業 9,844 51,756 5.3 163

商 業 1,639 11,389 7.0 19.3

金 融 29,781 247,953 83 21.2

証 券 2,514 21,024 84 21.3

保'険 614 3,551 58 17.3

運 輸 通 信 1,543 14,150 92 22.3

電 力 、 ガ ス 689 6,700 97 230

サ ー ビ ス ・不 動 産 7,137 45,579 6.4 18.4

政 府 3,207 22,140 ag 19.2

地 方 公 共 団 体 441 768 1.7 5.2

学 校 72 1,042 14.5 27.5

法 人 団 体 585 3,463 5.9 17.5

そ の 他 328 5,260 16.0 28.7

計 58,400 434,775 7.4 20.0

第11表 情報処理産業の乗務別売上げ予測

(億 円)

年 度

業 務

昭和49年 度 昭和60年 度 倍 率
年平均伸

び率(%)

バ ッ チ 処 理
1

1ρ62(433) 4546(348) 43 14.1

オ ン ラ イ ン 処 理 77(3.1) Z139(164) 278 35.3

ソ フ ト ウ エ ア 開 発 352(14.4) 3411(261) ⑨7 229

フ ァ シ リテ ィ ・マ ネ ジ メ ン ト

そ の 他
962(392) 2974(227) 31 1α8

'

計 a453(10α0) 13,070(100.0) 53 164

(注)()内 は 構成比である。
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第12表 情 報処理産業のマーケ ッ ト別売上予測

(億 円)

年 度
48 60 倍 率

年平均伸

び率(%)
マ ー ケ ッ ト

コ ン ピ ュ ー タ 保 有 客 817(4&9) α320(4&4) 7.7 1&6

コ ン ピ ュ ー タ 非 保 有 客 745(446) 5220(3⑨9) 7.0 17.6

コ ン ピ ュ ー タ メ ー カ ー 110(6.5)' 1530(11.7) 139 24.5

計 1β72(10α0) 13070(10α0) 7.8 1&7

(注).()内 は 構成比である。

一」一_,一 」eur_」 一 」〔,vvr-一 ー 一 －N・-r～ 」MNNFＬVWUhMロ{{一
{{」"∨ ロ'{」 一 」一 ー
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5.情 報 処 理 の 進 展 状 況

5.1情 報 処 理 の 体 制

電子協 では、 コン ピュータを中心 とした電子 工業に関連す る各種の情報(た とえば、技術 ・市場

動向、国の振興策 など)を 収集 し、それを分析 ・整理 して機関紙 「電子工業月報」で紹介す る一方、

各種の報告書、 ガイ ドブ ックなどに より会員、業界、その他に情報を提供 して広 く電子 工業の振興

に寄与するようつ とめている。

また、協会事業計画 にそ って実施する電子計算機社会開発 システム、電子部品 ・材料等 の調査研

究事業に よる内外の技術 ・研究開発動向、市場動向等については、年度事業計画にそ って委員会が

実施 に当た り、その成果 を報告書に とりま とめて公表 してい る。

海外、 とくに途 上国に対する情報化促進 の協力事 業については、わが国の情報化 の現状 を紹介 し、

情報化 を促すための各種啓蒙資料、映画、ス ライ ド等 を作成 して協力対象国に配布 している。

電子協における情報収集処理体制の現状 について、データの種類別に収集方法、処理体制、作成

資料、利用方法等 をとりまとめ ると、図5-1の とお りである。

(1)国 内経済 ・産業動向関係

わが国経済は、安 定経済成長期に入 り、 ひところの高度成長は望めない状況にあるが、 その中

にあ って コン ピュー タに対する需要は情報化の進展 とと もに順調に推移 している。 しか しなが ら、

業 界にとって国内の景気動向、産業活動の動 きを十分に注視す ることが必要であり、 このた めマ

クロの諸経済 指標 ならひに機械 工業 を中心 とした各種 工業指数 に関連するデータは、積極的に収

集 して随時機関紙 等で紹介す る一方、必要により整理 して関連委員会に配布 している。

収集 している主要な指標は、次の とお りである。

a、 鉱工業生産指数(出 荷 ・在庫 ・在庫率 の各指数)

機械 工業

一般機械 工業

電気機械 工業

輸送用機械 工業

精密機械工業

機械器具販 売指数

b、 機械受注額(民 需)

口)需 要部門別

造業(機 械 ・自動車)

製造業

売額

注残高
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デ 一 夕ーの分類 情報収集方法 情報処理体制 協会作成資料 利 用 方 法

●

コン ピュータ利用

納 入 情 況

国 内関連 法規

輸 出関 連 法規

輸 入 規 制

海外 コ ンピュータ

業 界 動 向

海外 コンピュータ利用

納 入 状 況

国 際 分 業

多国籍企業動向

官 公 庁 発 表

ア タ

海 外 駐 在 員

報

海外 実 態 調 査

(派 遣)

委 託 計 算

(生産 ・輸出入)

協会調査研究事業

(テ ーマ別

委員会調査)

電子工業月報

解 説

[
調査報告

海外情報

国内関係ニュー

電子工業統計月報

量;…}荷統計]

ガイ ドブ ック

[繋1竃機]

覧
「
」

要異

観

法

制

金

聾

興

助

工

関

振

税

補

子

「
ー
ー
1
」

電

デ ー タ ブ ック

マ イク ロコン ピュ ータ

[表面弾性波素子材

各種調査報告書

各種情報化啓蒙媒体

[資 料'パ ンフレ門

協会会員への

情 報

関係官庁への

情 報

協 会 資料 室

保 存

途 上 国へ の

情 報

図5-1 情 報 収 集 処 理 体 制 の 現 状
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(ロ)機 械 別

際動機

電子通信機械

産業機械

重電機

工作機械

鉄道車輌

航空機

船 舶

c、 建設工事受注額(民 需)

d、 卸 売物価指数

e、 消費者物価指数

f、 通関統計(輸 出入)

g、 外貨準備高(残 高)

h、 日銀券平均発行額

i、 企業倒産件数

j、 百貨店全国販売額(指 数)

k、 有効 求人倍率

また、 これ らの資料は、主 としてつぎの とお りであ り
、 このほか、各省庁、諸審議会が まと

め る各種調査、計画、統計等について も、その都度資料 を収集 し、必要により機関試上での紹

介、説明会 の開催 、関連委員会への通知 など、周知 をはか っている
。

(通 産 省関係)

a、 産 業構造の長期 ビジョン

b、 主要産業 および中小企業の動向

c、 わが国情報処理 の現状(情 報処理実態調査)

d、 主 要産業の 設備投資計画

e、 電子計算機納 入下取調査

f、 わが国における ミニ コン ピュータの使用状況

g、 わが国企業の経営 分析

h、 特定サービス業実態調査

(経 済 企画庁)

a、 経 済審議会答 申 「経済 計画」

(行 政管理庁)

a、 行政機関 における電子計算機利用状況
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(総 理 府統計局)

a、 わが国の研究 費の動向

(2)コ ン ピュータ業界動向関係

コンピュータ産業は、技術革新が著 しい技術先端産業であ り、 また、情報化 の進展に不可欠 な

重要産業 である。

このため、関連情報に対 する需要 も、機器 メーカ、部品 ・材料 メーカ、銀行、証券 、調査会社

など広範 にわたってい る。

電子協では、新聞(一 般紙、業界紙)、 雑誌(業 界誌、専門技術誌)、 各社の発行するパンフ

レットや校報、調査機関、研究所の発行 する論 文集 などを収集、整理 して、会員各社 をは じめ広

く一般の用に供 している。

と くに国 内関係 ニュースについては、業界紙 から関連記事 を抽出し、その要 旨をつぎの項 目に

区分 して毎月機関誌 に掲載 している。

a、 経済、電子工業全般

b、 税制、特許

C、 コンピュー タ関係

イ、 コンピュー タ関連 情報

ロ、新機種

ハ シ/ス ァ ム
、

二、 ソ フ トウ ェ ア

ホ、 周 辺 装 置

d、 電 卓

e、 オ ー トメー シ ョ ン関 係

f、 部 品 、 材 料

g、 電 子応 用 装 置

h、 通 信

i、 民 生 用 電 子 機 器

」、 労 働 、 教 育

k、 シ ン ポ ジ ウ ム、 展 示 会 、 講 習 会

(5)コ ン ピュータの利用 ・納入状況関係

コン ピュータに関 する統計は、他の電子機器 と比べる と十分では な く、今後の整備 ・充実が課

題である。

現在、統計 として定期的に発表 されてい るものはつぎの とお りであ り、 これ らは発表後速かに

電子協機関誌に掲載 している。
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a、 電 子計算機納 入下取調査(通 産省)

b、 わが国における ミニコン ピュータの使用状況(通 産省)

c、 行政機関 におけ る電子計算機利用状況(行 政管理庁)

aは 、 コンピュータの製造事業者、輸入事業者等を対象に、 コンピュータの納入 および下取 り

の実態 を把握す るため通産省が調査 している もので①当該四半期 におけ る型別、国産機、外国機

別の納入台数、金額、②当該四半期末における型別、国産機、外国機別、産業別 な らびに地域別

の汎用 コンピュータ実動台数 ・金額 などをとりまとめ、四半期 ごとに発表 され ている。

bは 、市場 におけ るミニコンピュー タの使用実態 を把握す るため、同 じく通産省が国内の ミニ

コンピュータ製造業者30社 お よひ輸入業者23者 を対象に、 ミニコン ピュータの納入状況 など

について調査 した結果 を毎年発表 してい るものである。

通産省の両統計は、わが国 における唯 一の ものであり、コンピュータ利 用の実態 を定量的 に把

握するための基礎 データである。

なお、電子計算機納入下取調査については、四半期 ごとの統計 であるため、当協会で年度ベー

スに再集計 している。

また、Cは 、行政 管理庁 が各 省庁 のコンピュータ利用状況 を調査 した もので、その設置機器、

適用業務、要員およひ運用経費 の各項 日ごとに調査 し、 とりま とめたものである。 この調査は、

毎年 実施され ている。

7

●

(4)生 産 ・輸出入状況関係

コンピュータの生産 については、通産省の生産動態統計の 「電子計算機 および関連装置」の中

で、 つぎの分類 により生産台数 ・金額が毎月発表されている。

アナログ形電子計算機

デジタル形電子計算機

撒 本体{㌶

周辺⇒:灘 置

通信制御装置

端末装置

補助装置

電子計算機応用装置

また、輸出入については、大蔵省の 「通関統計」の 「電子計 算機」の中で、表5-1の 分類 に

より、毎月の輸出な らびに輸 入の台数 ・金額が発表されている。

これ らの統計 については 「電子工業統計 月報」 として毎月集計 し、電子協機関誌 に掲載 してい

るo

一101一



(5)国 内 関連 法規等

コンピュータを中心 とした電子工業関連国内法規(振 興法、税制、各種補助金等)に ついては、

官報、通産 省公報、新聞 報道等か ら収集 している。

表5-1輸 出 入 統 計 品 目 表

{1}輸 出統計 品目表

番 号 細分番号
品 名

NO sub.no

84.52 計算機及ひ会計機、金銭登録機、郵便料金計機、切符発

行機その他これらに類する計算機構を有する機械

一計算機

一一電子式 のもの

111 一ー一電子式 ディジタル計算機械(卓 上型の もの)… …

112 一一一その他の計算機械

113 一 一 一附 属 機 械

一簿記会計機

210 一一電子式の もの

84.53 自動データ処理機械及ひこれを構成する機器並ひにデー

タ転記用機械(デ ー タをデータ媒体に符号化 して転 記す

るものに限 る。)、 デー タ処理機械(符 号化 したデータ

を処理するものに限る。)及 ひ磁気式又は光学式の読取

機、(他 の号に該当するもの を除 く。)

110 一アナログ自動 データ処理機械

120 一ハ イブ リッド自動データ処理機械

一デ ィジタル自動データ処理機械及び これ を構成する機

器

一一中央処理装置

200 一一一入力装置及ひ出力装置 を内蔵する もの

310 一 一 一 そ の他 の もの

320 一一プ ロセ ッサー(論 理演算装置及び制御装置か ら構成

され るもの)

400 一一主記憶装置(単 独に輸出するもの)

510 一一その他の記憶機

520 一 一そ の 他 の もの

530 一自動 デー タ処理機械 を構成 する機器(デ ィジタル自動

デー タ処理機械 のものを除 く。)
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番 号

NO

細 分 番 号

sub.no
品 名

84.55

900
.

211

220

一その他の もの

第8451号 、 第8452号 、 第8453号 又 は第8454号 に該当

する機械に原則 として専 ら使用する部分品及び附属品(カ

バー、携帯用 ケースその他 これ らに類する物 品を除 く。)

一一電子式計算機械又はその附属機器 の もの

一第84 .53号 に該当する機械 の もの

{2)輸 入統計品目表

'

▲

'

番 号 細分番号

NO sub.no
品 名

84.52 計算機及ひ会計機、金銭登録機、郵便料金計機、切符発

行機その他これらに類する計算機構を有する機械

一電子式 ディジタル計算機械

一一計算機本体

一一 一卓 上型 の もの

111 記憶容量が2,000ビ ッ トに満 たないもの(印 字機

構を自蔵し又は印字機構と電気的に接続 して使

用されるものを除 く。)

112 一 一 ー 一そ の 他 の もの

119 一 一 一そ の 他 の もの

一一 そ の 他 の もの

121 一一一磁気インキ式文字読取機
、光学式文字読取機、磁

気円板式記憶機(記 憶容量が1億 字以上のものに

限 る。)及 ひ磁気 カー ド式記憶機並 びに これ らに

使用する制御機

129 一 一 一そ の 他 の もの

一そ の他のもの

210 一一金銭登録機(電 子式ディジタル自動 データ処理機械

の中央処理装置と電気的に接続して作動する機能 を

有 し、かつ、独立 して作動する機能 を有す るもの)

一一一簿記会計機

223 一 一 一 一 電 子 式 の もの
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番 号 細分番号
品 名

NO sub.no

84.53 自動データ処理機械及びこれを構成する機器並びにデー
タ転記用機械(デ ー タをデータ媒体 に符号化 して転記 す

るものに限 る。)、 データ処理機械(符 号化 したデータ

を処理するものに限る。)及 ひ磁気式又は光学式の読取

機(他 の号に該当する ものを除 く。)

一電子式デ ィジタル自動デ ータ処理機械(ア ナ・グ演算

要素を有するものを含む。)及 ひ これを構成する機器

(電 源用機器及びアナログ信号に よるデー タのみを受

け入れ又は送 り出す機器 を除 く。)並 ひに磁気テープ

コ ン バ ー タ ー 、 磁 気 テ ー プ プ リ ン タ ー 及 び これ ら を 構

成 する機器並 びに第8452号 のmか ら119に 掲 げる計

算機械を構成する補助機械

一一中央処理装置

111 一ーーアナログ演算要素を有す る もの

112 一ー一入力装置及び出力装置 を内蔵する もの

119 一 ー 一そ の 他 の もの

一一磁気 インキ式 文字読取機 、光学式文字読取機、磁気

円板式記憶機(記 憶容量が1億 字以上のものに限る。)

及び磁気カー ド式記憶機並びにこれらに使用する制

御機

121 一一一自動データ処理機械 を構成 するもので、中央処理

装 置 とともに輸入す るもの

一 一 一 そ の 他 の もの

記憶機122

129 一 ー 一 一 そ の他 の もの

一 一そ の 他 の もの

一ー一自動デ ータ処理機械 を構成する もの

191 一ー一一中央処理装置 とともに輸入する もの

一 一 一 一 そ の 他 の もの

プ ロセッサー(論 理演算装置及ひ制御装置か192

ら構成 される もの)

193 一 一 ー 一 一主 記 憶 装 置

その他の記憶機194

タ イ プ ラ イ タ ー195

196 一 ー ー 一 一 そ の 他 の も の
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番 号 細分番号
品 名

NO sUb.no

199 一 ー 一そ の 他 の もの

一その他 の もの

210 一一自動データ処理機械及ひこれを構成する機器 ………

一一せん孔機
、検孔機、分類機、製表機、計算せん孔機

(電 子式 のものにあっては、 カー ドの読取 り及 びせ

ん孔 を行 う機構を自蔵する ものに限 るo)、 照 合機 、

翻訳機その他のせん孔カード式統計機械及ひその補

助機械

221 一 一 ー ぜ ん 孔 機

222 一 ー 一分 類 機

229 一 一 一 そ の 他 の もの

290 一 一そ の 他 の もの

84.55 第84.51号 、 第84.52一 号、 第8453号 又 は 第84.54号 に 該 当

する機械に原則として専ら使用する部分品及び附属品

(カ バー、携帯用 ケースその他 これ らに類する物品 を除

く。)

一電子式計算機械又は第84
.53号 に該 当する機械 の もの

221 一一電子式計算機械
、電子式 自動データ処理機械又は こ

れ らを構成する機器のもの

222 一一せん孔 カー ド式統計機械 の もの

229 ～ 一 そ の 他 の も の

'

(6)そ の他海外の情報関係

海外進 出、輸入規制、海外 の経済 ・産業動向な らひに コンピュータ業界動向等については、前

項(第3章 、情報ニーズ)の 課題別必 要情報一覧に記 されてい る各種文献 ・資料 によ り
、情報 を

入手す るほか、電子協の事業計画 にそ って海外派遣 された専門調査員か らの情報、電子協海外駐

在員(ウ ィーン、 シンガポール)の レポー ト、海外委託調査 などを通 じて積極的 に収集調査 し、

機関誌での紹介、報告書への とりまとめ等を行 っている。
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5.2統 計 デ ー タ の 整 理 ・蓄 積 形 態

電子協 では、前述 の とおり生産動態統計 、通関統計を もとに、 コンピュータを含めた電子 工業統

計月報をま とめてい るが、 これ以外 に自主統計 として、①周辺端末装置、② オフィスコンピュータ、

③ ミニコンピュータ、④ マイクロコンピュータ、⑤工業用 コンピュータについて、出荷 ベースの統

計 を各 メーカ、商社などの協 力の もとに実施 している。

これ らの自主統計は、 わが国では唯一の もので あり、 当該機器 の普及状況 に関する貴重なデータ

となっており、関係方面で広 く利用されてい る。

電子協がま とめている統計の集計 ・整理 の方法、データ蓄積形態 はつ ぎのとお りで ある。

(1)自 主 統計

自主統計は、いずれ も当協会の各担 当委員会がそ のメンバ会社 を中心にアンケー ト方式で調査

を行い、集計 している もので ある。

① 周辺端末装置の出荷状況調査

この調査は、昭和48年 度 か ら毎年度実施 してお り、わが国で周辺端末装 置を供給 している

メーカ、輸入商社 などにアンケー ト調査を行い、 出荷台数 ・金額 について調査す るものである。

調査対象は、当協会が別途 作成 している周辺端末装置分類に より対象機器 を定め、'OEM、 エ

ン ドユーザ別に、 前年 度実績、当該年度実績(一 部見込み)、 さらに次年度予測をとりま とめ

る もので ある。

この調査の特色は、OEM、 エン ドユーザ向けの区分が行われてtsり 、 それぞれの出荷台数

:金 額が把握で きる ことと、次年度の予測が各装置 ごとにつかめる ことで あり、回答を寄せて

いる当該業界は もとより部 品を供給 しているメーカなど多方面か ら注 目されている。

データは、47年 度 か ら蓄積が行われてお り、調査の対象 となる装置は表5-2の とお りで

ある。

奄

、
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表5-2調 査 の 対 象 と な る 装 置

ほ}汎 用 コ ン ピ ュ ー タ ・オ フ ィス コ ン ピ ュ ー タ ・ ミ ニ コ ン ピ ュ ー タ用

お よ び 端 末 装 置 用 の 周 辺 装 置

周

辺

装

置

装 置 名 機 種 名 機 種 の範 囲

補

助

記

憶

装

置

記 憶 装 置

磁 気 ド ラ ム 装 置

磁 気 デ ィ ス ク 装 置 デ ィス ク 固 定 の も の

磁気 ディスクパ ック装置 籍;ク が判 換のもの

磁気 カー ドリッジデ ィス
ク装置

フレキシブルディスク装置
ミニ フ ロ ッ ピ イ デ ィス ク

装 置 を 含 む

磁 気 テ ー プ 装 置

磁気 カセ ットテープ装置
マ イ ク ロ ケ セ ッ ト、 カ ー

ト リッ ジ ドラ イ ブ を 含 む

大 容 量 記 憶 装 置
(MSS)

映像記 憶 装 置 ビ デ オ フ ァ イ ル
ディスクおよびテープ系

の両方 を含む

入

出

力

装

置

印 刷 装 置

ディジタル ・ブ リ

タお よび コンピュ

;欝 外のもノ

イ ン パ ク ト ・シ リア ル プ

リン タ
漢 字 プ リ ン タ も含 む

ノ ン イ ン パ ク ト ・シ リア

ル プ リン タ
〃

インパ ク ト・ラ イン プ リンタ 〃

ノ ン イ ン パ ク ト ・ラ イ ン

プ リ ン タ
〃

イ メ ー ジ ・ プ リ ン タ
映像情報 も印刷 で きるプ

リンタ

作 図 装 置 プ ロ ッ タ

読取 ・せん孔記

録装置

紙 カ ー ド 装 置

紙 テ ー プ 装 置

磁 気 カ ー ド 装 置

磁気 カー ドの読取 もしく

は記録す る装置 でIDカ
ー ドリーダ も含む

認 識 装 置

(㌫ スキャつ

MICR

OCR

OMR

,

表 示 装 置

CRTデ ィ ス プ レ イ 漢字 ディスプレイ含 む

プ ラ ズ マ デ ィ ス プ レ イ

そ の 他
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周

辺

装

置

装 置 名 機 種 名 機種 の範 囲

入

出

力

装

置

その他の入出力

装置

COM(CIM)

写 植 機

音声入力 装 置

AD・DAコ ン バ ー タ

図 形 入 力装 置 タブ レッ ト デ ィジタイザ 等

漢字 入力装 置

② 端 末 装 置

装 置 名 機 種 名 機 種 の 範 囲

汎用端 末装 置

/‡㌫ 竺 ＼

ぽ 鞭 分だノ

インテ リ

ジェント

端 末

デ ィスプレ イ端 末

タイプライ タ端 末

複 合 端 末 OCR端 末等 も含む

ノン

インテ リ

ジェント

端 末

デ ィスプ レ イ端末

タイプライ タ端 末

複 合 端 末 OCR端 末 等 も含 む

専用端 末装 置

,

流 通

流通 用POS 通常のPOS

SS用POS ガ ソ リ ンス タ ン ド用

仕入 補充発注用端末

医 療
病院用窓口会計端末

自動 診 断 用端 末

金

融

保

険

証

券

窓 口 機

CD/AD

AT 、M

銀行用端末制御装置
窓 口機やCD,AD等 の制御

を行 う独立装置

保険 ・証券用 端末

株 価 表 示
1

そ の 他

宿 泊 、 サ ー ビ ス 、 そ の 他
フ ロン ト会計用端末予約用'

端末
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装 置 名 機 種 名 機種 の範 囲

交通

運輸

交 通 制 御 用 信 号 制 御 用 等

駅 務 用 発券機 ・座席予約端末

物 流 管 理 倉 庫 管 理 等

製 造 生 産 管 理 用 デ ー タ コ レ ク タ 等

そ の 他 ト ー タ リ ゼ 一 夕 等

その他の端末装置 無 線 端 末 等

(3}オ フ ラ イ ン装 置

■

装 置 名 機 種 名

データ作成装置

カー ドパ ン チ/ベ リ

テ ー プ パ ン チ/ベ リ

キ ー ソ ー テ ー プ

キ ー ツ ー カ セ ッ ト

キ ー ツ ー デ ィ ス ク

キ ー ツ ー フ ロ ッ ピ ィ

そ の 他

媒体変換装 置

テ ー プ ツ ー プ リン タ

カ セ ッ ト ツ ー テ ー プ

o■

フ ロ ソ ヒ ィ ツ ー テ ー プ

そ の 他

ρ

④ 周辺機能 を有す るユニッ ト

● ユ ニ ッ ト 名 ユ ニ ッ ト の 範 囲

磁 気 ド ラ ム ユ ニ ッ ト

磁 気 デ ィ ス ク ユ ニ ッ ト デ ィ ス ク固 定 の も の

磁 気 デ ィ ス ク パ ック ユ 三 ッ ト ディス クが半可換の ものも含む

磁 気 カー ドリッジディス ク ユニット

フ レキ シ ブルデ ィ スク ユ ニ ッ ト ミ ニ フ ロ ッ ピ ィ デ ィ ス ク ユ ニ ッ

トを含 む
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ユ ニ ッ ト名 ユ ニ ッ トの 範 囲

磁 気 カ セ ッ トテ ー プ ユ 「ニ ッ ト

マ イ ク ロ ケ セ ッ トカ ー ト リ ッジ

テ ー プ ・ユ ニ ッ トを含 む

イ ン パ ク トシ リア ル プ リン タ
ユ ニ ッ ト 漢 字 プ リ ン タ も含 む

ノ ン イ ンパ ク トシ リア ル

プ リ ン タユ ニ ッ ト
〃

イ ン パ ク ト ライ ン プ リン タ
ユ ニ ッ ト

〃

ノ ン イ ン パ ク ト ラ イ ン

プ リ ン タ ユ ニ ッ ト

〃

イ メ ー ジプ リ ン タ ユ ニ ッ ト 映像印刷できるプリンタユニット

紙 カ ー ド ユ ニ ッ ト

紙 テ ー プ ユ ニ ッ ト

磁 気 カ ー ド ユ ニ ッ ト

磁気 カー ドの読取 もしくは記

録す るユニットでIDカ ー ド

リーダユニッ トも含む

OCRユ ニ ッ ト

OMRユ ニ ッ ト

ハ ン ド ス キ ャ ナ ー

CRTデ ィ ス プ レイ ユ ニ ッ ト

プ ラ ズ マ デ ィス プレ イユ ニ ッ ト

そ の 他

●

② オフィスコン ピュータの出荷状況 調査

この調査は、電子協の オフィス コン ピュー タ業務 委員会が、昭和43年 度 か らオフィスコン

ピュータ産業 の振興策の資料 として、その動向を把握するため、 同業務 委員会 メンバ会社(54

年1月 現在、19社)の 機種 を登録 し、それ らの出荷台数 ・金額について調査 を実施 してい る

ものである。

対象 とする機種は、同業務 委員会が 「機能」 と 「用途」の面か ら別途 定めたオ フィス コンピ

ュータの定義 を満たす もので、 この委員会 メンバ会社によって製造された ものに限定 され てお

り、外資系 メーカ、輸入商社 によって供 給される外国機は含まれ ていない。

この調査の特色は、⑧ クラス別 の出荷台 数 ・金額 、⑤産業別 ・クラス別出荷台数、⑥地域別

・クラス別出荷台数 など、 さまざまな視点か ら統計が とられてい るので、ユーザ動向 の貴重 な

データとなっているo

なお、 この統計 の出荷金額は、 メーカ出荷金額であり、これに1.3を 乗 じれば市場規模価格 となる。

データは、 クラス別の出荷 台数 ・金額については42年 度 か ら蓄積が行われているが、産業

別 出荷台数は46年 度 か ら、産業別 ・クラス別出荷台数は49年 度か ら、地域別 ・クラス別出
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◆

'

,

荷台数ロ50年 度 か らとなっている。

〈備 考 〉

「オ フィス コン ピュータ」の名称 は、昭和50年 度か ら、電子協において従来 の 「超 小形

電子計算機」 を一般にわか り易 くするために採用 しているものでつ ぎのように定義 している。

{1)10進 演算 を基本 とした事務処理 を専業 とす るディジタル型電子計算機で ある。

{2)事 務 処理用 として自己完結性 を有す る最少構成(中 央処理装置、記憶装 置、入出力装

置 を含 む)が2,000万 円以下 であること。

(3)プ ログ ラム蓄積方式または これに相当する性能 を有するもので内部記憶容量2,000

ビッ ト以上 であること。

〔4)1語 の 構成 ビソ ト数が少 ない こと(情 報 ビッ トが16以 下)

{5)処 理 業務は伝票発行か らあと処理、すなわち、販売管理業務、在庫管理業務、給与計

算業務、会計財務業務、生産管理業務な どの処理が で きるもの。

(6}他 の システムと連動できうる入出力機器 やファイル装置、 ラインプ リンタ等の周辺装

置、通信制御装置の接続に よって、同種 またはより高度な機種 に対 するデー タの供給、

また、パ ッチ処理やオン ライン処理 がで きる もの。

③ ミニコンピュータの出荷状況調査

この調査は、電子協の ミニコンピュータ業務委員会が、昭和52年 度 か らミニコン ピュータ

産業の振興策の資料 としてその動向 を把握す るため、機種 を調べ、それ らの出荷状況 について

調査を実施 している ものである。

対象 とする機種は、国産機、外国機 を問 わず、 わが国で製造 または販売 されている もの とし、

調査先は ミニ コンピュータ ・メーカ、輸入商社、代理店な らひにミニコンピュータを応用 した

機器 を製作 している、いわゆるOEMで あ る。

調査は、 委員会が定めたクラス別分類基準にしたがい、対象 となる機種 を分類整理 し、その機

種について、⑤用途別 ・ク ラス別出荷台数 ならびに金額 、⑤産業別 ・用途別 出荷 台数、◎ クラ

ス別出荷金額 の構成比率(メ インフレーム、ハー ドウェア、 システム ソフ トウェア、 ユーザソ

フ トウェアの各比率)を 前年度実績 と当該年度(一 部見込み)の2カ 年分を調査 している
。 ま

た、通産省が実施 している 「わが国における ミニ コン ピュータの使用状況調査」 との整合性 を

はかるため、 ミニコンピュータの定義 と用途別分類基準 を同一ない しはそれ に準ずる もの とし、

さまざまな視点か らの分析が可能 なように配慮されている。

この調査は、52年 度 に初めて実施(調 査票の配布先34社 、 うち回収22社)し た もので、

現在は51年 度 と52年 度(一 部見込み)実 績 数字だけで あるが、前述の通産省調査が2年 遅

れ で数字が発表される ことか ら、当調査への関心は高 く、今 後も引き続 き実施す ることとして

い るo

〈備 考>

1.ミ ニ コンピュータの定義
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田 制御、計算、通信 など広範囲 にわたる分野 に適用で きる基本的設計思想を もち、拡張

性、融通性に富み、かつ、 システ ム ・ツール、 システム ・コンポーネン トとして販売で

きること。

{2)OEM提 供 ができ、1/Oイ ン タフェTス が公開可能である こと。

(3}デ ィジタル型であり、 プログラム蓄積方式 をとり、最大 内部記憶容量が16kB以 上

であること。

{4)周 辺 機器 として、入出力装置、 ファイル装置 を具備 していること。

(5)プ ログラム開発用言語 として、高級言語(FORTRAN、COBOL、BASIC等)の 最

低1つ を具備 していること。

{6)ミ ニ コンピュータをつ ぎの3つ のク ラスの製品 レベルに区分 し、CPU+メ モ リ容量

の価格帯はつぎの とお りとす る。

〈ク ラス>

SCPU+メ モ リ32kB200万 円以下

MCPU十 メモ リ64kB201万 円 ～500万 円

LCPU+メ モ リ128kB501万 円 ～2,000万 円

柱)52年 度調査 では、通産 省の 「ミニコンピュータに関する調査」の定義 を用いたが、

53年 度 調査 から上記の定義 に より実施 している。

2.ミ ニ コンピュータ用途別分類基準

用 途別 分類 分 類 基 準 例 示

事務用(一 般データ

処理)

事務処理およひ商業上のデータの処理に使
用するもの

給与計算、在庫管理、
データ収集

研 究 研究の対象および研究の道具に使用するもの
研 究 デー タ計算 、ソフ トウ

ェア開 発 、 データバ ス研究

技 術 設 計
電気、機械 、建築、土木等の設計に使用す
るもの

構造計算、自動設計、
自動製図

教 育(含CAI)
コンピュータの訓練 お・よびコンピュータを

利用 した教育に使用するもの
CAI,CMI

通信、情報ネ ットワ
ーク制御

通信回線の制御およひ端末装置の制御に集
信、配信等に使用するもの

座 席 予 約 シス テ ム、 ラ イ

ン コンセ ン トレー タ

交 通 管 制
地上交通、海上交通、航空路等の流れの管

理、制御に使用する もの .

道路信号制御、航空管

制、ヤー ド管理

周 辺 機 器 制 御 電子計算機の周辺装置の制御に使用するもの ディスプレイ装置制御機

医 療 用
生医学試験、診断、患者監視、投薬管理等
医療に直接関連 して使用するもの

シンチレーションカメラ制

御、心電図 自動分析

プ ロ セ ス 制 御
生産の連続工程を直接制御するべ く使用す
るもの

ディスプレイ装置制御機
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用途 別 分類 分 類 基 準 例 示

生 産 ラ イ ン 管 理
稼働す る生産 ラインの外部 にあって データ
の収集管理 に使用するもの

工程管理、生産管理、
品質管理い自動試験機

計 測 ・ 分 析
物理量および化学量の計測およびデータあ
分析に使用するもの

テレメータリン久 電子顕

微鏡鎮制御、ICテ スタ

そ の他 機 械 制 御
上記いずれの項目にも属さない単独の機械
の制御に使用するもの

DDD,SCC

そ の他 システ ム制御
上記いずれの項 目にも属さない複数の機械か

ら構成 されるシステムの制御に使用するもの

自動倉庫、 ビル管理 、

衛星航空 システム、放

送番組送 出装 置

そ の 他 上記いずれの項目にも分類不能なもの

不 明 用途が不明のもの

④ マイクロコン ピュータの出荷状況調査

この調査は、電子協 のマイクロコン ピュータ技術委員会が 、昭和49年 度 か ら実施 している

マーケティング調査の一部である。調査は マイクロコンピュータの市場規 模と市場構造 を明 ら

かに し、また将来の マイク ロコンピュータ関連産業の発展に とって障害 となる問題点 を探 るこ

とを主眼 としているため、非常に広範多岐にわたる項 目について、 マイク ロプロセッサチップ

・メーカ、 マイクロコンピュータメーカ、応用機器 メーカ、応用機器 エン ドユーザ、輸入商社

・代理店等 を対象 にアンケー トを実施 している。

この調査 によb、 マイク ロプロセッサおよひ関連LSIの 出荷個数 ・金額(国 内販売 と輸 出

の計)の 推移が把握され てい る。また、海外 メー カ製品の輸入個数 ・金額 についても輸入商社

・代理店等 を対象 にアンケー トされており、 その結果、国 内需要額の把握が可能 となっている。

チータの蓄積は、国産 チ ップメー カの出荷が49年 度 か ら52年 度 までが実績、53年 度は

予測が、 また、海外 メーカの輸入 と国内需要は51、52年 度 が実績、53年 度 が予測 となって

Mる 。

⑤ 工業用 コン ピュータの利用状況調査

工業用コンピュータの利用状況 に関するデ一一タts、 電 子協が昭和44年 度 と46年 度 の2回 、

関連 コン ピュータメーカ、 システムベンダー、OEMな らびに輸入商社 などを対 象に、年次別

・業種別納入台数、年次別 ・用途別納入台数 などについてア ンケー トを実施 しとりまとめた も

のがあるが、他に まとまったデータはない。

このため電子協 の工業用計算機業務委員会が50年 度 か ら毎年度、OEMを 含 む国 内工業用

コンピュータ関連 メーカ17社 を対 象にアンケー トを実施 し、その調査結果 をと りまとめてい

るo

この調査 では、⑤年度別 ・業種別、⑤年度別 ・用途(機 能)別 、⑥適用対象別、①適用対象

別 ・機能別、⑥ メインフレームの規 模別の納入台数など、 ユーザの利用実態 を,的確に把握す る

ための種々の調査 が行われ ている。
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データとしては、35年 度 か ら51年 度 まで、つぎの数字が蓄積されている。

⑤ 年度別納入台数 およひ累積台数

⑤ 年度別業種別納入台数

⑥ 年度別用途別納入台数

また、近年 プラン トに組込 まれて輸出される ケースが多いため、51年 度 調査か ら輸出先別

・業種男lk輸 出先別 ・適用対象別の台数 についても調査 してい る。

〈備 考 〉

工業用 コンピュータは、別名 プロセスコンピュータ、制御用 コン ピュータ等とも呼ばれ、

明確 な定義は なされてい ないが、本調査 においてはつぎの ようなコンピュータを対象 として

いるo

① ス トアー ドプログラム方式の もので、 プロセス入出力機器 あるいはその周辺機器等 と接

続または接続可能 なもの。

② 通称 ミニコン ピュータと呼 ばれる機種 でも、 プロセス用 の周辺機器 を装備 し、明 らかに

プロセス制 御用 コンピュータとして独立に使用 されているもの。

③ 汎用機種 でも、 と くにJEcc登 録以外 の機種 で専用(例 えば交通管制、医療、教育、

ビル管理、試験 計測 のデータ処理等)と して使用される もの。

●

・↓

(2)国 内 統計 関係

コンピュータに関す る国内統計 は、生産台数 ・金額が通産省の 「生産動態統計」、輸出入台数

・金額 は大蔵省の 「通関統計」 によって、毎月各品目(4.1の(4)項 参 照)ご とにそれぞれ発表さ

れてい る。電子協 では、 これ らの公表 されている数字 をもとに月額、年累計、対前年 同期比等 に

ついて電子計算機 を使用 して集計 し、電子工業統計 月報にまとめている。 また上期計(1～6月)

と年計(1～12月)が まとまる9月 と3月 には、それぞれ解説 をつけて生産 ・輸出入状況 を別

途作成 し、機関誌上で紹介 している。

これ らの統計 作業に関す る手順は、おおむねつ ぎの とおりである。

① 月間 データの場合

a、,デ ータの入手

b、 協会統計用紙へ転記 し、 パンチ ・カー ドを作成(カLド の作成は外部に委託)

c、 デ ータチェックのため予備計算(外 部委託)

d、 デ ータチ ェック完了後、 カー ド、磁気テープにより計算 し、結果 を磁気 テープに記憶(外

部委託)

e、 計算結果(ラ インプリンタに打出 し)を 編集 し統計月報 を作成

② 上期、下期 データの場 合(輸 出入のみ)

a、 大蔵省に磁気 テープによるデータの複写依頼

b、 磁気テープに よる関連品 目の抽出(外 部委託)

9
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c、 大 分類別 ・国別表、国別 ・大分類別表の作成(外 部委託)

なお、生産 ならびに輸出入の月別、上期、 下期別のデータは、いずれ も磁気 テー プの形 で保

管されてお り、 ランダムなデータの抽出が可能 となっている。

(5)海 外 統 計

海外諸国におげるコンピュータの生産(ま たは出荷)輸 出入、設置状況等に関す る統計データ

は体系的 に整理、公表 されている ものは少 ない状況 であ り、各種の海外 文献(新 聞、雑誌、調査

機関 や工業会等が発行する資料)が デー タソースとなる。

電子協では これ らの海外文献は積極的 に収集 し、 資料閲覧は 自由にしている。 また、入手 した

統計 データについては必要に より翻訳 し機関誌 の海外情報、海外 三ユース等で逐次紹介する一方

関連 委員会に も報告 し当該調査 に反映させるよ う努めている。

主 な統計項目とデータソースは表5-3の とおり。

表5-3海 外 統計 データソース一覧

,

▼

地 域
項 目 米 国 欧 州 そ の 他

生 産

(ま たは出荷)

・EIAEIectronic

MarketDataBook

(原 デ ー タは 商 務 省)

・ElectronicNews,

ElectronicsWbekly,

BusinessWeekEle一

・EDPEuropeReport ctroniCS等 、 新 聞 、
・EIAElectoronic

(IDC) 雑誌で散発的に紹介さ
輸 出 入 MarketDataBook

れ るデータ
(")

・ElectronicsWもekly

・米国商務省調査
設 置 状 況 ・EDPIndustry

リポ ー ト

(メ ーカ別 Rep・rt(IDC) ・協会海外駐在員
シェア等)

・EDPIndustry

ミ ニ コ ン ピュ ー タ Report(IDC) ・協会海外派遣調査員

周辺端末装置等 ・Computers&People

・Peripheralsweekly

・各 社 のAnnualReport ・各 社 のAnnualReport ・Ciccに よ る 海 外 情 報

メーカ各社の財
・ElectronicNews

FinancialFact

・Fourtune

・BusinessWeek

化協力諸事業

務データ B・・k&birect・ry ・ElectronicsWbekly

・Fourtune

・BusinessV硲ek

な お、 民 生 用 電 子 機 器 、 電 子 部 品 に つ い て は 、 そ の 出 荷 額 を 毎 月 電 子 工 業 統 計 月 報 に 掲 載 し、

紹 介 して い る。 これ はEIA(ElectronicIndustriesAssociation)が 毎 月 発 行 し て い るEle-

ctronicMarketTrendsの デ ー タ に よ る もの で あ る。
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5.5会 員 そ の他 へ の情 報 サー ビ ス形態

電子協における情報サービス形態としては、機関誌 「電子工業月報」の発行と各種調査研究事業

による成果報告書の刊行があげ られる。

(1)機 関 誌 の発 行

機関誌 「電子工業月網 は、その詩名が示す ように ・ンピー一疋 限 らず・広 く電子工業一般の

動 きを紹介す るもので、毎月20日 に発行し、会員会社 をは じめ として、官公庁、関連団体、研

究所等に配布 してい る。

なお、電子工業統計月報は この機関誌の巻末に綴 じ込 まれてい る。

(2)報 告書の発行

報告書は、電子協の事業計画にそって実施された各種調査研究事業の成果の周知 をはかるため

に作成するもので、当該事業が終了する年度末にそれぞれ発刊される。

また、 この報告書 とは別 にガイドブックとして 「日本の電子計算機」、 「周辺 端末箸置 ガイ ド

ブック」、 「マイクロコンピュータ ・データブック」 を刊行 しユーザをは じめ ζして各方面で利

用され てい る。

以上 の情報サー ビス形態 を情報項目ごとに整理すると表5-4の とおりである。

なお、電子協 における情報サービスの手段 としては、 このほか報告会、講演 会、展示会(コ ン

ピュータショウ、データショウ、マイク ロコンピュータショウ)等 の開催、協会資料室におけ る

図書閲覧 ・貸出 し、 コ ピーサービス等 もあげ られるが、本稿ではこれ らについては省略 した。

、`
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表5-4情 報 の サ ー ビ ス 形 態 一 覧(コ ン ピュ ー タ関 連)

提 供 先

政 府 関 係 機 関 会 員
1 関 連 団 体 等 情報

艦 海 外
その
他 方法

区分 情 報 提供媒体
サ イ

ク ル 通 大 郵 科 特 経 日 日 正 賛 経 日 機 ジ 電 通 計 電 銀 研 中 大 関 ユ メ

学 済 本
本

開 助
振
協 工 子 信 測 々 央 学 連 膓

産 蔵 政 技 許 企
発
会 団 機 ・ 機 究 ・ 1 ・

術 画 銀 銀
会 経

済
ト
械 機 器 公 官 学 団 商

社
省 省 省 庁 庁 庁 行 行 員 員 連 連 研 口 工 工 工 社 行 所 庁 会 体 ザ 等

.

(国 内)
関
生 産 ・ 輸 出 入 統計月報 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △

連 実 動 状 況 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △
、

統 (海 外) 電子工業 月 郵送

計 国別 生 産 ・輸 出入
月報

○ O O ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ O O ○ ○ ○ △

実 動 状 況 ○ ○ ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○ ○ △ ρ

国動 業 界 動 向 電子工業月報 月 ○ O ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○ ○ ○ O ○ ○ △
内向

新技術(新 製品)動 向 1各種ガイド
ブック
年 ○ △ ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ △ △ △

'

海動 業界動向(メーカ・国別)

}電子工業

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △
外向 .新 技術(新 製品)動 向 月報 月 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △

'

政 (国 内・海外)

税 制、関 税 電子工業
月
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △策

月報

等
各 種 補助 金 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ '

振 興 藻 琴 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △

情報化進展状況
C[1 四

○ ○ ○ ○

CICC活 動状況 New8 半 ○ ○ ○ ○ '

そ の 他 〔英文) 期

そ
の

他

協 会 活 動 報 告

会 員 会 社 紹 介 }
電子工業

月報 月
○

○

○

○

○

○

○

○

O

O

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

o

O

O

o

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

△

△
'

長 期 予 測 ○ △ △ O △ ○ △ O ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ O O O △ △ △
、

'産 業

調 ・枝 術

査 L需 要

技 術 動 向 不 ○ △ △ ○ △ △ △ ○ ○ ○ △ △ ○ △ △ △ △ ○ △ △ △研

究 {
ハ ー ドウエア .

ソフ トウェア 定

( 市 場 動 向 ○ △ △ △ △ △ △ ○ ○ ○ △ △ ○ △ △ △ △ ○ △ △ △
補
助
・ {

メ ー カ

ユ ー ザ

期 .郵送
ほか

受 標 準 化 動 向 調 査
(

○ △ △ △ △ △ △ △ ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ ○ △ △ △
託
事
電子部品・材料動向 報告 書 き O △ △ △ △ △ △ △ ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ ○ △ △ △

集 積 回 路業 、

・ 記 憶 素 子
.

そ ・その他部品

の

他
応用機器・システム動向 ○ △ △ ○ △ △ △ △ ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ O △ △ △

) 社会開発 システム

医療システム

オフィスオー トメーション

特 許 情 報 ○ △ △ △ ○ △ △ △ ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ ○ △ △ △

{
コンピュータ関係

集 積 回路 関 係
,

○印:定 期的に配布

△印=そ の他(要 請によるもの、その他)

※印;原 則として年度末

●
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6.情 報 拠 点 と し て の 方 針

6.1情 報 拠 点 と して の 位 置 づ け と 役 割

近年のコンピュータ産業は、極めて幅の広い多種多様 な製品を開発 してお り、 これ ら新技術の波 .

及効果は大 きいので、関係情報 も質的、 量的 に飛躍的に増大 してい る。また、 コンピュータ産業の

国際的展開の活発化に伴い、 海外の競合企業動向 や技術 開発動向 に関す る的確 な情報の必要性が高

まってお り、海外 における情報網 の強化 が急務 となっている。

コン ピュータ産業 を含 めた情報産業 とい う観点か らすれば、 わが国には団体等各種機関があ り、'

そ の概要は既述(4.1節4-3表)の とお りで、それぞれの立場 で情報拠点 と して活動 している。

電子協は、コン ピュータに関するハ ー ドウェア、 ソフトウェア、 アプ リケーションシステムなど、

広範な分野 をカバーしており、 コンピュー タおよび関連業界の情報拠点 として重要 な位置づけを も

っている。

また、 コンピュータを中心 と した情報化 の進展は、社会 ・経済 の高度化に不可欠 となっている現'

状 か ら、 コンピュータユーザなどへの情報 サー ビスも重要な責務 であり、 ユーザからみ たコン ピュ

ータ関係の情報拠点 としての役割 は大 きい
。

6.2情 報 拠 点 と して の 機 能

(1)運 営 組 織

電子協は、情報産業 の中核 となる コン ピュー タ産業の情報拠点 として、重要な位置づけ と役割

を担 っているが、その機能 を果 たす部会、 委員会の運営組織はつぎの とお りで ある。
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理

事

会

電

子

計

算

部

会

総 務 委 員 会

税 制 委 員 会

電子計算機業務委員会

電子計算機技術委員会

電子計算機規格委員会
データ処理装置安全委員会

電子計算機特許委員会

ソフトウェア技術委員会

周辺 ・端末装置業務委員会

オフィスコンピュータ業務委員会

ミニコンピュータ業務委員会

データショウ実行委員会

シ

ス

テ

ム

部

A
云一 一

一
一 一

一 電ジ
一

子 メ 一

材 ン

料 ト 一
一
マ ボ

ネ1

1ド

ノj・

委
口

貝
A云

システム企画委員会

巨大 ビル電子総 合管理 システム

調査委員会

工業用計算機 システム業務 委員会

一 工業用計算機 システム技術 委員会

工業用計算機規格 委員会

マ イクロコンピュー タ技術委員会

一 マイクロプロセッサ委員会

マイクロコンピュータ委託開発委員会

計測 システム調査委員会

リハビリテーシ ョン機器

システム調査 委員会

コン ピューティング計測調査 委員会

電子材料技術委員会

電子デバイス委員会

シ リコン技術委員会

ボ

ー

ド

C

I

C

C

運営委員会

企画委員会

調査委員会

上記 の うち、 コン ピュータに関 しては、電子計算機部会が ポ リシーボー ドとして委員会 を統括

し、各 委員会においては産業政策、内外 の新技術動向、市場動向、標準化 など、それぞれ年度事

業計画にそ って調査研究 を行い、 必要な情報の収集、 分析、処理 を行ってその成果 を報告書にと

りーまとめてい る。

また、ユーザ など他分野への知識の普及のため コンピュー タ関係の各種資料 を、作成 して、情

報ニーズに対応 している。

コンピュータを利用 した工業用システム、社会開発 システムについては、 システム部会 を中心
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に、委員会 を設けてそれぞれの プロジェク トの遂行に機能 を果たしている。

電子協 では、国内に おけ る情報拠点 としての機能 のほか、海外、 とくに途上国の情報化促進に

協力す るための事業 を行ってお り、 「海外 情報化協力 センター」(略 称 ・CICC)を 設 けて実

施 に当 たっている。このためCICCで は、外国語(4カ 国 語)に よる啓蒙のための資料や映画 ・

ス ライドなどを作成 し、情報化促進 のための情報拠点 としての体制 を整えている。

電子協における委員会は、 プロジェク トの遂行に当たり必要あるときは専門 委員、分科会等 を

設けてtob、 したがって部会、委員会 にこれ らを加え ると全体 で100を 超 える組織 となってい

るo

(2)情 報 の 収 集 、処理 等

電子協 におけ る情報の収集 および処理につい ては、第5章 に詳述 したとお りで あるが、 これ ら

の作業は、事務局が主体 となって実施 するほか、委員会、専門委員会 などが これに当た ってい る。

第5章 と重複 するが、主 として委員会活動に よ り収集 する情報について、 つ ぎに記述す る。

① 新 技術動向に関する情報

技術先端産業であるコンピュータ産業 にあっては、新技術関連情報は最 も重要 であ り、内外

の動向、 とくに海外 の情報については、調査団 の派遣、調査機関への委託、国際会議へ の参加、

文献 資料 の収集 などにより調査 し、その結果 を審議検討 して とりまとめている。

② 市場動向 に関 する情報

コンピュータおよび関連機器 の普及促進 は、 ニーズを待 って行 うのでは な く、積極的 な啓蒙

・開拓が必要である。 このため、市場動向情報は重要であ り、汎用 コン ピュー タは もちろん、

各種 のコンピュータの適応市場動向 について調査研究 を行っている。

③ 振興施策等に関する情報

コン ピュー タは、技術先導型産業で あり、 また、社会 ・経済の高度化のための重 要産業であ

る。 さらに、わが国が指向する知識集約産業 の中核的な役割 りを持つ産業 である。 しか しなが

ら、戦後急速 に進展 した産業 であり、産業基盤 も遂次固まりつつあるが、 まだ国際 競争 力、資

金 力などは十分 とはいえず、一方、世界的にみ ると、60%の シ ェアを占めるIBMを は じめ

とす る米国企業が世界市場 のほ とんどを制 している現状 である。

このため、国産 メー カが重要産業 としての付託 にこたえて業界基盤を強化 し確立 をはかるた

めには、 なお国の振興施策 にまつ ところが大 き く、補助金、金融措置、税制 など種 々の助成策

に関する情報 を収集 するとともに、業界の要望事項 を検討 して施策への反映 につ とめている。

④ 海外情報化促進 に関する情報

コンピュータを中心 とした情報化 の促進は、社会 ・経済の高度化 をはかる うえに不可欠で あ

り、途上国 において もこれ らの促進 に意欲的 なところが多い。

しか しなが ら、情報化の進展 には、単 にコンピュータを設置するだけに とどまらず、 ソフ ト

ウェアの整備、要員教 育など種 々の付 帯要件が伴 うため、途上国においては意欲 を持 ちなが ら
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も進展がはかれない国が多い。

このため、 わが国は、米国に次 ぐ情報化先進 国 としての実績 を もとにして、途上国に対す る

情報化促進の協力事業 を行 ってお り、協 力対 象国の政治、社会 ・経済事情、情報化の現状、そ

の他実施の前提 となる諸条件の情報 を収集す るとともに、知識 の普及のための種々の資料、映

画、ス ライ ドなどを作成 して各国に領布するほか、現地 セミナーの開催、海外展示会等への参

加 などを行 って情報化促進 のための協 力を進 めている。

⑤ 各種情報の公表

年度事業計画に もとつ く各委員会活動の成果は、報告書に とりまとめて公表す るとともに、

必 要あるときはセ ミナー等 を開催 して周知 をはか っている。

また、諸統計 や関連情報は、電子協機 関誌(月 報)に 掲載 して報道 し有効 な活用がはか られ

るよう措置 している。

電子協 として定期的に入手 し、また、 委員会活動の一環 として入手する書籍、雑誌その他の

文献類は、電子協書庫に保管 して閲覧に供 している。

6.5情 報拠 点 と して の課題

コンピュータ産業は、わが国の重要産業 としての位置づけを高めつつあるため、各種情報に対す

るニーズはますます増大 レ 業界やユーザに対 し、また、行政施策に対する情報など、ニーズは広

範にわたっている。

これに対応するため、情報の入手経路の確保や関連団体との相互情報交換体制の整備などが当面

の急務 となっている。

電子協では、コンピュータ関係の情報拠点としての機能を果たすため、前述の とおり種々の活動

を行って情報の蓄積をはかっているが、 メーカの機密に属する生産 ・販売情報や技術開発情報は、

必ずしも暢 ではなく、業界糠 や蹄 昧 の縫 に当た・ても的磁 情報入手ルートの確保が課

題となっている。

また、先進国吐 ける技術動向や企業戦醐 向などの重雑 報は・国際問題などとの関連により

収集が困難になることも考慮して、信頼性の高い継続的な情報入手体制の確立も課題である。

これ らの観点から市 報拠点としての課題を集約すると、踏 むねつぎのと剖 である・

① 関連団体 との連携体制 を強化 して情報網 の整備 をはかる。

② 米 ・欧先進国の動向を恒常的に把握す るため、海外関連団体 との連携体制を強化する。

③ 途上国への情報化促進協力を推進するため、対象国の情報化推進機関等 との連絡 を密 に し、 ま

た、協力体制 を強化するため 「海外情報化協力センター」(CICC)の 組織拡大 をはかる。

④ メーカ、ユーザおよひ政府機関等への情報提供機能 を強化 するため、ハー ドウェア、 ソフ トウ

ェア、 アプ リケーションシステムなどに関する情報を体系的に整理し、一元的に管理するととも

に、 メーカ情巌 どの的磁 情報入手 を可首邑とするため中立性の高いデータバ ンク的体節ゆ 確立

をはか る。

、
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